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第109 回 歴博フォーラム

死者と生者の共同性 －葬送墓制の再構築をめざして－

日　時　　   2018 年 12 月 15 日（土）13:00 ～ 17:00
　　　　　　　　　 12 月 16 日（日）10:00 ～ 17:00
会　場　　　早稲田大学大隈記念講堂大講堂
主　催　　　国立歴史民俗博物館
共　催　　　早稲田大学人間科学学術院

13:00 ～ 13:10　　開会挨拶　　久留島　浩（国立歴史民俗博物館・館長）
13:10 ～ 13:20　　共催者挨拶　谷川　章雄（早稲田大学・教授）
13:20 ～ 13:40　　趣旨説明　　山田　慎也（国立歴史民俗博物館・准教授）

Ⅰ　無縁化への道程　（司会：鈴木　岩弓）
13:40 ～ 14:10　　谷川　章雄
　　　　　　　　　「位牌・墓標と葬送」

14:10 ～ 14:40　　朽木　量（千葉商科大学・教授）
　　　　　　　　　「両墓制の終焉と死生観」

14:40 ～ 14:55　　休憩

14:55 ～ 15:25　　土居　浩（ものつくり大学・准教授）
　　　　　　　　　「死者との社会構想あるいは妄想」

15:25 ～ 15:55　　瓜生　大輔（東京大学・助教）
　　　　　　　　　「デジタル時代の弔い方」

15:55 ～ 16:10　　休憩

16:10 ～ 16:40　　コメント　鈴木　岩弓（東北大学・総長特命教授）
　　　　　　　　　　　　　 問芝　志保（筑波大学・一貫制博士課程）

16:40 ～ 17:00　　質疑応答

プログラム

2018年12月15日（土）
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Ⅱ　縁なき人々の追悼　（司会：森　謙二）
10:00 ～ 10:30　　槇村　久子（関西大学・客員教授）
　　　　　　　　　「無縁社会の３つの方向と共同性のゆくえ」

10:30 ～ 11:00　　山田　慎也
　　　　　　　　　「近親者なき人の葬送と助葬」

11:00 ～ 11:30　　村上　興匡（大正大学・教授）
　　　　　　　　　「送骨と寺院」

11:30 ～ 12:00　　コメント　森　　謙二（茨城キリスト教大学・名誉教授）
　　　　　　　　　　　　　大場　あや（大正大学・博士後期課程）

12:00 ～ 13:20　　昼食休憩

Ⅲ　縁なき方向へすすむ墓　（司会：村上　興匡）
13:20 ～ 13:50　　鈴木　岩弓
　　　　　　　　　「〈二・五人称の死者〉の今後」

13:50 ～ 14:20　　小谷　みどり（第一生命経済研究所・主席研究員）
　　　　　　　　　「新たな死の共同性」

14:20 ～ 14:50　　森　謙二
　　　　　　　　　「無縁墳墓改葬制度と墓地埋葬秩序の再構築」

14:50 ～ 15:20　　コメント　村上　　興匡
　　　　　　　　　　　　　金セッピョル（総合地球環境学研究所・特任助教）

15:20 ～ 15:40　　休憩

15:40 ～ 16:50　　質疑応答・総合討論（司会　山田　慎也）

16:50 ～ 17:00　　閉会の言葉　山田　慎也

2018年12月16日（日）
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報告者・コメント者の紹介

谷川　章雄
早稲田大学人間科学学術院・教授

・「近世墓標の類型」（『考古学ジャーナル』288、1988年）　

・「近世墓標の変遷と家意識」（『史観』121、1989年） 

・「江戸の墓の埋葬施設と副葬品」（江戸遺跡研究会編『墓と埋葬と江戸時代』
　吉川弘文館、2004年）

たにがわ　　　あきお

朽木　量
千葉商科大学政策情報学部・教授

・『墓標の民族学・考古学』（慶應義塾大学出版会、2004年） 

・『墓制・墓標研究の再構築－歴史・考古・民俗学の現場から』（西海賢二･水
　谷類･渡部圭一･朽木量ほか、岩田書院、2010年）

・「屋敷墓からみた近世・近現代のイエ」（鈴木岩弓・森謙二編『現代日本の
　葬送と墓制－イエ亡き時代の死者のゆくえ』吉川弘文館、2018年）

 くつき　　 りょう

土居　浩
ものつくり大学技能工芸学部・准教授

・「「墓ばかり調べている人」たちのネットワーク－史蹟名勝天然紀念物保存協
　会における『掃苔』同人の邂逅を中心に」（西海賢二･水谷類･渡部圭一･朽木
　量ほか『墓制・墓標研究の再構築－歴史・考古・民俗学の現場から』岩田書院、
　2010年）

・「異常死者葬法の習俗をめぐって－『日本民俗地図（葬制・墓制）』記載資料
　を読み直す」（村上興匡・西村明編『慰霊の系譜』森話社、2013年）

・「近代化する葬儀」（大谷栄一・吉永進一・近藤俊太郎編『近代仏教スタディーズ』
　法蔵館、2016年）

 ど　い　　 ひろし
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瓜生　大輔
東京大学先端科学技術研究センター・助教
・Daisuke Uriu and William Odom. “Designing for Domestic Memorialization and 

　Remembrance: A Field Study of Fenestra in Japan,” Proceedings of the 2016 CHI 

　Conference on Human Factors in Computing Systems CHI’ 16 (2016) 

・「自動搬送式納骨堂に宿る最先端メディアテクノロジー」（『宗教研究』90巻
　別冊、2017年）

・「デジタル遺品をデジタル形見に－弔いに寄り添うデジタルメディア・テク
　ノロジー」（鈴木岩弓・森謙二編『現代日本の葬送と墓制－イエ亡き時代の
　死者のゆくえ』吉川弘文館、2018年）

 うりう　　  だいすけ

鈴木　岩弓
東北大学・総長特命教授

・「戦後における柳田國男の『祖先祭祀』観」（『東北大学文学部研究年報』43、1994年）

・『現代日本の葬送と墓制－イエ亡き時代の死者のゆくえ』（鈴木岩弓・森謙
　二編、吉川弘文館、2018年）

・『＜死者／生者＞論－傾聴・鎮魂・翻訳』（鈴木岩弓・磯前順一・佐藤弘夫編、
　ぺりかん社、2018年）

 すずき　　  いわゆみ

問芝　志保
筑波大学大学院人文社会科学研究科・一貫制博士課程

・「埋葬の実状」（曹洞宗宗務庁宗勢総合調査委員会編『曹洞宗宗勢総合調査
　報告書 2015年（平成27）』曹洞宗宗務庁、2017年）

・「明治民法と祖先祭祀論」（鈴木岩弓・森謙二編『現代日本の葬送と墓制－
　イエ亡き時代の死者のゆくえ』吉川弘文館、2018年）

・「関東大震災と家族納骨墓－近代都市東京の墓制をめぐって」（『宗教研究』
　393、2018年）

といしば　　  し　ほ
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槇村　久子
関西大学社会安全学部・客員教授

・「近代日本墓地の成立と現代的展開」（京都大学博士論文、1993年）

・『お墓と家族』（朱鷲書房、1996年）

・『お墓の社会学』（晃洋書房、2013年）

まきむら　　  ひさこ

山田　慎也
国立歴史民俗博物館研究部民俗研究系・准教授

・『現代日本の死と葬儀－葬祭業の展開と死生観の変容』（東京大学出版会、2007年）

・『近代化のなかの誕生と死』（国立歴史民俗博物館・山田慎也編、岩田書院、
　2013年）　

・『変容する死の文化－現代東アジアの葬送と墓制』（国立歴史民俗博物館・
　山田慎也・鈴木岩弓編、東京大学出版会、2014年）

 やまだ　　   しんや

村上　興匡
大正大学文学部・教授

・「葬儀習慣の変化と個人化」（『智山学報』61、2012年）　  

・「序論」（村上興匡・西村明編『慰霊の系譜－死者を記憶する共同体』森話社、
　2013年）  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・「葬儀研究からみた弔いの意味づけの変化」（鈴木岩弓・森謙二編『現代日
　本の葬送と墓制－イエ亡き時代の死者のゆくえ』吉川弘文館、2018年）

むらかみ　　こうきょう

森　謙二
茨城キリスト教大学・名誉教授

・『墓と葬送の社会史』（講談社、1993年・後に吉川弘文館、2014年）

・『墓と葬送の現在』（東京堂出版、2000年）

・『墓と葬送のゆくえ』（吉川弘文館、2014年）

もり　　 けんじ
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大場　あや
大正大学大学院文学研究科・博士後期課程

・「世俗化論・合理的選択理論」（寺田喜朗・塚田穂高・川又俊則・小島伸之編『近
　現代日本の宗教変動－実証的宗教社会学の視座から』ハーベスト社、2016年）

・「地域社会と葬儀の互助組織－農村と町場の契約講の比較から」（『宗教と社会』
　24、2018年）

・「契約講研究の成果と課題－分野横断的な検討から」（『大正大学大学院研究
　論集』42、2018年）

 おおば　　 

小谷　みどり
第一生命経済研究所・主席研究員、身延山大学・客員教授

・『誰が墓を守るのか』（岩波書店、2015年）

・『「ひとり死」時代のお葬式とお墓』（岩波書店、2017年）

 こたに　　

金　セッピョル
総合地球環境学研究所・特任助教

・「不可視化した葬送儀礼としての自然葬」（『宗教と社会』23、2017年）

・「政治イデオロギー的現象としての自然葬－「システム」を超えて」（『日本
　批評』（韓国語）18、2018年）　　　　　　　　　　　

・『現代日本における自然葬の民族誌』（刀水書房、2019年刊行予定）

きむ　

6



第109 回 歴博フォーラム

「死者と生者の共同性 －葬送墓制の再構築をめざして－」
開催にあたって

山田　慎也（国立歴史民俗博物館）

　近年、葬儀の簡略化や小規模化が進展し、火葬のみで儀礼を行わない「直葬」

も増加している。また墓の無縁化が進むとともに、「墓じまい」と称して墓の改葬

や廃止も増えている。そして従来の墓に代わって、散骨や樹木葬といった新たな

葬法なども誕生した。さらに社会的に孤立して亡くなり発見が遅れる場合や、近

親者がいたとしても引き取られない遺骨も増加している。

　以上のような状況を踏まえ、民俗学や宗教学、考古学、社会学、法制史、生活

設計論など、それぞれ多様な専門の研究者が学際的な視点から、現代の死者儀礼

の実態把握と総体的な分析を目的として、科学研究費基盤研究Ｂ「現代日本におけ

る死者儀礼のゆくえ－生者と死者の共同性の構築をめざして」山田慎也代表

（16H03534）というテーマで2016年より４年間のプロジェクトを開始した。

　この研究は、前身となる 「現代日本の葬送墓制をめぐる＜個＞と＜群＞の相克

－東日本大震災を見据えて」 鈴木岩弓代表（24320016）において、家や地域共同体、

寺檀関係など＜群＞とそれに対峙する＜個＞との関係に焦点を当て葬送墓制を検

討した。ここでの＜群＞は、いずれもドミナントな社会構造であったが、それが

しだいに解体して個人化が進み、＜個＞が死への対応を迫られていることが明らか

になった。ときには孤立する事態も発生し、孤立死や遺骨の引き取り手がないなど、

個人化の弊害といえる事象も発生し、近年、社会問題化している。

　一方で、ドミナントな＜群＞と＜個＞といった二項対立からはこぼれ落ちる、

第三項ともいえる新たな社会関係や実践が見られるようになり、研究関心として

浮上してきた。それは「墓友」といわれる血縁を超えた合葬式共同墓での会員交

流や東日本大震災犠牲者の多様な追悼儀礼の執行、諸機関や団体による孤立防止

対応と追悼行為など、ささやかではあるが展開している点に着目した。これらを

従来の関係も含め、総体として捉えることで、現在の葬送墓制の変容の特質を考

察し、死生観の変容を明らかにすることが可能となり、現代における追悼のあり

方を考える素材になると考えたのである。

　その際に本研究では、死者儀礼を担う共同体や社会関係などの「ヒト」と、死

者の表象となる墓や遺影など「モノ」との関係に注目し、1990年以降の個人化の

時代とそれ以前の高度経済成長期による核家族化の時代、そして近代的イエ・ム

ラの時代を通して、現在生成されている新たな共同性を捉え、人びとの死生観の

変遷を考察していった。
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8

　このフォーラムでは、以上の研究成果を踏まえ、３つのセッションに分けて検

討を行っていきたい。第１セッションは「無縁化への道程」である。近代になっ

てもイエやムラを基盤として、死者は葬られまた祭祀されてきた。そこでは地域

の慣習や寺院儀礼なども踏まえながら、位牌や墓などの死者祭祀の装置と人々と

の関係について、デジタル化した現代における変容も含めて、葬送墓制の多様な

側面を取りあげていくものである。

　第二セッションは「縁無き人々の追悼」であり、身元不明の行旅死亡人、また

身元は明確であるが、近親者のいない、もしくはいたとしても引き取られない死

者が、近年急速に増加している。このような人々は行政が最低限の火葬や納骨な

どの対応をするシステムになっており、社会の一員として包摂する社会的制度の

形成過程とその課題について検討するものである。

　第三セッションは「縁なき方向へすすむ墓」であり、従来の家にしても、核家

族にしても、基本的には墓は子孫によって祀られ管理されてきた。しかし、1990

年代以降、無縁化する墓も増えており、子孫による管理の必要のないさまざまな

葬法が現在見られるようになった。こうした墓をめぐる現代の動向、そこに包含

する問題点について考察するものである。

　以上の３つのセッションを通して、現代の葬送墓制に関する課題を整理し、新

たな社会状況の中で、死者と生者がどのように紐帯を保持しているかを検討して

いきたい。そして現代の人々が、実りある生を全うし安心して死を迎えることが

できるのかという課題について、考える素材を提示できれば幸いである。

　さて、国立歴史民俗博物館においては、開館以来、死と葬送の課題は重要な研

究のテーマの一つとして取り組んでおり、さまざまな共同研究や、また葬送儀礼

資料コレクションなどの資料収集、さらに民俗展示第４室「死と向き合う」では

葬送の近代化と民俗の変容、さらには現代の動態を具体的な資料とともに展示し

ている。このような、研究、展示、資料に基づいた研究を続けてきたが、本フォー

ラムもこうした蓄積が基盤となったことは言うまでもない。

　なお、本フォーラム開催においては、研究の成果を多くの方々に触れていただ

きたいと思い、科研のメンバーでもある早稲田大学の谷川章雄先生のご尽力によっ

て早稲田大学人間科学学術院と共催となり、また栄誉ある大隈講堂においてこの

フォーラムを開催することとなった。早稲田大学人間科学学術院関係各位には心

より御礼申し上げる次第である。

１．単身化社会・無縁化社会の進行と葬送墓制の3つの方向

イエ亡き時代の個人化する死の葬送墓制の方向（図）

　・従来の葬送墓制の方法（イエが単位）　減少

　・自ら準備する葬送墓制　　拡大

　・行政の関与する葬送墓制　拡大

２．従来の葬送墓制の方向

　永代供養墓、個人・家族墓からへ共同墓、樹木葬墓地へ

　樹木葬墓地は、樹木をシンボルとした一種の合葬墓・共同墓

３．自ら準備する葬送墓制の方向

　1975 ～ 1990年代に出現した「都市型共同墓所」

「都市型共同墓所」を成立させている共通の要因は、①個人単位である、②共同祭祀があ

る、③死後の平等性　　新たなコミュニティの形成へ

・女の碑の会・志縁廟（京都市・常寂光寺）

・東長寺・縁の会墓園（東京都新宿区）

・もやいの会「もやいの碑」（東京都豊島区・功徳院）

　特定非営利活動法人・任意後見生前受託機関と生前契約決済機構の設立へ

・妙光寺「安穏廟」（新潟市）

・祥雲寺（現在知勝院）「樹木葬墓地」（岩手県一関市）

　会員制の墓、会員同士と寺による祭祀　縁のない人々が集まって縁を創り共同祭祀をする

・一心寺「骨仏」（大阪市天王寺区）無形の墓・墓地　

４．行政が関与する葬送墓制

*行政の対応1－当初から遺骨の引き取られない人々（一つの共同性）

（１）大阪市の無縁者（仏）の葬儀・火葬・埋葬について

　①無縁仏の「行旅」「民生」「一般」の推移（表）

　　平成9年～平成29年まで

　②葬儀・埋葬の手続きと具体例

　③無縁仏の慰霊祭と無縁堂への納骨

　　各火葬場から遺骨が引き取られない事例　当初から“無縁”と思われる人々

　　「無縁堂」から、満杯状態のため2017年に新設、名称は「慰霊堂」へ

　　無縁者という１つの共同性（死者のコミュニティ）を行政が一つの「“無縁”堂」に

　　　埋葬、現在「“慰霊”堂」に

　引き取られない遺骨は1年間火葬場に保管後、最初の9月1日以降大阪市設南霊園に引

き継がれ、毎年秋に埋蔵と慰霊祭。挨拶と献花

　生活保護の関係から市の健康福祉局、斎場霊園の関係から市の環境局の関係者、あい

りん地区代表者、遺族の一部が参加。「大阪市斎場保管遺骨取扱い要綱」

（２）行政の対応２－京都市の深草墓園の納骨堂（共同墓）

　①京都市深草墓園の春季と秋季の慰霊祭

　　京都市主催式典と遺族有志代表式典の2部制

　　市長、市会議員、墓地関係では保健医療・介護担当局、保健衛生担当関係者

　　遺族代表者と宗教連盟から」各宗教宗派代表者

　　秋季は仏教、春季は神道、キリスト教など多様な宗教による

　②慰霊祭の進行状況－参加者の数、献花

　③墓は今後どうなっていくか－無縁仏もともに合祀される納骨堂

京都市深草墓園の納骨件数の推移と、無縁仏の納骨の推移（行旅死亡人と生活保護受給者）

*行政の役割が増加する

（３）行政の対応③－横須賀市のエンディングサポート事業

　・身元判明者なのに引き取られない遺骨が増加

　・経済的困難にある一人暮らしの高齢者の死後の準備

　・一人暮らし高齢者、市役所、葬儀社、地域住民の取り決めと新たな展開

５．共同性を担っていた人々の変化による共同性の変容と共同性の消滅

誰が、死者と生者の共同性（間）を取り持つか

・家族（イエ）の墓→無縁墓→合祀墓

　無縁の可能性→当初から共同墓へ→行政の対応、または共同墓で会員同士と寺で祭祀

・会員制の共同墓→会員がいなくなる→無縁の合祀墓→寺による祭祀→

（地域により寺の可能性）

　[会員＋寺院]→会員の死亡や高齢化でその時形成された会員よる共同性はなくなる

→[寺]→地域に存在するが地域とは無縁→[消滅]

・行政による無縁墓・共同墓→当初から無縁者への慰霊や献花は自治体が無くならない

限り持続

死者と生者の共同性を担っていた人々の変化により共同性の変容が起こり、消滅の可能性

では、死者と生者の共同性はいつまで必要とするのか？　時間軸をどこまで考えるのか？
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１．位牌の考古学

　位牌には野位牌、内位牌、寺位牌がある。野位牌は死者の枕元に置かれ、葬列では相続

者が持ち、埋葬後に墓に供えられる白木の位牌である。家でまつる位牌は内位牌といい、

四十九日、一周忌、三回忌などのときに白木の位牌から漆塗りの位牌に作り替えられる。

寺位牌は位牌を寺に納めて供養してもらうためのものである。

　位牌は、義堂周信の『空華日工集』に「位牌、古は有ること無し。宋より以来、之れ有り。」

とあり、中世に中国の儒教が使用した位牌を禅宗が日本にもたらし、各宗で用いるように

なったとされる。また、神道の葬祭で霊代とよぶものの原型が斎木であり、これが儒教の

神位牌の形態と文字をかりて「位牌」になったという説がある（五来1976）。

　こうした中世・近世の位牌の考古学的調査・研究の成果は少ない。戦前には、跡部直治

の研究（跡部1936）や、片野温が岐阜県の古位牌を調査して雲形位牌の編年等を行なった「美

濃国古位牌の研究」（片野1941）があった。その後、1960 ～ 70年代以降調査・研究が見ら

れるようになる。雲形位牌を論じた石田茂作の研究（石田1969）、久保常晴による概説（久

保1976）、調査にもとづく研究としては、赤星直忠の「雲形位牌の編年試案」（赤星1970）

および「鎌倉海蔵寺の古位牌」（赤星1975）、坂田知己による奈良県元興寺極楽坊の位牌の

調査・研究（坂田1977）などがある。

　このように、位牌の調査・研究は、寺院に所蔵された寺位牌を対象に行われたものが多

いが、中世石造物や近世墓標の研究と比較すると、位牌研究の現状は寂々たるものである。

したがって、ここでは今後の位牌の調査・研究の視点を提示し、位牌・墓標と葬送をめぐ

る問題を考えてみることにしたい。

２．位牌の分類と変遷

　位牌は牌身が板状を呈するものが多く、頭部の形態によって①雲形（雲首形）、②圭頭形、

③櫛形（円頭形・平頭形）、④葵形〔②圭頭形、③櫛形（円頭形・平頭形）、④葵形を合わせ

て札形という〕、上部に屋根をつけた⑤屋形形（廟所形）などに分類される。また、戒名・

没年月日などを書いた複数の板を中に納める構造の繰出位牌がある。

　中世から近世にかけての位牌の形態は、雲形（雲首形）は中世まで遡り、江戸時代のも

のは圭頭形が古く、櫛形（円頭形・平頭形）は新しいようである。

　東京都狛江市泉龍寺の位牌の形態は、雲形（雲首形）から櫛形（円頭形・平頭形）、屋

形形（廟所形）へ変遷し、圭頭形は見られない。雲形は旗本石谷家などに用いられ、櫛形（円

頭形・平頭形）の戒名は信士・信女が多い。また、位牌の全長すなわち高さは、時代が新

しくなるにつれてゆるやかに小型化する。大型のものは戒名の格式が高いという傾向が見

られた。

３．位牌・墓標と葬送をめぐって

　近世墓標の成立と位牌の関係について、藤沢典彦は「近世墓標は個人的な持仏堂を持た

ない階層の人々にとっては野に立つ位牌としての性格ももち、両墓制における詣墓の祭祀

場としての性格を示すものとなっている。」と述べている（藤沢2007）。

　また、位牌と中世の石塔や近世墓標と形態が共通するものがある。石田茂作は雲形（雲首）

位牌を模した石塔である雲首塔について論じており、その代表的なものは京都市東山実報

寺の永徳３年（1383）銘のものであると指摘している（石田1969）。

　近世の位牌の形態も一部の墓標の形態と共通する。圭頭形位牌と尖頭形墓標、櫛形（円

頭形・平頭形）位牌と櫛形墓標は同形である。櫛形墓標は18世紀代に全国的な斉一性が

あり、背景に家を単位にした死者供養の広がりがあったことが想定されるが（谷川1988・

1989）、形態上共通する櫛形位牌の普及の問題を考える必要があるだろう。また、位牌に

櫛形墓標の普及以前のような地域性が見られるのかどうかは、検討するべき課題である。

　五来重は、仏像・仏壇や名号、先祖の位牌をおさめた仏壇が一般の家に普及するのは、

江戸時代中期以降のことであると述べている（五来1976）。

　位牌と墓標、仏壇の普及の背景には、家を単位にした近世の死者供養、葬送のあり方が

うかがわれるのである。
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位牌・墓標と葬送

谷川　章雄（早稲田大学）

１．単身化社会・無縁化社会の進行と葬送墓制の3つの方向

イエ亡き時代の個人化する死の葬送墓制の方向（図）

　・従来の葬送墓制の方法（イエが単位）　減少

　・自ら準備する葬送墓制　　拡大

　・行政の関与する葬送墓制　拡大

２．従来の葬送墓制の方向

　永代供養墓、個人・家族墓からへ共同墓、樹木葬墓地へ

　樹木葬墓地は、樹木をシンボルとした一種の合葬墓・共同墓

３．自ら準備する葬送墓制の方向

　1975 ～ 1990年代に出現した「都市型共同墓所」

「都市型共同墓所」を成立させている共通の要因は、①個人単位である、②共同祭祀があ

る、③死後の平等性　　新たなコミュニティの形成へ

・女の碑の会・志縁廟（京都市・常寂光寺）

・東長寺・縁の会墓園（東京都新宿区）

・もやいの会「もやいの碑」（東京都豊島区・功徳院）

　特定非営利活動法人・任意後見生前受託機関と生前契約決済機構の設立へ

・妙光寺「安穏廟」（新潟市）

・祥雲寺（現在知勝院）「樹木葬墓地」（岩手県一関市）

　会員制の墓、会員同士と寺による祭祀　縁のない人々が集まって縁を創り共同祭祀をする

・一心寺「骨仏」（大阪市天王寺区）無形の墓・墓地　

４．行政が関与する葬送墓制

*行政の対応1－当初から遺骨の引き取られない人々（一つの共同性）

（１）大阪市の無縁者（仏）の葬儀・火葬・埋葬について

　①無縁仏の「行旅」「民生」「一般」の推移（表）

　　平成9年～平成29年まで

　②葬儀・埋葬の手続きと具体例

　③無縁仏の慰霊祭と無縁堂への納骨

　　各火葬場から遺骨が引き取られない事例　当初から“無縁”と思われる人々

　　「無縁堂」から、満杯状態のため2017年に新設、名称は「慰霊堂」へ

　　無縁者という１つの共同性（死者のコミュニティ）を行政が一つの「“無縁”堂」に

　　　埋葬、現在「“慰霊”堂」に

　引き取られない遺骨は1年間火葬場に保管後、最初の9月1日以降大阪市設南霊園に引

き継がれ、毎年秋に埋蔵と慰霊祭。挨拶と献花

　生活保護の関係から市の健康福祉局、斎場霊園の関係から市の環境局の関係者、あい

りん地区代表者、遺族の一部が参加。「大阪市斎場保管遺骨取扱い要綱」

（２）行政の対応２－京都市の深草墓園の納骨堂（共同墓）

　①京都市深草墓園の春季と秋季の慰霊祭

　　京都市主催式典と遺族有志代表式典の2部制

　　市長、市会議員、墓地関係では保健医療・介護担当局、保健衛生担当関係者

　　遺族代表者と宗教連盟から」各宗教宗派代表者

　　秋季は仏教、春季は神道、キリスト教など多様な宗教による

　②慰霊祭の進行状況－参加者の数、献花

　③墓は今後どうなっていくか－無縁仏もともに合祀される納骨堂

京都市深草墓園の納骨件数の推移と、無縁仏の納骨の推移（行旅死亡人と生活保護受給者）

*行政の役割が増加する

（３）行政の対応③－横須賀市のエンディングサポート事業

　・身元判明者なのに引き取られない遺骨が増加

　・経済的困難にある一人暮らしの高齢者の死後の準備

　・一人暮らし高齢者、市役所、葬儀社、地域住民の取り決めと新たな展開

５．共同性を担っていた人々の変化による共同性の変容と共同性の消滅

誰が、死者と生者の共同性（間）を取り持つか

・家族（イエ）の墓→無縁墓→合祀墓

　無縁の可能性→当初から共同墓へ→行政の対応、または共同墓で会員同士と寺で祭祀

・会員制の共同墓→会員がいなくなる→無縁の合祀墓→寺による祭祀→

（地域により寺の可能性）

　[会員＋寺院]→会員の死亡や高齢化でその時形成された会員よる共同性はなくなる

→[寺]→地域に存在するが地域とは無縁→[消滅]

・行政による無縁墓・共同墓→当初から無縁者への慰霊や献花は自治体が無くならない

限り持続

死者と生者の共同性を担っていた人々の変化により共同性の変容が起こり、消滅の可能性

では、死者と生者の共同性はいつまで必要とするのか？　時間軸をどこまで考えるのか？
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１．位牌の考古学

　位牌には野位牌、内位牌、寺位牌がある。野位牌は死者の枕元に置かれ、葬列では相続

者が持ち、埋葬後に墓に供えられる白木の位牌である。家でまつる位牌は内位牌といい、

四十九日、一周忌、三回忌などのときに白木の位牌から漆塗りの位牌に作り替えられる。

寺位牌は位牌を寺に納めて供養してもらうためのものである。

　位牌は、義堂周信の『空華日工集』に「位牌、古は有ること無し。宋より以来、之れ有り。」

とあり、中世に中国の儒教が使用した位牌を禅宗が日本にもたらし、各宗で用いるように

なったとされる。また、神道の葬祭で霊代とよぶものの原型が斎木であり、これが儒教の

神位牌の形態と文字をかりて「位牌」になったという説がある（五来1976）。

　こうした中世・近世の位牌の考古学的調査・研究の成果は少ない。戦前には、跡部直治

の研究（跡部1936）や、片野温が岐阜県の古位牌を調査して雲形位牌の編年等を行なった「美

濃国古位牌の研究」（片野1941）があった。その後、1960 ～ 70年代以降調査・研究が見ら

れるようになる。雲形位牌を論じた石田茂作の研究（石田1969）、久保常晴による概説（久

保1976）、調査にもとづく研究としては、赤星直忠の「雲形位牌の編年試案」（赤星1970）

および「鎌倉海蔵寺の古位牌」（赤星1975）、坂田知己による奈良県元興寺極楽坊の位牌の

調査・研究（坂田1977）などがある。

　このように、位牌の調査・研究は、寺院に所蔵された寺位牌を対象に行われたものが多

いが、中世石造物や近世墓標の研究と比較すると、位牌研究の現状は寂々たるものである。

したがって、ここでは今後の位牌の調査・研究の視点を提示し、位牌・墓標と葬送をめぐ

る問題を考えてみることにしたい。

２．位牌の分類と変遷

　位牌は牌身が板状を呈するものが多く、頭部の形態によって①雲形（雲首形）、②圭頭形、

③櫛形（円頭形・平頭形）、④葵形〔②圭頭形、③櫛形（円頭形・平頭形）、④葵形を合わせ

て札形という〕、上部に屋根をつけた⑤屋形形（廟所形）などに分類される。また、戒名・

没年月日などを書いた複数の板を中に納める構造の繰出位牌がある。

　中世から近世にかけての位牌の形態は、雲形（雲首形）は中世まで遡り、江戸時代のも

のは圭頭形が古く、櫛形（円頭形・平頭形）は新しいようである。

　東京都狛江市泉龍寺の位牌の形態は、雲形（雲首形）から櫛形（円頭形・平頭形）、屋

形形（廟所形）へ変遷し、圭頭形は見られない。雲形は旗本石谷家などに用いられ、櫛形（円

頭形・平頭形）の戒名は信士・信女が多い。また、位牌の全長すなわち高さは、時代が新

しくなるにつれてゆるやかに小型化する。大型のものは戒名の格式が高いという傾向が見

られた。

３．位牌・墓標と葬送をめぐって

　近世墓標の成立と位牌の関係について、藤沢典彦は「近世墓標は個人的な持仏堂を持た

ない階層の人々にとっては野に立つ位牌としての性格ももち、両墓制における詣墓の祭祀

場としての性格を示すものとなっている。」と述べている（藤沢2007）。

　また、位牌と中世の石塔や近世墓標と形態が共通するものがある。石田茂作は雲形（雲首）

位牌を模した石塔である雲首塔について論じており、その代表的なものは京都市東山実報

寺の永徳３年（1383）銘のものであると指摘している（石田1969）。

　近世の位牌の形態も一部の墓標の形態と共通する。圭頭形位牌と尖頭形墓標、櫛形（円

頭形・平頭形）位牌と櫛形墓標は同形である。櫛形墓標は18世紀代に全国的な斉一性が

あり、背景に家を単位にした死者供養の広がりがあったことが想定されるが（谷川1988・

1989）、形態上共通する櫛形位牌の普及の問題を考える必要があるだろう。また、位牌に

櫛形墓標の普及以前のような地域性が見られるのかどうかは、検討するべき課題である。

　五来重は、仏像・仏壇や名号、先祖の位牌をおさめた仏壇が一般の家に普及するのは、

江戸時代中期以降のことであると述べている（五来1976）。

　位牌と墓標、仏壇の普及の背景には、家を単位にした近世の死者供養、葬送のあり方が

うかがわれるのである。

引用・参考文献

赤星直忠1970「雲形位牌の編年試案」（『中世考古学の研究』有隣堂1980）

赤星直忠1975「鎌倉海蔵寺の古位牌」（『中世考古学の研究』有隣堂1980）

跡部直治1936「位牌」『仏教考古学講座』６　雄山閣

石田茂作1969「雲首塔」『日本仏塔』講談社

片野　温1941「美濃国古位牌の研究」『仏教考古学論叢』考古学評論３　東京考古学会

久保常晴1976「位牌」『新版仏教考古学講座』３　雄山閣

五来　重1976『仏教と民俗』角川選書

坂田知己1977「位牌」『日本仏教民俗基礎資料集成』４　元興寺極楽坊Ⅳ　位牌・　　　

　　　　物忌札・冥銭・石塔類　中央公論美術出版

谷川章雄1988「近世墓標の類型」『考古学ジャーナル』288　ニューサイエンス社

谷川章雄1989「近世墓標の変遷と家意識―千葉県市原市高滝・養老地区の近世墓　　　　

　　　　標の再検討―」『史観』121　早稲田大学史学会

藤澤典彦2007「位牌」『歴史考古学大辞典』吉川弘文館

１．単身化社会・無縁化社会の進行と葬送墓制の3つの方向

イエ亡き時代の個人化する死の葬送墓制の方向（図）

　・従来の葬送墓制の方法（イエが単位）　減少

　・自ら準備する葬送墓制　　拡大

　・行政の関与する葬送墓制　拡大

２．従来の葬送墓制の方向

　永代供養墓、個人・家族墓からへ共同墓、樹木葬墓地へ

　樹木葬墓地は、樹木をシンボルとした一種の合葬墓・共同墓

３．自ら準備する葬送墓制の方向

　1975 ～ 1990年代に出現した「都市型共同墓所」

「都市型共同墓所」を成立させている共通の要因は、①個人単位である、②共同祭祀があ

る、③死後の平等性　　新たなコミュニティの形成へ

・女の碑の会・志縁廟（京都市・常寂光寺）

・東長寺・縁の会墓園（東京都新宿区）

・もやいの会「もやいの碑」（東京都豊島区・功徳院）

　特定非営利活動法人・任意後見生前受託機関と生前契約決済機構の設立へ

・妙光寺「安穏廟」（新潟市）

・祥雲寺（現在知勝院）「樹木葬墓地」（岩手県一関市）

　会員制の墓、会員同士と寺による祭祀　縁のない人々が集まって縁を創り共同祭祀をする

・一心寺「骨仏」（大阪市天王寺区）無形の墓・墓地　

４．行政が関与する葬送墓制

*行政の対応1－当初から遺骨の引き取られない人々（一つの共同性）

（１）大阪市の無縁者（仏）の葬儀・火葬・埋葬について

　①無縁仏の「行旅」「民生」「一般」の推移（表）

　　平成9年～平成29年まで

　②葬儀・埋葬の手続きと具体例

　③無縁仏の慰霊祭と無縁堂への納骨

　　各火葬場から遺骨が引き取られない事例　当初から“無縁”と思われる人々

　　「無縁堂」から、満杯状態のため2017年に新設、名称は「慰霊堂」へ

　　無縁者という１つの共同性（死者のコミュニティ）を行政が一つの「“無縁”堂」に

　　　埋葬、現在「“慰霊”堂」に

　引き取られない遺骨は1年間火葬場に保管後、最初の9月1日以降大阪市設南霊園に引

き継がれ、毎年秋に埋蔵と慰霊祭。挨拶と献花

　生活保護の関係から市の健康福祉局、斎場霊園の関係から市の環境局の関係者、あい

りん地区代表者、遺族の一部が参加。「大阪市斎場保管遺骨取扱い要綱」

（２）行政の対応２－京都市の深草墓園の納骨堂（共同墓）

　①京都市深草墓園の春季と秋季の慰霊祭

　　京都市主催式典と遺族有志代表式典の2部制

　　市長、市会議員、墓地関係では保健医療・介護担当局、保健衛生担当関係者

　　遺族代表者と宗教連盟から」各宗教宗派代表者

　　秋季は仏教、春季は神道、キリスト教など多様な宗教による

　②慰霊祭の進行状況－参加者の数、献花

　③墓は今後どうなっていくか－無縁仏もともに合祀される納骨堂

京都市深草墓園の納骨件数の推移と、無縁仏の納骨の推移（行旅死亡人と生活保護受給者）

*行政の役割が増加する

（３）行政の対応③－横須賀市のエンディングサポート事業

　・身元判明者なのに引き取られない遺骨が増加

　・経済的困難にある一人暮らしの高齢者の死後の準備

　・一人暮らし高齢者、市役所、葬儀社、地域住民の取り決めと新たな展開

５．共同性を担っていた人々の変化による共同性の変容と共同性の消滅

誰が、死者と生者の共同性（間）を取り持つか

・家族（イエ）の墓→無縁墓→合祀墓

　無縁の可能性→当初から共同墓へ→行政の対応、または共同墓で会員同士と寺で祭祀

・会員制の共同墓→会員がいなくなる→無縁の合祀墓→寺による祭祀→

（地域により寺の可能性）

　[会員＋寺院]→会員の死亡や高齢化でその時形成された会員よる共同性はなくなる

→[寺]→地域に存在するが地域とは無縁→[消滅]

・行政による無縁墓・共同墓→当初から無縁者への慰霊や献花は自治体が無くならない

限り持続

死者と生者の共同性を担っていた人々の変化により共同性の変容が起こり、消滅の可能性

では、死者と生者の共同性はいつまで必要とするのか？　時間軸をどこまで考えるのか？
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１．はじめに

　両墓制の成立についてはこれまで散々議論されてきたが、火葬の受容と死生観の変化の

中で、どのように終焉を迎えたかについての研究は比較的等閑視されてきた。関沢まゆみ

は両墓制の終焉について埋墓が再活用されている場合と放棄される場合に分けて論じてい

るが（関沢2015、2017）、本発表では、石塔墓地の二度の新設の後、埋墓に隣接して新規に

石塔墓地が建設され（両墓隣接型に移行）、かつ現在も埋墓の利用が明確に規制される事例

と、火葬が普及・受容された後も両墓制を堅持している稀少な事例を紹介し、２事例に見

られるこだわりを通じて、現代における墓制の変更と死生観の関わりについて考察する。

２．宇陀市菟田野上芳野「さざんか霊苑」の事例

　宇陀市菟田野上芳野では元々、集落内に旧墓（石塔墓地）が散在し、別に山の中に埋墓

を設ける典型的な両墓制を行っていた。しかも、戦後、埋墓への参道近くに軍人の墓を主

体とする新墓を作っていた。しかし、2000年１月に行われた最後の土葬の後、旧墓・新

墓２つの石塔墓地を共に廃して、石塔墓地の「さざんか霊苑」を埋墓に隣接して2005年

に開設し、両墓隣接型に移行した。永く墓地管理委員を務める染田鼎字さん（1929年生）

によると、さざんか霊苑建設の背景には、火葬の普及により土葬者が減少したこと、高齢

化と過疎化の進行により墓地が散在したままでは管理が行き届かなくなることがあった。

直接の契機としては新墓の軍人墓を上芳野区会館に移設合祀したことで石材業者との関係

が出来、住民話し合いの上、埋墓に地続きの畑地の寄付を受けてさざんか霊苑を開設した。

　さざんか霊苑への移行は比較的スムースで、開設の翌年には造立時期の分かる石塔の

34％が、5年で55%、10年で88%が石塔を造立した。一方、埋墓の現状維持には以前から特

段の留意がなされ、2005年制定の規約にも「旧墓地（註：埋墓のこと）を現状のままとし

今後埋葬場所に石塔の設置を禁ずる」と明記されている。埋墓に近接して新しい石塔墓地

を営みつつ、埋墓の存在を堅持しようとする姿勢が読み取れる。

３．桜井市小夫の４つの垣内と滝倉西方寺の事例

　奈良県旧磯城郡上之郷村六邑（近世では瀧倉・小夫・三谷・嵩・芹井・修理枝の六ケ村）は、

現在の奈良県桜井市の東北部にある。この上之郷の六邑地区では、滝倉に六ケ村共有の埋

葬墓地を持ちながら（墓郷を形成しながら）、そこには石塔があまり立てられず、結果と

して石塔が林立する典型的な郷墓にならなかった事例である。したがって、滝倉と小夫の

一部のみが両墓隣接型墓制で、他の村落はいわゆる両墓制となっている。埋葬墓地は西方

寺を取り巻くように扇形の雛壇状に展開しており、それぞれの段がおおよそ各村落に対応

している。墓地入口には寛延二年（1749）銘の六地蔵が立っている。また、延享三年

（1746）成立の瀧倉区有文書『村況書上』によると表行五間裏行三間半の浄土宗無住の惣

堂とともに東西十六間南北八間の屋敷地が記されており、この屋敷地を郷中墓地だとして

いることから、少なくとも18世紀半ばには郷墓として成立し機能していたと考えられる。

　さて、小夫には四つの垣内（上垣内、桑垣内、馬場垣内、東垣内）があって、小夫の墓制

と寺は垣内ごとに異なっている。上垣内には上ノ坊と呼ばれる寺があり、石塔墓地（タッチョバ）

は上ノ坊の裏手の一段高いところにある。埋墓（オハカ）は滝倉の郷墓を利用しており、い

わゆる両墓制の形態をとっている。桑垣内には観音寺がある。石塔墓地（タッチョバ）は観

音寺にはなく、村境のカンジョウカケの縄が吊られている外側にある。埋墓（オハカ）は滝

倉の郷墓を利用しており、いわゆる両墓制の形態をとっている。馬場垣内には清福寺という

寺があったが廃寺となっており、現況では石塔墓地は東垣内の裏山の墓地にあり、いわゆる

両墓隣接型の墓地となっている。東垣内の集落内には秀圓寺という寺がある。墓標墓地、埋

葬墓地は秀圓寺とは別に東垣内裏山の山中にある（ヒガシノハカ）。墓標造立区画と埋葬区画

が隣接する両墓隣接型の墓地である。先述のように、馬場垣内の墓地としても利用されている。

　このように小夫の西側の上垣内と桑垣内は滝倉の郷墓を使い、東側の馬場垣内・東垣内

はヒガシノハカを用いている。この理由について以前聴き取り調査を行った結果（朽木

2001）、一様に小夫東側の馬場垣内・東垣内の人が滝倉の郷墓に埋葬するとした場合、小

夫の中央に位置する小夫天神社の前を通過しなければならず、それを避けるためにヒガシ

ノハカを作ったという語られ方で説明される。このことは滝倉や三谷など近隣の集落でも

同様の語りがなされる。特に、三谷で火葬による葬送が行われる場合、桜井市営火葬場に

行くためには霊柩車が小夫天神社の前を通過せざるを得ないため、わざわざ小夫天神社の

鳥居に注連縄をはって結界し、その外側を霊柩車が通ることをする。

　今回（2018年）、小夫上垣内、桑垣内および滝倉西方寺で聞き取り調査を行った結果、

上垣内、桑垣内の２垣内はいずれも滝倉の埋墓（オハカ）を、火葬が普及した現在でも利

用しており、両墓制が堅持されている実態が把握できた。

４．まとめ

　以上、宇陀市上芳野の事例からは、両墓隣接型に移行しつつも、埋墓の現状を維持しよ

うとする意識が看取された。また、桜井市小夫の事例からは、火葬普及に関わらず、両墓

制を維持する意識が看取できた。これらから、関沢が指摘したように、一般的には埋墓の

廃絶、再利用が進むのが一般的であるが、埋め墓に対する特段の意識が強く伝承されてい

る地域では特徴的な墓制が展開されている。今後はこうした地域の事情をふまえた解釈学

的理解が「両墓制の終焉」にかかる研究には必要となってくるだろう。

主要参考文献
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　　　　　　郎編『近畿地方における中・近世墓地の基礎的研究』95-103頁　所収

関沢まゆみ編2017『民俗学が読み解く葬儀と墓の変化』朝倉書店

両墓制の終焉と死生観

朽木　量（千葉商科大学）

１．単身化社会・無縁化社会の進行と葬送墓制の3つの方向

イエ亡き時代の個人化する死の葬送墓制の方向（図）

　・従来の葬送墓制の方法（イエが単位）　減少

　・自ら準備する葬送墓制　　拡大

　・行政の関与する葬送墓制　拡大

２．従来の葬送墓制の方向

　永代供養墓、個人・家族墓からへ共同墓、樹木葬墓地へ

　樹木葬墓地は、樹木をシンボルとした一種の合葬墓・共同墓

３．自ら準備する葬送墓制の方向

　1975 ～ 1990年代に出現した「都市型共同墓所」

「都市型共同墓所」を成立させている共通の要因は、①個人単位である、②共同祭祀があ

る、③死後の平等性　　新たなコミュニティの形成へ

・女の碑の会・志縁廟（京都市・常寂光寺）

・東長寺・縁の会墓園（東京都新宿区）

・もやいの会「もやいの碑」（東京都豊島区・功徳院）

　特定非営利活動法人・任意後見生前受託機関と生前契約決済機構の設立へ

・妙光寺「安穏廟」（新潟市）

・祥雲寺（現在知勝院）「樹木葬墓地」（岩手県一関市）

　会員制の墓、会員同士と寺による祭祀　縁のない人々が集まって縁を創り共同祭祀をする

・一心寺「骨仏」（大阪市天王寺区）無形の墓・墓地　

４．行政が関与する葬送墓制

*行政の対応1－当初から遺骨の引き取られない人々（一つの共同性）

（１）大阪市の無縁者（仏）の葬儀・火葬・埋葬について

　①無縁仏の「行旅」「民生」「一般」の推移（表）

　　平成9年～平成29年まで

　②葬儀・埋葬の手続きと具体例

　③無縁仏の慰霊祭と無縁堂への納骨

　　各火葬場から遺骨が引き取られない事例　当初から“無縁”と思われる人々

　　「無縁堂」から、満杯状態のため2017年に新設、名称は「慰霊堂」へ

　　無縁者という１つの共同性（死者のコミュニティ）を行政が一つの「“無縁”堂」に

　　　埋葬、現在「“慰霊”堂」に

　引き取られない遺骨は1年間火葬場に保管後、最初の9月1日以降大阪市設南霊園に引

き継がれ、毎年秋に埋蔵と慰霊祭。挨拶と献花

　生活保護の関係から市の健康福祉局、斎場霊園の関係から市の環境局の関係者、あい

りん地区代表者、遺族の一部が参加。「大阪市斎場保管遺骨取扱い要綱」

（２）行政の対応２－京都市の深草墓園の納骨堂（共同墓）

　①京都市深草墓園の春季と秋季の慰霊祭

　　京都市主催式典と遺族有志代表式典の2部制

　　市長、市会議員、墓地関係では保健医療・介護担当局、保健衛生担当関係者

　　遺族代表者と宗教連盟から」各宗教宗派代表者

　　秋季は仏教、春季は神道、キリスト教など多様な宗教による

　②慰霊祭の進行状況－参加者の数、献花

　③墓は今後どうなっていくか－無縁仏もともに合祀される納骨堂

京都市深草墓園の納骨件数の推移と、無縁仏の納骨の推移（行旅死亡人と生活保護受給者）

*行政の役割が増加する

（３）行政の対応③－横須賀市のエンディングサポート事業

　・身元判明者なのに引き取られない遺骨が増加

　・経済的困難にある一人暮らしの高齢者の死後の準備

　・一人暮らし高齢者、市役所、葬儀社、地域住民の取り決めと新たな展開

５．共同性を担っていた人々の変化による共同性の変容と共同性の消滅

誰が、死者と生者の共同性（間）を取り持つか

・家族（イエ）の墓→無縁墓→合祀墓

　無縁の可能性→当初から共同墓へ→行政の対応、または共同墓で会員同士と寺で祭祀

・会員制の共同墓→会員がいなくなる→無縁の合祀墓→寺による祭祀→

（地域により寺の可能性）

　[会員＋寺院]→会員の死亡や高齢化でその時形成された会員よる共同性はなくなる

→[寺]→地域に存在するが地域とは無縁→[消滅]

・行政による無縁墓・共同墓→当初から無縁者への慰霊や献花は自治体が無くならない

限り持続

死者と生者の共同性を担っていた人々の変化により共同性の変容が起こり、消滅の可能性

では、死者と生者の共同性はいつまで必要とするのか？　時間軸をどこまで考えるのか？
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１．はじめに

　両墓制の成立についてはこれまで散々議論されてきたが、火葬の受容と死生観の変化の

中で、どのように終焉を迎えたかについての研究は比較的等閑視されてきた。関沢まゆみ

は両墓制の終焉について埋墓が再活用されている場合と放棄される場合に分けて論じてい

るが（関沢2015、2017）、本発表では、石塔墓地の二度の新設の後、埋墓に隣接して新規に

石塔墓地が建設され（両墓隣接型に移行）、かつ現在も埋墓の利用が明確に規制される事例

と、火葬が普及・受容された後も両墓制を堅持している稀少な事例を紹介し、２事例に見

られるこだわりを通じて、現代における墓制の変更と死生観の関わりについて考察する。

２．宇陀市菟田野上芳野「さざんか霊苑」の事例

　宇陀市菟田野上芳野では元々、集落内に旧墓（石塔墓地）が散在し、別に山の中に埋墓

を設ける典型的な両墓制を行っていた。しかも、戦後、埋墓への参道近くに軍人の墓を主

体とする新墓を作っていた。しかし、2000年１月に行われた最後の土葬の後、旧墓・新

墓２つの石塔墓地を共に廃して、石塔墓地の「さざんか霊苑」を埋墓に隣接して2005年

に開設し、両墓隣接型に移行した。永く墓地管理委員を務める染田鼎字さん（1929年生）

によると、さざんか霊苑建設の背景には、火葬の普及により土葬者が減少したこと、高齢

化と過疎化の進行により墓地が散在したままでは管理が行き届かなくなることがあった。

直接の契機としては新墓の軍人墓を上芳野区会館に移設合祀したことで石材業者との関係

が出来、住民話し合いの上、埋墓に地続きの畑地の寄付を受けてさざんか霊苑を開設した。

　さざんか霊苑への移行は比較的スムースで、開設の翌年には造立時期の分かる石塔の

34％が、5年で55%、10年で88%が石塔を造立した。一方、埋墓の現状維持には以前から特

段の留意がなされ、2005年制定の規約にも「旧墓地（註：埋墓のこと）を現状のままとし

今後埋葬場所に石塔の設置を禁ずる」と明記されている。埋墓に近接して新しい石塔墓地

を営みつつ、埋墓の存在を堅持しようとする姿勢が読み取れる。

３．桜井市小夫の４つの垣内と滝倉西方寺の事例

　奈良県旧磯城郡上之郷村六邑（近世では瀧倉・小夫・三谷・嵩・芹井・修理枝の六ケ村）は、

現在の奈良県桜井市の東北部にある。この上之郷の六邑地区では、滝倉に六ケ村共有の埋

葬墓地を持ちながら（墓郷を形成しながら）、そこには石塔があまり立てられず、結果と

して石塔が林立する典型的な郷墓にならなかった事例である。したがって、滝倉と小夫の

一部のみが両墓隣接型墓制で、他の村落はいわゆる両墓制となっている。埋葬墓地は西方

寺を取り巻くように扇形の雛壇状に展開しており、それぞれの段がおおよそ各村落に対応

している。墓地入口には寛延二年（1749）銘の六地蔵が立っている。また、延享三年

（1746）成立の瀧倉区有文書『村況書上』によると表行五間裏行三間半の浄土宗無住の惣

堂とともに東西十六間南北八間の屋敷地が記されており、この屋敷地を郷中墓地だとして

いることから、少なくとも18世紀半ばには郷墓として成立し機能していたと考えられる。

　さて、小夫には四つの垣内（上垣内、桑垣内、馬場垣内、東垣内）があって、小夫の墓制

と寺は垣内ごとに異なっている。上垣内には上ノ坊と呼ばれる寺があり、石塔墓地（タッチョバ）

は上ノ坊の裏手の一段高いところにある。埋墓（オハカ）は滝倉の郷墓を利用しており、い

わゆる両墓制の形態をとっている。桑垣内には観音寺がある。石塔墓地（タッチョバ）は観

音寺にはなく、村境のカンジョウカケの縄が吊られている外側にある。埋墓（オハカ）は滝

倉の郷墓を利用しており、いわゆる両墓制の形態をとっている。馬場垣内には清福寺という

寺があったが廃寺となっており、現況では石塔墓地は東垣内の裏山の墓地にあり、いわゆる

両墓隣接型の墓地となっている。東垣内の集落内には秀圓寺という寺がある。墓標墓地、埋

葬墓地は秀圓寺とは別に東垣内裏山の山中にある（ヒガシノハカ）。墓標造立区画と埋葬区画

が隣接する両墓隣接型の墓地である。先述のように、馬場垣内の墓地としても利用されている。

　このように小夫の西側の上垣内と桑垣内は滝倉の郷墓を使い、東側の馬場垣内・東垣内

はヒガシノハカを用いている。この理由について以前聴き取り調査を行った結果（朽木

2001）、一様に小夫東側の馬場垣内・東垣内の人が滝倉の郷墓に埋葬するとした場合、小

夫の中央に位置する小夫天神社の前を通過しなければならず、それを避けるためにヒガシ

ノハカを作ったという語られ方で説明される。このことは滝倉や三谷など近隣の集落でも

同様の語りがなされる。特に、三谷で火葬による葬送が行われる場合、桜井市営火葬場に

行くためには霊柩車が小夫天神社の前を通過せざるを得ないため、わざわざ小夫天神社の

鳥居に注連縄をはって結界し、その外側を霊柩車が通ることをする。

　今回（2018年）、小夫上垣内、桑垣内および滝倉西方寺で聞き取り調査を行った結果、

上垣内、桑垣内の２垣内はいずれも滝倉の埋墓（オハカ）を、火葬が普及した現在でも利

用しており、両墓制が堅持されている実態が把握できた。

４．まとめ

　以上、宇陀市上芳野の事例からは、両墓隣接型に移行しつつも、埋墓の現状を維持しよ

うとする意識が看取された。また、桜井市小夫の事例からは、火葬普及に関わらず、両墓

制を維持する意識が看取できた。これらから、関沢が指摘したように、一般的には埋墓の

廃絶、再利用が進むのが一般的であるが、埋め墓に対する特段の意識が強く伝承されてい

る地域では特徴的な墓制が展開されている。今後はこうした地域の事情をふまえた解釈学

的理解が「両墓制の終焉」にかかる研究には必要となってくるだろう。
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１．単身化社会・無縁化社会の進行と葬送墓制の3つの方向

イエ亡き時代の個人化する死の葬送墓制の方向（図）

　・従来の葬送墓制の方法（イエが単位）　減少

　・自ら準備する葬送墓制　　拡大

　・行政の関与する葬送墓制　拡大

２．従来の葬送墓制の方向

　永代供養墓、個人・家族墓からへ共同墓、樹木葬墓地へ

　樹木葬墓地は、樹木をシンボルとした一種の合葬墓・共同墓

３．自ら準備する葬送墓制の方向

　1975 ～ 1990年代に出現した「都市型共同墓所」

「都市型共同墓所」を成立させている共通の要因は、①個人単位である、②共同祭祀があ

る、③死後の平等性　　新たなコミュニティの形成へ

・女の碑の会・志縁廟（京都市・常寂光寺）

・東長寺・縁の会墓園（東京都新宿区）

・もやいの会「もやいの碑」（東京都豊島区・功徳院）

　特定非営利活動法人・任意後見生前受託機関と生前契約決済機構の設立へ

・妙光寺「安穏廟」（新潟市）

・祥雲寺（現在知勝院）「樹木葬墓地」（岩手県一関市）

　会員制の墓、会員同士と寺による祭祀　縁のない人々が集まって縁を創り共同祭祀をする

・一心寺「骨仏」（大阪市天王寺区）無形の墓・墓地　

４．行政が関与する葬送墓制

*行政の対応1－当初から遺骨の引き取られない人々（一つの共同性）

（１）大阪市の無縁者（仏）の葬儀・火葬・埋葬について

　①無縁仏の「行旅」「民生」「一般」の推移（表）

　　平成9年～平成29年まで

　②葬儀・埋葬の手続きと具体例

　③無縁仏の慰霊祭と無縁堂への納骨

　　各火葬場から遺骨が引き取られない事例　当初から“無縁”と思われる人々

　　「無縁堂」から、満杯状態のため2017年に新設、名称は「慰霊堂」へ

　　無縁者という１つの共同性（死者のコミュニティ）を行政が一つの「“無縁”堂」に

　　　埋葬、現在「“慰霊”堂」に

　引き取られない遺骨は1年間火葬場に保管後、最初の9月1日以降大阪市設南霊園に引

き継がれ、毎年秋に埋蔵と慰霊祭。挨拶と献花

　生活保護の関係から市の健康福祉局、斎場霊園の関係から市の環境局の関係者、あい

りん地区代表者、遺族の一部が参加。「大阪市斎場保管遺骨取扱い要綱」

（２）行政の対応２－京都市の深草墓園の納骨堂（共同墓）

　①京都市深草墓園の春季と秋季の慰霊祭

　　京都市主催式典と遺族有志代表式典の2部制

　　市長、市会議員、墓地関係では保健医療・介護担当局、保健衛生担当関係者

　　遺族代表者と宗教連盟から」各宗教宗派代表者

　　秋季は仏教、春季は神道、キリスト教など多様な宗教による

　②慰霊祭の進行状況－参加者の数、献花

　③墓は今後どうなっていくか－無縁仏もともに合祀される納骨堂

京都市深草墓園の納骨件数の推移と、無縁仏の納骨の推移（行旅死亡人と生活保護受給者）

*行政の役割が増加する

（３）行政の対応③－横須賀市のエンディングサポート事業

　・身元判明者なのに引き取られない遺骨が増加

　・経済的困難にある一人暮らしの高齢者の死後の準備

　・一人暮らし高齢者、市役所、葬儀社、地域住民の取り決めと新たな展開

５．共同性を担っていた人々の変化による共同性の変容と共同性の消滅

誰が、死者と生者の共同性（間）を取り持つか

・家族（イエ）の墓→無縁墓→合祀墓

　無縁の可能性→当初から共同墓へ→行政の対応、または共同墓で会員同士と寺で祭祀

・会員制の共同墓→会員がいなくなる→無縁の合祀墓→寺による祭祀→

（地域により寺の可能性）

　[会員＋寺院]→会員の死亡や高齢化でその時形成された会員よる共同性はなくなる

→[寺]→地域に存在するが地域とは無縁→[消滅]

・行政による無縁墓・共同墓→当初から無縁者への慰霊や献花は自治体が無くならない

限り持続

死者と生者の共同性を担っていた人々の変化により共同性の変容が起こり、消滅の可能性

では、死者と生者の共同性はいつまで必要とするのか？　時間軸をどこまで考えるのか？
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　・行政の関与する葬送墓制　拡大

２．従来の葬送墓制の方向

　永代供養墓、個人・家族墓からへ共同墓、樹木葬墓地へ

　樹木葬墓地は、樹木をシンボルとした一種の合葬墓・共同墓

３．自ら準備する葬送墓制の方向

　1975 ～ 1990年代に出現した「都市型共同墓所」

「都市型共同墓所」を成立させている共通の要因は、①個人単位である、②共同祭祀があ

る、③死後の平等性　　新たなコミュニティの形成へ

・女の碑の会・志縁廟（京都市・常寂光寺）

・東長寺・縁の会墓園（東京都新宿区）

・もやいの会「もやいの碑」（東京都豊島区・功徳院）

　特定非営利活動法人・任意後見生前受託機関と生前契約決済機構の設立へ

・妙光寺「安穏廟」（新潟市）

・祥雲寺（現在知勝院）「樹木葬墓地」（岩手県一関市）

　会員制の墓、会員同士と寺による祭祀　縁のない人々が集まって縁を創り共同祭祀をする

・一心寺「骨仏」（大阪市天王寺区）無形の墓・墓地　

４．行政が関与する葬送墓制

*行政の対応1－当初から遺骨の引き取られない人々（一つの共同性）

（１）大阪市の無縁者（仏）の葬儀・火葬・埋葬について

　①無縁仏の「行旅」「民生」「一般」の推移（表）

　　平成9年～平成29年まで

　②葬儀・埋葬の手続きと具体例

　③無縁仏の慰霊祭と無縁堂への納骨

　　各火葬場から遺骨が引き取られない事例　当初から“無縁”と思われる人々

　　「無縁堂」から、満杯状態のため2017年に新設、名称は「慰霊堂」へ

　　無縁者という１つの共同性（死者のコミュニティ）を行政が一つの「“無縁”堂」に

　　　埋葬、現在「“慰霊”堂」に

　引き取られない遺骨は1年間火葬場に保管後、最初の9月1日以降大阪市設南霊園に引

き継がれ、毎年秋に埋蔵と慰霊祭。挨拶と献花

　生活保護の関係から市の健康福祉局、斎場霊園の関係から市の環境局の関係者、あい

りん地区代表者、遺族の一部が参加。「大阪市斎場保管遺骨取扱い要綱」

（２）行政の対応２－京都市の深草墓園の納骨堂（共同墓）

　①京都市深草墓園の春季と秋季の慰霊祭

　　京都市主催式典と遺族有志代表式典の2部制

　　市長、市会議員、墓地関係では保健医療・介護担当局、保健衛生担当関係者

　　遺族代表者と宗教連盟から」各宗教宗派代表者

　　秋季は仏教、春季は神道、キリスト教など多様な宗教による

　②慰霊祭の進行状況－参加者の数、献花

　③墓は今後どうなっていくか－無縁仏もともに合祀される納骨堂

京都市深草墓園の納骨件数の推移と、無縁仏の納骨の推移（行旅死亡人と生活保護受給者）

*行政の役割が増加する

（３）行政の対応③－横須賀市のエンディングサポート事業

　・身元判明者なのに引き取られない遺骨が増加

　・経済的困難にある一人暮らしの高齢者の死後の準備

　・一人暮らし高齢者、市役所、葬儀社、地域住民の取り決めと新たな展開

５．共同性を担っていた人々の変化による共同性の変容と共同性の消滅

誰が、死者と生者の共同性（間）を取り持つか

・家族（イエ）の墓→無縁墓→合祀墓

　無縁の可能性→当初から共同墓へ→行政の対応、または共同墓で会員同士と寺で祭祀

・会員制の共同墓→会員がいなくなる→無縁の合祀墓→寺による祭祀→

（地域により寺の可能性）

　[会員＋寺院]→会員の死亡や高齢化でその時形成された会員よる共同性はなくなる

→[寺]→地域に存在するが地域とは無縁→[消滅]

・行政による無縁墓・共同墓→当初から無縁者への慰霊や献花は自治体が無くならない

限り持続

死者と生者の共同性を担っていた人々の変化により共同性の変容が起こり、消滅の可能性

では、死者と生者の共同性はいつまで必要とするのか？　時間軸をどこまで考えるのか？

１．問題の所在

木下光生2010『近世三昧聖と葬送文化』塙書房

=>近現代は（異常死のみならず自然死も含め）死者を包摂する社会構想が要請される時代。

本報告では、現在でも我々の発想を拘束していると思われる、昭和期における死者との社

会構想について、井下清と細野雲外が示した将来像からうかがう。

２．井下清（1884〜1972）の「永遠の霊園」構想

（年貢未納者を呪い殺そうとした近世領主などいなかったし、人が死ぬたびに藩や幕府役所

に届け出て、埋火葬の許可を得る義務も人びとにはなかった）

我国は火葬普及し、遺骨を永く尊崇する風習あるに関らず、実際は土葬墓地に焼骨を埋め、

又は土葬墳墓に不完全な納骨設備を為し、或は寺院の納骨堂に合葬し、極端な例としては、

一部の骨のみを収め他は火葬場の自由処分に放棄する如きは過渡時代の風習であって、

かかる不徹底な取扱いをすることなく一般の人々は共同納骨堂を使用し、専用の家族墓

を希望するものは、独立した納骨堂を建設して旧来墓地の改革と将来の拡大を防止すべ

きである。

将来墓地様式としては必ずしも現在の多磨霊園式を推さんとするものではない。我国の如き

火葬の普及された国に於ては、集約的な庭園式納骨堂を提唱したい。共同大納骨堂と家族納

骨堂と併立することも敢て差支はない。然し更に百尺竿頭一歩を進めては、自然還帰式納骨

霊位堂を設け、総ての遺骨は順次大地に還り、其の霊名は故人の事績と共に永遠の保存さる

べき大殿堂を建設し、周囲には優麗崇高なる大庭園を設け、社会最高の霊場とし、定期の

公式祭典を行い、国民思想の源泉となり、帰結地としたいのである。

綜合納骨堂の建築は耐震耐火構造にて壮麗な修飾と清浄な仕上げを必要とし、祭儀室、記

念遺品陳列室、記録保管室、休憩室、調弁室、事務室等を附設し、照明換気、防湿防音等

に特別の考慮を払う必要がある。……居住人の移動が著しく多い大都市に於ては、資力あ

る定住者は郊外の風景墓地を使用し、然らざる人々は綜合納骨堂を使用する方策を採るこ

とができれば、大都市は葬地増加の脅威から逃れることができる。

３．細野雲外1932『不滅の墳墓』厳松堂書店が示す「不滅の墳墓」構想

（画像は『不滅の墳墓』の口絵より）

［文献］

井下清／前島康彦編 1973『都市と緑』東京都公園協会

土居浩 2006「〈墓地の無縁化〉をめぐる構想力：掃苔道・霊園行政・柳田民俗学の場合」『比

　　　　　　較日本文化研究』10

土居浩 2011「思想を善導する環境設計：細野雲外『不滅の墳墓』を読む」『国立歴史民俗

　　　　　　博物館研究報告』169

土居浩 2017「都市で死者はいかに扱われるべきか：井下清による都市の葬務体系構想を

　　　　　　めぐって」『国立歴史民俗博物館研究報告』205

死者との社会構想あるいは妄想

土居　浩（ものつくり大学）

1933「墓苑を語る」

1936「都市の墓地整理と将来の対策」

1952「都市の葬務緑地」
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１．単身化社会・無縁化社会の進行と葬送墓制の3つの方向

イエ亡き時代の個人化する死の葬送墓制の方向（図）

　・従来の葬送墓制の方法（イエが単位）　減少

　・自ら準備する葬送墓制　　拡大

　・行政の関与する葬送墓制　拡大

２．従来の葬送墓制の方向

　永代供養墓、個人・家族墓からへ共同墓、樹木葬墓地へ

　樹木葬墓地は、樹木をシンボルとした一種の合葬墓・共同墓

３．自ら準備する葬送墓制の方向

　1975 ～ 1990年代に出現した「都市型共同墓所」

「都市型共同墓所」を成立させている共通の要因は、①個人単位である、②共同祭祀があ

る、③死後の平等性　　新たなコミュニティの形成へ

・女の碑の会・志縁廟（京都市・常寂光寺）

・東長寺・縁の会墓園（東京都新宿区）

・もやいの会「もやいの碑」（東京都豊島区・功徳院）

　特定非営利活動法人・任意後見生前受託機関と生前契約決済機構の設立へ

・妙光寺「安穏廟」（新潟市）

・祥雲寺（現在知勝院）「樹木葬墓地」（岩手県一関市）

　会員制の墓、会員同士と寺による祭祀　縁のない人々が集まって縁を創り共同祭祀をする

・一心寺「骨仏」（大阪市天王寺区）無形の墓・墓地　

４．行政が関与する葬送墓制

*行政の対応1－当初から遺骨の引き取られない人々（一つの共同性）

（１）大阪市の無縁者（仏）の葬儀・火葬・埋葬について

　①無縁仏の「行旅」「民生」「一般」の推移（表）

　　平成9年～平成29年まで

　②葬儀・埋葬の手続きと具体例

　③無縁仏の慰霊祭と無縁堂への納骨

　　各火葬場から遺骨が引き取られない事例　当初から“無縁”と思われる人々

　　「無縁堂」から、満杯状態のため2017年に新設、名称は「慰霊堂」へ

　　無縁者という１つの共同性（死者のコミュニティ）を行政が一つの「“無縁”堂」に

　　　埋葬、現在「“慰霊”堂」に

　引き取られない遺骨は1年間火葬場に保管後、最初の9月1日以降大阪市設南霊園に引

き継がれ、毎年秋に埋蔵と慰霊祭。挨拶と献花

　生活保護の関係から市の健康福祉局、斎場霊園の関係から市の環境局の関係者、あい

りん地区代表者、遺族の一部が参加。「大阪市斎場保管遺骨取扱い要綱」

（２）行政の対応２－京都市の深草墓園の納骨堂（共同墓）

　①京都市深草墓園の春季と秋季の慰霊祭

　　京都市主催式典と遺族有志代表式典の2部制

　　市長、市会議員、墓地関係では保健医療・介護担当局、保健衛生担当関係者

　　遺族代表者と宗教連盟から」各宗教宗派代表者

　　秋季は仏教、春季は神道、キリスト教など多様な宗教による

　②慰霊祭の進行状況－参加者の数、献花

　③墓は今後どうなっていくか－無縁仏もともに合祀される納骨堂

京都市深草墓園の納骨件数の推移と、無縁仏の納骨の推移（行旅死亡人と生活保護受給者）

*行政の役割が増加する

（３）行政の対応③－横須賀市のエンディングサポート事業

　・身元判明者なのに引き取られない遺骨が増加

　・経済的困難にある一人暮らしの高齢者の死後の準備

　・一人暮らし高齢者、市役所、葬儀社、地域住民の取り決めと新たな展開

５．共同性を担っていた人々の変化による共同性の変容と共同性の消滅

誰が、死者と生者の共同性（間）を取り持つか

・家族（イエ）の墓→無縁墓→合祀墓

　無縁の可能性→当初から共同墓へ→行政の対応、または共同墓で会員同士と寺で祭祀

・会員制の共同墓→会員がいなくなる→無縁の合祀墓→寺による祭祀→

（地域により寺の可能性）

　[会員＋寺院]→会員の死亡や高齢化でその時形成された会員よる共同性はなくなる

→[寺]→地域に存在するが地域とは無縁→[消滅]

・行政による無縁墓・共同墓→当初から無縁者への慰霊や献花は自治体が無くならない

限り持続

死者と生者の共同性を担っていた人々の変化により共同性の変容が起こり、消滅の可能性

では、死者と生者の共同性はいつまで必要とするのか？　時間軸をどこまで考えるのか？

１．問題の所在

木下光生2010『近世三昧聖と葬送文化』塙書房

=>近現代は（異常死のみならず自然死も含め）死者を包摂する社会構想が要請される時代。

本報告では、現在でも我々の発想を拘束していると思われる、昭和期における死者との社

会構想について、井下清と細野雲外が示した将来像からうかがう。

２．井下清（1884〜1972）の「永遠の霊園」構想

３．細野雲外1932『不滅の墳墓』厳松堂書店が示す「不滅の墳墓」構想

（画像は『不滅の墳墓』の口絵より）

［文献］

井下清／前島康彦編 1973『都市と緑』東京都公園協会

土居浩 2006「〈墓地の無縁化〉をめぐる構想力：掃苔道・霊園行政・柳田民俗学の場合」『比

　　　　　　較日本文化研究』10

土居浩 2011「思想を善導する環境設計：細野雲外『不滅の墳墓』を読む」『国立歴史民俗

　　　　　　博物館研究報告』169

土居浩 2017「都市で死者はいかに扱われるべきか：井下清による都市の葬務体系構想を

　　　　　　めぐって」『国立歴史民俗博物館研究報告』205
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あらゆる人の生きた証がデータとして残る時代になった。データは鮮明で色褪せない。

コピーも容易にできる。インターネットを介して即時に第三者の手に届けられる。デー

タの管理・活用方法も日進月歩で進化している。これまで弔いの中心を担ってきたアナ

ログな事物と比べると圧倒的な情報量であり、その可能性は底知れない。このような今

日において、死者の弔い方はどのように変化するのか。デジタル時代特有の弔い方とは

何なのか。

葬儀は（主に宗教者による）儀礼の場である一方で、参列者が故人を偲び最期の対面を

する場である。近年、結婚披露宴で見られるような思い出の写真を用いた装飾や、故人

の一生をまとめた映像の上映なども行われている。ファンテックス（豊橋市）は、プロジェ

クションマッピング技術を駆使した葬儀祭壇を開発。アスカネット（広島市）は、「故

人の遺影が空中に浮かび上がる焼香台」を商用化した。葬儀の「主役」は故人だが、ビ

ジネスとしてはあくまで参列者へのサービス業である。僧侶の読経や法話に対するニー

ズは頭打ちかもしれないが、焼香や献花に代わるような参加型の儀式のニーズは今後も

高まるだろう。 

位牌には故人の「魂」が込められ、生前の功績・人柄などの情報（戒名）を簡潔に表すメディ

アとしての側面を持つ。しかし、写真や映像、音声、文章などの「故人情報」を多様な

形で残すことが可能となった今日、位牌・戒名の価値が揺らいでいる。戒名作成に際し

僧侶に払うお布施の額が話題になる昨今だが、現代において戒名や位牌にまつわる仕来

りそのものが変化したのではない。デジタル時代における故人情報の量と多様性の拡大

の結果、相対的に人々にとっての戒名や位牌の価値が下がっているのである。

墓は遺体（遺骨）の埋葬・保管場所であると同時に、遺族にとっての弔いの場・故人を

偲ぶ場でもある。現在、デジタル技術は主に後者の方法に応用されている。たとえば「搬

送式納骨堂」の場合、遺骨の保管・搬送・慰霊機能が中心となる一方で、遺影や戒名な

どが表示されるデジタルディスプレイも兼ね備える。参拝者の中にはディスプレイに映

し出された遺影を眺めながら長時間滞在する方もいるという。スマホで墓標に彫られた

QRコードを読み取ることで、墓誌や故人の写真やプロフィールなどを閲覧できる墓地

も販売されている。とりわけ樹木葬の墓地区画は小さく、目印は名前が彫られた小さな

墓標のみというケースが一般的であるため、デジタル情報と連携した故人の偲びかたが

有効だ。樹木葬や海洋散骨など、遺骨を物理的に保管することに執着しない人が現れて

いる一方で、供養の場、故人を偲ぶ場としての墓のかたちは着実に変化しつつある。

デジタル遺品（写真・映像・文章など）は複製が容易であり、身内同士での共有はもち

ろんインターネットを介して不特定多数の者に所有される可能性もある。また適切な方

法で保管を続ければ、半永久的な保存・閲覧が可能となる。デジタル遺品を保存・管理

するための技術については未だに確立されているとは言いがたく、今後の課題である。

故人が使用していたデジタル機器も広義の意味でのデジタル遺品だ。合理的に考えれば

機器の中のデータにしか価値がないので、データをバックアップすれば廃棄しても構わ

ない。ところが故人が所有していた大切なもの、形見だと考えるとなかなかそうはいか

ない。FacebookやTwitterといったSNS上のアカウントは、利用者の死後、オンライ

ン上の弔いの場にもなりうる点においてデジタル遺品の一種である。Facebookでは「追

悼アカウント（利用者が亡くなった後で友達や家族が集い、想い出をシェアする場）」と

いう制度を提供している。

デジタル時代特有の事例にも言及したい。死者を「蘇らせる」ための技術開発・先行投

資も進む。米国では、テラセム運動財団がデジタルクローンロボットの開発や故人の

DNA保存に取り組み、Humaiは、将来＜死者を「復活」させる技術の確立まで＞脳を

長期保存するサービスを展開する。2016年、ロシアのAI企業Lukaは、事故で亡くなっ

た社員を自動会話プログラムとして「復活」させ、2018年にはスウェーデンの葬儀会社

Fenixが、死者と「会話」できる顧客向けサービス開発に着手した。現在の技術では、

生前の蓄積されたデータをもとに生成される疑似会話の実現が精一杯であり「人間のコ

ピー」と呼ぶには程遠い。ところが故人と見た目がそっくりなロボットが「喋る」よう

になると途端に印象が変わる。大阪大学・石黒浩教授の監修により2016年に＜夏目漱石

の遺体から顔型をかたどって作られたロボット＞が発表された。漱石の子孫の発声から

合成された音声で喋る姿は、故人が蘇ったかのような印象を与える。ロイスエンタテイ

ンメント（大阪市）は、写真一枚から故人の3Dモデルデータを作成し、3Dプリンター

で出力する「遺人形」制作サービスを提供している。AI関連技術と故人の姿形を再現す

る技術の発展を背景に、デジタル時代の「不老不死」への期待が高まるだろう。しかし

実際の実現可能性は未知の領域と言わざるを得ない。

弔いの主役は残された者である。「故人の尊厳を守る」建前はあるが、あらゆる弔いの儀

礼は残された人間を癒やし、納得させるためにある。デジタル時代の弔いには大きく分

けて3つの側面がある。第1に、弔う側の人間が多様で複雑になる。少子化の影響から

血縁である親族は減るが、デジタルメディアやソーシャルメディアを介した人のつなが

りは今後も拡大する。第2に、これまでとは比べ物にならない量の「故人情報」が家の

中にもインターネット上にも残される。亡くなる際にデータの消去を希望する人もいる

だろうが、完全には不可能だ。死後残される情報をどのように活用できるかが今後の焦

点となる。第3は、AIやロボット技術などを駆使した、死者を＜再現＞する、あるいは

死者が蘇ったかのように感じさせる技術である。これらが同時多発的に変化あるいは進

化するのがデジタル時代の弔いなのである。 

デジタル時代の弔い方

瓜生　大輔（東京大学）

１．単身化社会・無縁化社会の進行と葬送墓制の3つの方向

イエ亡き時代の個人化する死の葬送墓制の方向（図）

　・従来の葬送墓制の方法（イエが単位）　減少

　・自ら準備する葬送墓制　　拡大

　・行政の関与する葬送墓制　拡大

２．従来の葬送墓制の方向

　永代供養墓、個人・家族墓からへ共同墓、樹木葬墓地へ

　樹木葬墓地は、樹木をシンボルとした一種の合葬墓・共同墓

３．自ら準備する葬送墓制の方向

　1975 ～ 1990年代に出現した「都市型共同墓所」

「都市型共同墓所」を成立させている共通の要因は、①個人単位である、②共同祭祀があ

る、③死後の平等性　　新たなコミュニティの形成へ

・女の碑の会・志縁廟（京都市・常寂光寺）

・東長寺・縁の会墓園（東京都新宿区）

・もやいの会「もやいの碑」（東京都豊島区・功徳院）

　特定非営利活動法人・任意後見生前受託機関と生前契約決済機構の設立へ

・妙光寺「安穏廟」（新潟市）

・祥雲寺（現在知勝院）「樹木葬墓地」（岩手県一関市）

　会員制の墓、会員同士と寺による祭祀　縁のない人々が集まって縁を創り共同祭祀をする

・一心寺「骨仏」（大阪市天王寺区）無形の墓・墓地　

４．行政が関与する葬送墓制

*行政の対応1－当初から遺骨の引き取られない人々（一つの共同性）

（１）大阪市の無縁者（仏）の葬儀・火葬・埋葬について

　①無縁仏の「行旅」「民生」「一般」の推移（表）

　　平成9年～平成29年まで

　②葬儀・埋葬の手続きと具体例

　③無縁仏の慰霊祭と無縁堂への納骨

　　各火葬場から遺骨が引き取られない事例　当初から“無縁”と思われる人々

　　「無縁堂」から、満杯状態のため2017年に新設、名称は「慰霊堂」へ

　　無縁者という１つの共同性（死者のコミュニティ）を行政が一つの「“無縁”堂」に

　　　埋葬、現在「“慰霊”堂」に

　引き取られない遺骨は1年間火葬場に保管後、最初の9月1日以降大阪市設南霊園に引

き継がれ、毎年秋に埋蔵と慰霊祭。挨拶と献花

　生活保護の関係から市の健康福祉局、斎場霊園の関係から市の環境局の関係者、あい

りん地区代表者、遺族の一部が参加。「大阪市斎場保管遺骨取扱い要綱」

（２）行政の対応２－京都市の深草墓園の納骨堂（共同墓）

　①京都市深草墓園の春季と秋季の慰霊祭

　　京都市主催式典と遺族有志代表式典の2部制

　　市長、市会議員、墓地関係では保健医療・介護担当局、保健衛生担当関係者

　　遺族代表者と宗教連盟から」各宗教宗派代表者

　　秋季は仏教、春季は神道、キリスト教など多様な宗教による

　②慰霊祭の進行状況－参加者の数、献花

　③墓は今後どうなっていくか－無縁仏もともに合祀される納骨堂

京都市深草墓園の納骨件数の推移と、無縁仏の納骨の推移（行旅死亡人と生活保護受給者）

*行政の役割が増加する

（３）行政の対応③－横須賀市のエンディングサポート事業

　・身元判明者なのに引き取られない遺骨が増加

　・経済的困難にある一人暮らしの高齢者の死後の準備

　・一人暮らし高齢者、市役所、葬儀社、地域住民の取り決めと新たな展開

５．共同性を担っていた人々の変化による共同性の変容と共同性の消滅

誰が、死者と生者の共同性（間）を取り持つか

・家族（イエ）の墓→無縁墓→合祀墓

　無縁の可能性→当初から共同墓へ→行政の対応、または共同墓で会員同士と寺で祭祀

・会員制の共同墓→会員がいなくなる→無縁の合祀墓→寺による祭祀→

（地域により寺の可能性）

　[会員＋寺院]→会員の死亡や高齢化でその時形成された会員よる共同性はなくなる

→[寺]→地域に存在するが地域とは無縁→[消滅]

・行政による無縁墓・共同墓→当初から無縁者への慰霊や献花は自治体が無くならない

限り持続

死者と生者の共同性を担っていた人々の変化により共同性の変容が起こり、消滅の可能性

では、死者と生者の共同性はいつまで必要とするのか？　時間軸をどこまで考えるのか？
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あらゆる人の生きた証がデータとして残る時代になった。データは鮮明で色褪せない。

コピーも容易にできる。インターネットを介して即時に第三者の手に届けられる。デー

タの管理・活用方法も日進月歩で進化している。これまで弔いの中心を担ってきたアナ

ログな事物と比べると圧倒的な情報量であり、その可能性は底知れない。このような今

日において、死者の弔い方はどのように変化するのか。デジタル時代特有の弔い方とは

何なのか。

葬儀は（主に宗教者による）儀礼の場である一方で、参列者が故人を偲び最期の対面を

する場である。近年、結婚披露宴で見られるような思い出の写真を用いた装飾や、故人

の一生をまとめた映像の上映なども行われている。ファンテックス（豊橋市）は、プロジェ

クションマッピング技術を駆使した葬儀祭壇を開発。アスカネット（広島市）は、「故

人の遺影が空中に浮かび上がる焼香台」を商用化した。葬儀の「主役」は故人だが、ビ

ジネスとしてはあくまで参列者へのサービス業である。僧侶の読経や法話に対するニー

ズは頭打ちかもしれないが、焼香や献花に代わるような参加型の儀式のニーズは今後も

高まるだろう。 

位牌には故人の「魂」が込められ、生前の功績・人柄などの情報（戒名）を簡潔に表すメディ

アとしての側面を持つ。しかし、写真や映像、音声、文章などの「故人情報」を多様な

形で残すことが可能となった今日、位牌・戒名の価値が揺らいでいる。戒名作成に際し

僧侶に払うお布施の額が話題になる昨今だが、現代において戒名や位牌にまつわる仕来

りそのものが変化したのではない。デジタル時代における故人情報の量と多様性の拡大

の結果、相対的に人々にとっての戒名や位牌の価値が下がっているのである。

墓は遺体（遺骨）の埋葬・保管場所であると同時に、遺族にとっての弔いの場・故人を

偲ぶ場でもある。現在、デジタル技術は主に後者の方法に応用されている。たとえば「搬

送式納骨堂」の場合、遺骨の保管・搬送・慰霊機能が中心となる一方で、遺影や戒名な

どが表示されるデジタルディスプレイも兼ね備える。参拝者の中にはディスプレイに映

し出された遺影を眺めながら長時間滞在する方もいるという。スマホで墓標に彫られた

QRコードを読み取ることで、墓誌や故人の写真やプロフィールなどを閲覧できる墓地

も販売されている。とりわけ樹木葬の墓地区画は小さく、目印は名前が彫られた小さな

墓標のみというケースが一般的であるため、デジタル情報と連携した故人の偲びかたが

有効だ。樹木葬や海洋散骨など、遺骨を物理的に保管することに執着しない人が現れて

いる一方で、供養の場、故人を偲ぶ場としての墓のかたちは着実に変化しつつある。

デジタル遺品（写真・映像・文章など）は複製が容易であり、身内同士での共有はもち

ろんインターネットを介して不特定多数の者に所有される可能性もある。また適切な方

法で保管を続ければ、半永久的な保存・閲覧が可能となる。デジタル遺品を保存・管理

するための技術については未だに確立されているとは言いがたく、今後の課題である。

故人が使用していたデジタル機器も広義の意味でのデジタル遺品だ。合理的に考えれば

機器の中のデータにしか価値がないので、データをバックアップすれば廃棄しても構わ

ない。ところが故人が所有していた大切なもの、形見だと考えるとなかなかそうはいか

ない。FacebookやTwitterといったSNS上のアカウントは、利用者の死後、オンライ

ン上の弔いの場にもなりうる点においてデジタル遺品の一種である。Facebookでは「追

悼アカウント（利用者が亡くなった後で友達や家族が集い、想い出をシェアする場）」と

いう制度を提供している。

デジタル時代特有の事例にも言及したい。死者を「蘇らせる」ための技術開発・先行投

資も進む。米国では、テラセム運動財団がデジタルクローンロボットの開発や故人の

DNA保存に取り組み、Humaiは、将来＜死者を「復活」させる技術の確立まで＞脳を

長期保存するサービスを展開する。2016年、ロシアのAI企業Lukaは、事故で亡くなっ

た社員を自動会話プログラムとして「復活」させ、2018年にはスウェーデンの葬儀会社

Fenixが、死者と「会話」できる顧客向けサービス開発に着手した。現在の技術では、

生前の蓄積されたデータをもとに生成される疑似会話の実現が精一杯であり「人間のコ

ピー」と呼ぶには程遠い。ところが故人と見た目がそっくりなロボットが「喋る」よう

になると途端に印象が変わる。大阪大学・石黒浩教授の監修により2016年に＜夏目漱石

の遺体から顔型をかたどって作られたロボット＞が発表された。漱石の子孫の発声から

合成された音声で喋る姿は、故人が蘇ったかのような印象を与える。ロイスエンタテイ

ンメント（大阪市）は、写真一枚から故人の3Dモデルデータを作成し、3Dプリンター

で出力する「遺人形」制作サービスを提供している。AI関連技術と故人の姿形を再現す

る技術の発展を背景に、デジタル時代の「不老不死」への期待が高まるだろう。しかし

実際の実現可能性は未知の領域と言わざるを得ない。

弔いの主役は残された者である。「故人の尊厳を守る」建前はあるが、あらゆる弔いの儀

礼は残された人間を癒やし、納得させるためにある。デジタル時代の弔いには大きく分

けて3つの側面がある。第1に、弔う側の人間が多様で複雑になる。少子化の影響から

血縁である親族は減るが、デジタルメディアやソーシャルメディアを介した人のつなが

りは今後も拡大する。第2に、これまでとは比べ物にならない量の「故人情報」が家の

中にもインターネット上にも残される。亡くなる際にデータの消去を希望する人もいる

だろうが、完全には不可能だ。死後残される情報をどのように活用できるかが今後の焦

点となる。第3は、AIやロボット技術などを駆使した、死者を＜再現＞する、あるいは

死者が蘇ったかのように感じさせる技術である。これらが同時多発的に変化あるいは進

化するのがデジタル時代の弔いなのである。 

１．単身化社会・無縁化社会の進行と葬送墓制の3つの方向

イエ亡き時代の個人化する死の葬送墓制の方向（図）

　・従来の葬送墓制の方法（イエが単位）　減少

　・自ら準備する葬送墓制　　拡大

　・行政の関与する葬送墓制　拡大

２．従来の葬送墓制の方向

　永代供養墓、個人・家族墓からへ共同墓、樹木葬墓地へ

　樹木葬墓地は、樹木をシンボルとした一種の合葬墓・共同墓

３．自ら準備する葬送墓制の方向

　1975 ～ 1990年代に出現した「都市型共同墓所」

「都市型共同墓所」を成立させている共通の要因は、①個人単位である、②共同祭祀があ

る、③死後の平等性　　新たなコミュニティの形成へ

・女の碑の会・志縁廟（京都市・常寂光寺）

・東長寺・縁の会墓園（東京都新宿区）

・もやいの会「もやいの碑」（東京都豊島区・功徳院）

　特定非営利活動法人・任意後見生前受託機関と生前契約決済機構の設立へ

・妙光寺「安穏廟」（新潟市）

・祥雲寺（現在知勝院）「樹木葬墓地」（岩手県一関市）

　会員制の墓、会員同士と寺による祭祀　縁のない人々が集まって縁を創り共同祭祀をする

・一心寺「骨仏」（大阪市天王寺区）無形の墓・墓地　

４．行政が関与する葬送墓制

*行政の対応1－当初から遺骨の引き取られない人々（一つの共同性）

（１）大阪市の無縁者（仏）の葬儀・火葬・埋葬について

　①無縁仏の「行旅」「民生」「一般」の推移（表）

　　平成9年～平成29年まで

　②葬儀・埋葬の手続きと具体例

　③無縁仏の慰霊祭と無縁堂への納骨

　　各火葬場から遺骨が引き取られない事例　当初から“無縁”と思われる人々

　　「無縁堂」から、満杯状態のため2017年に新設、名称は「慰霊堂」へ

　　無縁者という１つの共同性（死者のコミュニティ）を行政が一つの「“無縁”堂」に

　　　埋葬、現在「“慰霊”堂」に

　引き取られない遺骨は1年間火葬場に保管後、最初の9月1日以降大阪市設南霊園に引

き継がれ、毎年秋に埋蔵と慰霊祭。挨拶と献花

　生活保護の関係から市の健康福祉局、斎場霊園の関係から市の環境局の関係者、あい

りん地区代表者、遺族の一部が参加。「大阪市斎場保管遺骨取扱い要綱」

（２）行政の対応２－京都市の深草墓園の納骨堂（共同墓）

　①京都市深草墓園の春季と秋季の慰霊祭

　　京都市主催式典と遺族有志代表式典の2部制

　　市長、市会議員、墓地関係では保健医療・介護担当局、保健衛生担当関係者

　　遺族代表者と宗教連盟から」各宗教宗派代表者

　　秋季は仏教、春季は神道、キリスト教など多様な宗教による

　②慰霊祭の進行状況－参加者の数、献花

　③墓は今後どうなっていくか－無縁仏もともに合祀される納骨堂

京都市深草墓園の納骨件数の推移と、無縁仏の納骨の推移（行旅死亡人と生活保護受給者）

*行政の役割が増加する

（３）行政の対応③－横須賀市のエンディングサポート事業

　・身元判明者なのに引き取られない遺骨が増加

　・経済的困難にある一人暮らしの高齢者の死後の準備

　・一人暮らし高齢者、市役所、葬儀社、地域住民の取り決めと新たな展開

５．共同性を担っていた人々の変化による共同性の変容と共同性の消滅

誰が、死者と生者の共同性（間）を取り持つか

・家族（イエ）の墓→無縁墓→合祀墓

　無縁の可能性→当初から共同墓へ→行政の対応、または共同墓で会員同士と寺で祭祀

・会員制の共同墓→会員がいなくなる→無縁の合祀墓→寺による祭祀→

（地域により寺の可能性）

　[会員＋寺院]→会員の死亡や高齢化でその時形成された会員よる共同性はなくなる

→[寺]→地域に存在するが地域とは無縁→[消滅]

・行政による無縁墓・共同墓→当初から無縁者への慰霊や献花は自治体が無くならない

限り持続

死者と生者の共同性を担っていた人々の変化により共同性の変容が起こり、消滅の可能性

では、死者と生者の共同性はいつまで必要とするのか？　時間軸をどこまで考えるのか？
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１．単身化社会・無縁化社会の進行と葬送墓制の3つの方向

イエ亡き時代の個人化する死の葬送墓制の方向（図）

　・従来の葬送墓制の方法（イエが単位）　減少

　・自ら準備する葬送墓制　　拡大

　・行政の関与する葬送墓制　拡大

２．従来の葬送墓制の方向

　永代供養墓、個人・家族墓からへ共同墓、樹木葬墓地へ

　樹木葬墓地は、樹木をシンボルとした一種の合葬墓・共同墓

３．自ら準備する葬送墓制の方向

　1975 ～ 1990年代に出現した「都市型共同墓所」

「都市型共同墓所」を成立させている共通の要因は、①個人単位である、②共同祭祀があ

る、③死後の平等性　　新たなコミュニティの形成へ

・女の碑の会・志縁廟（京都市・常寂光寺）

・東長寺・縁の会墓園（東京都新宿区）

・もやいの会「もやいの碑」（東京都豊島区・功徳院）

　特定非営利活動法人・任意後見生前受託機関と生前契約決済機構の設立へ

・妙光寺「安穏廟」（新潟市）

・祥雲寺（現在知勝院）「樹木葬墓地」（岩手県一関市）

　会員制の墓、会員同士と寺による祭祀　縁のない人々が集まって縁を創り共同祭祀をする

・一心寺「骨仏」（大阪市天王寺区）無形の墓・墓地　

４．行政が関与する葬送墓制

*行政の対応1－当初から遺骨の引き取られない人々（一つの共同性）

（１）大阪市の無縁者（仏）の葬儀・火葬・埋葬について

　①無縁仏の「行旅」「民生」「一般」の推移（表）

　　平成9年～平成29年まで

　②葬儀・埋葬の手続きと具体例

　③無縁仏の慰霊祭と無縁堂への納骨

　　各火葬場から遺骨が引き取られない事例　当初から“無縁”と思われる人々

　　「無縁堂」から、満杯状態のため2017年に新設、名称は「慰霊堂」へ

　　無縁者という１つの共同性（死者のコミュニティ）を行政が一つの「“無縁”堂」に

　　　埋葬、現在「“慰霊”堂」に

　引き取られない遺骨は1年間火葬場に保管後、最初の9月1日以降大阪市設南霊園に引

き継がれ、毎年秋に埋蔵と慰霊祭。挨拶と献花

　生活保護の関係から市の健康福祉局、斎場霊園の関係から市の環境局の関係者、あい

りん地区代表者、遺族の一部が参加。「大阪市斎場保管遺骨取扱い要綱」

（２）行政の対応２－京都市の深草墓園の納骨堂（共同墓）

　①京都市深草墓園の春季と秋季の慰霊祭

　　京都市主催式典と遺族有志代表式典の2部制

　　市長、市会議員、墓地関係では保健医療・介護担当局、保健衛生担当関係者

　　遺族代表者と宗教連盟から」各宗教宗派代表者

　　秋季は仏教、春季は神道、キリスト教など多様な宗教による

　②慰霊祭の進行状況－参加者の数、献花

　③墓は今後どうなっていくか－無縁仏もともに合祀される納骨堂

京都市深草墓園の納骨件数の推移と、無縁仏の納骨の推移（行旅死亡人と生活保護受給者）

*行政の役割が増加する

（３）行政の対応③－横須賀市のエンディングサポート事業

　・身元判明者なのに引き取られない遺骨が増加

　・経済的困難にある一人暮らしの高齢者の死後の準備

　・一人暮らし高齢者、市役所、葬儀社、地域住民の取り決めと新たな展開

５．共同性を担っていた人々の変化による共同性の変容と共同性の消滅

誰が、死者と生者の共同性（間）を取り持つか

・家族（イエ）の墓→無縁墓→合祀墓

　無縁の可能性→当初から共同墓へ→行政の対応、または共同墓で会員同士と寺で祭祀

・会員制の共同墓→会員がいなくなる→無縁の合祀墓→寺による祭祀→

（地域により寺の可能性）

　[会員＋寺院]→会員の死亡や高齢化でその時形成された会員よる共同性はなくなる

→[寺]→地域に存在するが地域とは無縁→[消滅]

・行政による無縁墓・共同墓→当初から無縁者への慰霊や献花は自治体が無くならない

限り持続

死者と生者の共同性を担っていた人々の変化により共同性の変容が起こり、消滅の可能性

では、死者と生者の共同性はいつまで必要とするのか？　時間軸をどこまで考えるのか？

無縁社会の３つの方向と共同性のゆくえ

槇村　久子（関西大学）
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１．単身化社会・無縁化社会の進行と葬送墓制の3つの方向

イエ亡き時代の個人化する死の葬送墓制の方向（図）

　・従来の葬送墓制の方法（イエが単位）　減少

　・自ら準備する葬送墓制　　拡大

　・行政の関与する葬送墓制　拡大

２．従来の葬送墓制の方向

　永代供養墓、個人・家族墓からへ共同墓、樹木葬墓地へ

　樹木葬墓地は、樹木をシンボルとした一種の合葬墓・共同墓

３．自ら準備する葬送墓制の方向

　1975 ～ 1990年代に出現した「都市型共同墓所」

「都市型共同墓所」を成立させている共通の要因は、①個人単位である、②共同祭祀があ

る、③死後の平等性　　新たなコミュニティの形成へ

・女の碑の会・志縁廟（京都市・常寂光寺）

・東長寺・縁の会墓園（東京都新宿区）

・もやいの会「もやいの碑」（東京都豊島区・功徳院）

　特定非営利活動法人・任意後見生前受託機関と生前契約決済機構の設立へ

・妙光寺「安穏廟」（新潟市）

・祥雲寺（現在知勝院）「樹木葬墓地」（岩手県一関市）

　会員制の墓、会員同士と寺による祭祀　縁のない人々が集まって縁を創り共同祭祀をする

・一心寺「骨仏」（大阪市天王寺区）無形の墓・墓地　

４．行政が関与する葬送墓制

*行政の対応1－当初から遺骨の引き取られない人々（一つの共同性）

（１）大阪市の無縁者（仏）の葬儀・火葬・埋葬について

　①無縁仏の「行旅」「民生」「一般」の推移（表）

　　平成9年～平成29年まで

　②葬儀・埋葬の手続きと具体例

　③無縁仏の慰霊祭と無縁堂への納骨

　　各火葬場から遺骨が引き取られない事例　当初から“無縁”と思われる人々

　　「無縁堂」から、満杯状態のため2017年に新設、名称は「慰霊堂」へ

　　無縁者という１つの共同性（死者のコミュニティ）を行政が一つの「“無縁”堂」に

　　　埋葬、現在「“慰霊”堂」に

　引き取られない遺骨は1年間火葬場に保管後、最初の9月1日以降大阪市設南霊園に引

き継がれ、毎年秋に埋蔵と慰霊祭。挨拶と献花

　生活保護の関係から市の健康福祉局、斎場霊園の関係から市の環境局の関係者、あい

りん地区代表者、遺族の一部が参加。「大阪市斎場保管遺骨取扱い要綱」

（２）行政の対応２－京都市の深草墓園の納骨堂（共同墓）

　①京都市深草墓園の春季と秋季の慰霊祭

　　京都市主催式典と遺族有志代表式典の2部制

　　市長、市会議員、墓地関係では保健医療・介護担当局、保健衛生担当関係者

　　遺族代表者と宗教連盟から」各宗教宗派代表者

　　秋季は仏教、春季は神道、キリスト教など多様な宗教による

　②慰霊祭の進行状況－参加者の数、献花

　③墓は今後どうなっていくか－無縁仏もともに合祀される納骨堂

京都市深草墓園の納骨件数の推移と、無縁仏の納骨の推移（行旅死亡人と生活保護受給者）

*行政の役割が増加する

（３）行政の対応③－横須賀市のエンディングサポート事業

　・身元判明者なのに引き取られない遺骨が増加

　・経済的困難にある一人暮らしの高齢者の死後の準備

　・一人暮らし高齢者、市役所、葬儀社、地域住民の取り決めと新たな展開

５．共同性を担っていた人々の変化による共同性の変容と共同性の消滅

誰が、死者と生者の共同性（間）を取り持つか

・家族（イエ）の墓→無縁墓→合祀墓

　無縁の可能性→当初から共同墓へ→行政の対応、または共同墓で会員同士と寺で祭祀

・会員制の共同墓→会員がいなくなる→無縁の合祀墓→寺による祭祀→

（地域により寺の可能性）

　[会員＋寺院]→会員の死亡や高齢化でその時形成された会員よる共同性はなくなる

→[寺]→地域に存在するが地域とは無縁→[消滅]

・行政による無縁墓・共同墓→当初から無縁者への慰霊や献花は自治体が無くならない

限り持続

死者と生者の共同性を担っていた人々の変化により共同性の変容が起こり、消滅の可能性

では、死者と生者の共同性はいつまで必要とするのか？　時間軸をどこまで考えるのか？

１．「埋葬」と祭祀

　人が死ぬと必ず「埋葬」の問題が発生するが、その死後の在り方を生者との関係でど

のように位置づけるかは文化とそれぞれの時代により異なってくる。我が国では、この

二つの問題を明確には区別せず、祖先祭祀という範疇のなかで、死者(祖先)と生者(祭

祀承継者)という関係性のなかで秩序づけようとした。伝統的な祖先祭祀の観念が国民

道徳として機能していた時代には、両者を関連付けることも可能であったが、現代のよ

うに〈家〉の承継が困難になると、「埋葬」と祭祀承継は異なった事象として、区分す

る必要性が生まれてくる。

　この祭祀承継について、法律学（民法）の多数説は、昭和28年9月の東京高裁決定の

趣旨に従い、祭祀承継は義務でないと論じる。ただ、祭祀承継を義務でないと位置づけ

ても、「埋葬」を義務ではないと主張できるだろうか。民法第897条は祭祀承継について

規定しているが、祭祀から「埋葬」を概念上区分して、これを論じる議論はまだ法律学

でも多数説にはなっていない。

２．「埋葬」と改葬

　「埋葬」とは、人を葬る行為であり、通常は人の死に際して近親の親族や国（地方公

共団体を含む）がそれぞれの「義務」を担うことになる。これに対して、改葬は死者が「埋

葬」されている環境で、生者の側の事情により死者の遺体ないし遺骨（以下「遺骨等」

という）を移動させる行為である。日本では「改葬」は二つに区分され、一般の改葬は

遺骨等の承継者(墓地の使用者)の意思に基づいて行うものであり、承継者がいない遺

骨等の改葬は、「無縁墳墓」として墓地の経営者や工事関係者などの利害関係人の申請

人によって行われる。つまり、改葬という行為は、埋葬終了後におこった生者の側（た

とえば近親の家族や社会）の事情によって行われるものであり、法律はこの改葬を公法

上の許可が必要な行為として規定している（墓地埋葬法第5条）。

３．改葬の歴史的展開―「改葬」の制度的展開

　明治政府は、一度埋葬した遺体を掘り起こして改葬することは「人情忍び難き」とし

てこれに難色を示した。しかし、明治維新の近代化政策のなかでは都市の大改造（市区

計画=都市計画）が不可欠であり、特に東京の中心部（朱引き内）において明治末期に

かけて埋葬を禁止し、墓地の郊外への移転政策を展開する。この時期、(1)東京の中心

部から土葬用墓地がなくなり、(2)火葬が普及し、（3)納骨堂の新設が許可され、(4)墓

地の郊外への移転が進められていく。また、墓地移転に伴う大規模な改葬事業のなかで

無縁改葬制度も制度化されることになる。

４．無縁墳墓改葬制度の展開

　無縁改葬が制度化されるのは1932（昭和7）年のことである。〈家〉の存在を前提とし、

承継者がいない祖先達の収骨された墳墓を「無縁」として改葬し、〈家〉の永続性の例外

として制度化された。国家等による公共工事などの事由による改葬も公益優先の原則を貫

き、改葬には充分な保障を行いながら、改葬を許容した。無縁墳墓改葬については、全国

紙への新聞公告が求められ、昭和7年・昭和23年においても改葬を実施するためには高い

ハードルを用意したが、平成11年の改正からは多額の費用を必要とする新聞公告から官

報公告に変更され、無縁改葬手続きが簡素化されるようになった。

　昭和7年に無縁改葬は、資本主義の発展に伴う〈家〉の動揺のなかで無縁改葬制度が機

能していったが、平成11年の無縁改葬制度は少子化時代のなかでの承継者不在の墳墓が

大量に発生することに対応したものであった。

５．無縁改葬制度の現状について

　平成11年5月から平成30年3月までの官報による無縁改葬公告の数は、4,842件､そのう

ち「墓地整備等」3,566件、「公共工事等」1,368件「不詳」8件となっている。この新制度当初は、

「公共工事等」の占める割合が5割程度占めていたが、次第にその割合が減少し、「墓地整

備等」の占める割合が8割程度まで増加してきている。ただ、全体数としては年間で250

件から300件の推移している。また、無縁改葬の有り様は地域によって大きく異なり、また、

墓地や寺院の廃止が行われるようになる。また、この時期の特徴としては、市営墓地でも

墓地使用権を経営者に返却する事例が顕著に増加し、また無縁改葬だけではなく、一般改

葬の数も増加している。全体の傾向としては、(1)「墓地の永続性」という原則が崩れか

かかっていること、(2)「墓地使用の永代」という観念も失われつつあり、(3)墓地は死者

の「終の棲家」であるという観念もなくなりつつあるということである。

６．墓地埋葬秩序の再構築について

　墓地埋葬秩序は、「埋葬」過程とそれ以降の死者の保護の過程に区分できる。現行の墓

地埋葬法は、〈家〉の存在を前提に、公衆衛生と宗教感情の二つの原理によって秩序づけ

ようとしたが、現代においては綻びが見えてきた。これまでは死者の保護を子孫に委ねて

いたが、個人化の浸透とともに子孫がむしろ祖先(死者)の安全を脅かすようになってき

た。しかし、現行の墓地埋葬法には「死者の保護」を保障する規定はない。私は、死者の

尊厳性を保障するためには、誰もが「埋葬」される権利を保障され、墓地を「終の棲家」

として保障するシステム(「これを〈埋葬義務〉という」）を構築しなければならない、

と考えている。

・拙著『墓と葬送のゆくえ』(吉川弘文館・2014)

・同『墓地経営者アンケート(市町村編)』平成28-30年度科研費報告書（公開予定）

・同『無縁墳墓改葬制度の現状について』報告書（公開予定）
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　近年、行政によって火葬が行われ、引き取られることのない遺骨が増加している。こ

れは、行旅死亡人といわれる氏名、住所などが不詳の人である場合と、身元は判明して

いるものの、近親者がいない、もしくはいたとしても何らかの事情で引き取られない場

合である。そして、近年急増しているのはおもに後者のケースなのである。

　葬儀の小規模化が進むなかで、葬送の執行は家族に限定されていく傾向が強くなって

いる。一方で、少子高齢化の進展や生涯未婚率の増加、また家族意識の変化などによって、

家族を持たない、またいたとしても関係が希薄になっている人も増加している。つまり、

近しい家族を持たない人が死を迎えた場合、葬儀をして遺骨を祭祀する人がいないケー

スがますます増加していくこととなる。

　さらに、この問題と切り離せないのが貧困である。現在、引き取られない遺骨の多く

は生活保護受給者であるように、単身世帯で生前から困窮し、死後も引き取られない場

合が多いのである。

　本報告では、おもな政令指定都市９都市の調査をもとに、このような死者に対応する

行政の実態を捉えていく。基本的には法律等に基づく対応であるが、地方自治体によっ

てそれぞれ異なる点もあり、その差異がもつ意味について考えていきたい。

　そのうえで、そもそも社会的にこのような人々を支える仕組みがどのように形成して

きたのかを検討する必要がある。死者の祭祀は基本的に家族が行うものとされてきたが、

そうした家族がない人にも最低限の対応を行うことで、社会の一員として包摂するシス

テムが一応形成されているということができる。このような近親者なき人の葬送の実態

とその歴史的経緯を捉えることで、従来の葬送墓制が変容している現在において、今後

生じてくる諸課題を照射し、検討する素材とすることができると考える。

１．行政が葬送を行う法的根拠と実態

　まず、行政が対応する現行法の法的根拠は以下の3つの法律に基づいている。氏名や

住所、本籍などが不明の死者に対しては、行旅病人及行旅死亡人取扱法（明治32年法律

第93号）が適用され、死亡地の市町村が埋火葬することとなる。この場合には、将来近

親者に引き渡されることが前提となっているため、遺骨については保管をすることが必

要となる。

　身元が判明している場合には、墓地、埋葬等に関する法律（昭和23年法律第48号）9

条によって、死亡地の市町村が埋火葬をすることになる。ただし、生活保護を受給して

いる場合には、生活保護法（昭和25年法律第144号）の葬祭扶助によって、葬祭を行う

者がいないときには、行政が実質的に対応することとなる。

　このような死者に対する対応について、札幌市、仙台市、千葉市、横浜市、名古屋市、

大阪市、京都市、広島市、福岡市の9政令指定都市の調査を行った。基本となる法律は

同じであるが、その具体的対応になると、異なる点がみられた。

　例えば、担当部署について、葬祭扶助の場合はすべての都市で生活保護担当部局が扱

うが、行旅死亡や墓地、埋葬等に関する法律9条が適用される場合には、戸籍事務など

を扱う部局、もしくは墓地、火葬行政を扱う部局など、担当部局が変わってくる。

　また葬儀のありかたも、火葬のみのいわゆる直葬が多いが、都市によっては出棺前に

祭壇で読経を行っている場合もある。かつて民生祭壇といわれる簡素な祭壇などがあっ

たことからも、儀礼が実施されていたことがわかる。さらに遺骨の収蔵についても、個

別安置の方式や合葬の年限、またそのあり方などは自治体によって異なっている。慰霊

祭を行う場合もあり、行政が主催するか、福祉、宗教団体が主催もしくは関与する場合

などもあり、それによっていわゆる無宗教式の儀礼や宗教儀礼を行う場合などそれぞれ

の都市によって異なっており、さらに宗教形式の取り上げ方なども、地域の歴史的経緯

などの背景から状況が異なっている。

２．民間から生まれた助葬事業

　さて、地方自治体が葬送を行うようになるのは、遡ると1899年の行旅死亡人に対して

である。一方で、困窮者に対し、葬儀の執行を支援する民間団体である「助葬会」が、

1919年東京で設立される。葬儀の支援が社会事業となる点で、当時の葬送に対する認識

をうかがうことができる。その後、助葬を目的とする民間団体が大阪や京都などの大都

市に成立することとなり、しだいに助葬事業として社会的に認知されるようになった。

　助葬事業に対する関心の高まりとともに、1929年には高齢者や児童、障害者などの生

活扶助を目的とした救護法（昭和4年法律第39号）が成立し、救護適用者が死亡した際

には埋葬費が支給されることとなった。さらに、第二次大戦後すぐに、旧生活保護法（昭

和21年法律第17号）が成立し、葬祭扶助制度が設けられる。そして日本国憲法が公布さ

れ第25条の生存権を根拠として、現行法の生活保護法が制定され、葬祭扶助は引き継が

れる形になった。つまり、困窮者に対する葬儀の支援という助葬の発想が、公的に位置

づけられ、支援体制ができていったのである。また助葬事業は戦後、社会福祉法人を設

立する際の目的の一つとなったが、それを目的とする団体は現実にはあまり多くない。

助葬団体も葬祭扶助を中心に事業を行うことが多く、現在、葬祭扶助以外の救済が積極

的に行われるとは言いがたい。

　以上のように、近親者のいない人が、どのように葬送されるのか、現在大きな課題となっ

ており、行政や民間団体など、現在さまざまな模索が始まっている。これについて、ひ

きつづき社会全体で検討していく必要があると思われる。

近親者なき人の葬送と助葬

山田　慎也（国立歴史民俗博物館）

１．単身化社会・無縁化社会の進行と葬送墓制の3つの方向

イエ亡き時代の個人化する死の葬送墓制の方向（図）

　・従来の葬送墓制の方法（イエが単位）　減少

　・自ら準備する葬送墓制　　拡大

　・行政の関与する葬送墓制　拡大

２．従来の葬送墓制の方向

　永代供養墓、個人・家族墓からへ共同墓、樹木葬墓地へ

　樹木葬墓地は、樹木をシンボルとした一種の合葬墓・共同墓

３．自ら準備する葬送墓制の方向

　1975 ～ 1990年代に出現した「都市型共同墓所」

「都市型共同墓所」を成立させている共通の要因は、①個人単位である、②共同祭祀があ

る、③死後の平等性　　新たなコミュニティの形成へ

・女の碑の会・志縁廟（京都市・常寂光寺）

・東長寺・縁の会墓園（東京都新宿区）

・もやいの会「もやいの碑」（東京都豊島区・功徳院）

　特定非営利活動法人・任意後見生前受託機関と生前契約決済機構の設立へ

・妙光寺「安穏廟」（新潟市）

・祥雲寺（現在知勝院）「樹木葬墓地」（岩手県一関市）

　会員制の墓、会員同士と寺による祭祀　縁のない人々が集まって縁を創り共同祭祀をする

・一心寺「骨仏」（大阪市天王寺区）無形の墓・墓地　

４．行政が関与する葬送墓制

*行政の対応1－当初から遺骨の引き取られない人々（一つの共同性）

（１）大阪市の無縁者（仏）の葬儀・火葬・埋葬について

　①無縁仏の「行旅」「民生」「一般」の推移（表）

　　平成9年～平成29年まで

　②葬儀・埋葬の手続きと具体例

　③無縁仏の慰霊祭と無縁堂への納骨

　　各火葬場から遺骨が引き取られない事例　当初から“無縁”と思われる人々

　　「無縁堂」から、満杯状態のため2017年に新設、名称は「慰霊堂」へ

　　無縁者という１つの共同性（死者のコミュニティ）を行政が一つの「“無縁”堂」に

　　　埋葬、現在「“慰霊”堂」に

　引き取られない遺骨は1年間火葬場に保管後、最初の9月1日以降大阪市設南霊園に引

き継がれ、毎年秋に埋蔵と慰霊祭。挨拶と献花

　生活保護の関係から市の健康福祉局、斎場霊園の関係から市の環境局の関係者、あい

りん地区代表者、遺族の一部が参加。「大阪市斎場保管遺骨取扱い要綱」

（２）行政の対応２－京都市の深草墓園の納骨堂（共同墓）

　①京都市深草墓園の春季と秋季の慰霊祭

　　京都市主催式典と遺族有志代表式典の2部制

　　市長、市会議員、墓地関係では保健医療・介護担当局、保健衛生担当関係者

　　遺族代表者と宗教連盟から」各宗教宗派代表者

　　秋季は仏教、春季は神道、キリスト教など多様な宗教による

　②慰霊祭の進行状況－参加者の数、献花

　③墓は今後どうなっていくか－無縁仏もともに合祀される納骨堂

京都市深草墓園の納骨件数の推移と、無縁仏の納骨の推移（行旅死亡人と生活保護受給者）

*行政の役割が増加する

（３）行政の対応③－横須賀市のエンディングサポート事業

　・身元判明者なのに引き取られない遺骨が増加

　・経済的困難にある一人暮らしの高齢者の死後の準備

　・一人暮らし高齢者、市役所、葬儀社、地域住民の取り決めと新たな展開

５．共同性を担っていた人々の変化による共同性の変容と共同性の消滅

誰が、死者と生者の共同性（間）を取り持つか

・家族（イエ）の墓→無縁墓→合祀墓

　無縁の可能性→当初から共同墓へ→行政の対応、または共同墓で会員同士と寺で祭祀

・会員制の共同墓→会員がいなくなる→無縁の合祀墓→寺による祭祀→

（地域により寺の可能性）

　[会員＋寺院]→会員の死亡や高齢化でその時形成された会員よる共同性はなくなる

→[寺]→地域に存在するが地域とは無縁→[消滅]

・行政による無縁墓・共同墓→当初から無縁者への慰霊や献花は自治体が無くならない

限り持続

死者と生者の共同性を担っていた人々の変化により共同性の変容が起こり、消滅の可能性

では、死者と生者の共同性はいつまで必要とするのか？　時間軸をどこまで考えるのか？

１．「埋葬」と祭祀

　人が死ぬと必ず「埋葬」の問題が発生するが、その死後の在り方を生者との関係でど

のように位置づけるかは文化とそれぞれの時代により異なってくる。我が国では、この

二つの問題を明確には区別せず、祖先祭祀という範疇のなかで、死者(祖先)と生者(祭

祀承継者)という関係性のなかで秩序づけようとした。伝統的な祖先祭祀の観念が国民

道徳として機能していた時代には、両者を関連付けることも可能であったが、現代のよ

うに〈家〉の承継が困難になると、「埋葬」と祭祀承継は異なった事象として、区分す

る必要性が生まれてくる。

　この祭祀承継について、法律学（民法）の多数説は、昭和28年9月の東京高裁決定の

趣旨に従い、祭祀承継は義務でないと論じる。ただ、祭祀承継を義務でないと位置づけ

ても、「埋葬」を義務ではないと主張できるだろうか。民法第897条は祭祀承継について

規定しているが、祭祀から「埋葬」を概念上区分して、これを論じる議論はまだ法律学

でも多数説にはなっていない。

２．「埋葬」と改葬

　「埋葬」とは、人を葬る行為であり、通常は人の死に際して近親の親族や国（地方公

共団体を含む）がそれぞれの「義務」を担うことになる。これに対して、改葬は死者が「埋

葬」されている環境で、生者の側の事情により死者の遺体ないし遺骨（以下「遺骨等」

という）を移動させる行為である。日本では「改葬」は二つに区分され、一般の改葬は

遺骨等の承継者(墓地の使用者)の意思に基づいて行うものであり、承継者がいない遺

骨等の改葬は、「無縁墳墓」として墓地の経営者や工事関係者などの利害関係人の申請

人によって行われる。つまり、改葬という行為は、埋葬終了後におこった生者の側（た

とえば近親の家族や社会）の事情によって行われるものであり、法律はこの改葬を公法

上の許可が必要な行為として規定している（墓地埋葬法第5条）。

３．改葬の歴史的展開―「改葬」の制度的展開

　明治政府は、一度埋葬した遺体を掘り起こして改葬することは「人情忍び難き」とし

てこれに難色を示した。しかし、明治維新の近代化政策のなかでは都市の大改造（市区

計画=都市計画）が不可欠であり、特に東京の中心部（朱引き内）において明治末期に

かけて埋葬を禁止し、墓地の郊外への移転政策を展開する。この時期、(1)東京の中心

部から土葬用墓地がなくなり、(2)火葬が普及し、（3)納骨堂の新設が許可され、(4)墓

地の郊外への移転が進められていく。また、墓地移転に伴う大規模な改葬事業のなかで

無縁改葬制度も制度化されることになる。

４．無縁墳墓改葬制度の展開

　無縁改葬が制度化されるのは1932（昭和7）年のことである。〈家〉の存在を前提とし、

承継者がいない祖先達の収骨された墳墓を「無縁」として改葬し、〈家〉の永続性の例外

として制度化された。国家等による公共工事などの事由による改葬も公益優先の原則を貫

き、改葬には充分な保障を行いながら、改葬を許容した。無縁墳墓改葬については、全国

紙への新聞公告が求められ、昭和7年・昭和23年においても改葬を実施するためには高い

ハードルを用意したが、平成11年の改正からは多額の費用を必要とする新聞公告から官

報公告に変更され、無縁改葬手続きが簡素化されるようになった。

　昭和7年に無縁改葬は、資本主義の発展に伴う〈家〉の動揺のなかで無縁改葬制度が機

能していったが、平成11年の無縁改葬制度は少子化時代のなかでの承継者不在の墳墓が

大量に発生することに対応したものであった。

５．無縁改葬制度の現状について

　平成11年5月から平成30年3月までの官報による無縁改葬公告の数は、4,842件､そのう

ち「墓地整備等」3,566件、「公共工事等」1,368件「不詳」8件となっている。この新制度当初は、

「公共工事等」の占める割合が5割程度占めていたが、次第にその割合が減少し、「墓地整

備等」の占める割合が8割程度まで増加してきている。ただ、全体数としては年間で250

件から300件の推移している。また、無縁改葬の有り様は地域によって大きく異なり、また、

墓地や寺院の廃止が行われるようになる。また、この時期の特徴としては、市営墓地でも

墓地使用権を経営者に返却する事例が顕著に増加し、また無縁改葬だけではなく、一般改

葬の数も増加している。全体の傾向としては、(1)「墓地の永続性」という原則が崩れか

かかっていること、(2)「墓地使用の永代」という観念も失われつつあり、(3)墓地は死者

の「終の棲家」であるという観念もなくなりつつあるということである。

６．墓地埋葬秩序の再構築について

　墓地埋葬秩序は、「埋葬」過程とそれ以降の死者の保護の過程に区分できる。現行の墓

地埋葬法は、〈家〉の存在を前提に、公衆衛生と宗教感情の二つの原理によって秩序づけ

ようとしたが、現代においては綻びが見えてきた。これまでは死者の保護を子孫に委ねて

いたが、個人化の浸透とともに子孫がむしろ祖先(死者)の安全を脅かすようになってき

た。しかし、現行の墓地埋葬法には「死者の保護」を保障する規定はない。私は、死者の

尊厳性を保障するためには、誰もが「埋葬」される権利を保障され、墓地を「終の棲家」

として保障するシステム(「これを〈埋葬義務〉という」）を構築しなければならない、

と考えている。

・拙著『墓と葬送のゆくえ』(吉川弘文館・2014)

・同『墓地経営者アンケート(市町村編)』平成28-30年度科研費報告書（公開予定）

・同『無縁墳墓改葬制度の現状について』報告書（公開予定）
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　近年、行政によって火葬が行われ、引き取られることのない遺骨が増加している。こ

れは、行旅死亡人といわれる氏名、住所などが不詳の人である場合と、身元は判明して

いるものの、近親者がいない、もしくはいたとしても何らかの事情で引き取られない場

合である。そして、近年急増しているのはおもに後者のケースなのである。

　葬儀の小規模化が進むなかで、葬送の執行は家族に限定されていく傾向が強くなって

いる。一方で、少子高齢化の進展や生涯未婚率の増加、また家族意識の変化などによって、

家族を持たない、またいたとしても関係が希薄になっている人も増加している。つまり、

近しい家族を持たない人が死を迎えた場合、葬儀をして遺骨を祭祀する人がいないケー

スがますます増加していくこととなる。

　さらに、この問題と切り離せないのが貧困である。現在、引き取られない遺骨の多く

は生活保護受給者であるように、単身世帯で生前から困窮し、死後も引き取られない場

合が多いのである。

　本報告では、おもな政令指定都市９都市の調査をもとに、このような死者に対応する

行政の実態を捉えていく。基本的には法律等に基づく対応であるが、地方自治体によっ

てそれぞれ異なる点もあり、その差異がもつ意味について考えていきたい。

　そのうえで、そもそも社会的にこのような人々を支える仕組みがどのように形成して

きたのかを検討する必要がある。死者の祭祀は基本的に家族が行うものとされてきたが、

そうした家族がない人にも最低限の対応を行うことで、社会の一員として包摂するシス

テムが一応形成されているということができる。このような近親者なき人の葬送の実態

とその歴史的経緯を捉えることで、従来の葬送墓制が変容している現在において、今後

生じてくる諸課題を照射し、検討する素材とすることができると考える。

１．行政が葬送を行う法的根拠と実態

　まず、行政が対応する現行法の法的根拠は以下の3つの法律に基づいている。氏名や

住所、本籍などが不明の死者に対しては、行旅病人及行旅死亡人取扱法（明治32年法律

第93号）が適用され、死亡地の市町村が埋火葬することとなる。この場合には、将来近

親者に引き渡されることが前提となっているため、遺骨については保管をすることが必

要となる。

　身元が判明している場合には、墓地、埋葬等に関する法律（昭和23年法律第48号）9

条によって、死亡地の市町村が埋火葬をすることになる。ただし、生活保護を受給して

いる場合には、生活保護法（昭和25年法律第144号）の葬祭扶助によって、葬祭を行う

者がいないときには、行政が実質的に対応することとなる。

　このような死者に対する対応について、札幌市、仙台市、千葉市、横浜市、名古屋市、

大阪市、京都市、広島市、福岡市の9政令指定都市の調査を行った。基本となる法律は

同じであるが、その具体的対応になると、異なる点がみられた。

　例えば、担当部署について、葬祭扶助の場合はすべての都市で生活保護担当部局が扱

うが、行旅死亡や墓地、埋葬等に関する法律9条が適用される場合には、戸籍事務など

を扱う部局、もしくは墓地、火葬行政を扱う部局など、担当部局が変わってくる。

　また葬儀のありかたも、火葬のみのいわゆる直葬が多いが、都市によっては出棺前に

祭壇で読経を行っている場合もある。かつて民生祭壇といわれる簡素な祭壇などがあっ

たことからも、儀礼が実施されていたことがわかる。さらに遺骨の収蔵についても、個

別安置の方式や合葬の年限、またそのあり方などは自治体によって異なっている。慰霊

祭を行う場合もあり、行政が主催するか、福祉、宗教団体が主催もしくは関与する場合

などもあり、それによっていわゆる無宗教式の儀礼や宗教儀礼を行う場合などそれぞれ

の都市によって異なっており、さらに宗教形式の取り上げ方なども、地域の歴史的経緯

などの背景から状況が異なっている。

２．民間から生まれた助葬事業

　さて、地方自治体が葬送を行うようになるのは、遡ると1899年の行旅死亡人に対して

である。一方で、困窮者に対し、葬儀の執行を支援する民間団体である「助葬会」が、

1919年東京で設立される。葬儀の支援が社会事業となる点で、当時の葬送に対する認識

をうかがうことができる。その後、助葬を目的とする民間団体が大阪や京都などの大都

市に成立することとなり、しだいに助葬事業として社会的に認知されるようになった。

　助葬事業に対する関心の高まりとともに、1929年には高齢者や児童、障害者などの生

活扶助を目的とした救護法（昭和4年法律第39号）が成立し、救護適用者が死亡した際

には埋葬費が支給されることとなった。さらに、第二次大戦後すぐに、旧生活保護法（昭

和21年法律第17号）が成立し、葬祭扶助制度が設けられる。そして日本国憲法が公布さ

れ第25条の生存権を根拠として、現行法の生活保護法が制定され、葬祭扶助は引き継が

れる形になった。つまり、困窮者に対する葬儀の支援という助葬の発想が、公的に位置

づけられ、支援体制ができていったのである。また助葬事業は戦後、社会福祉法人を設

立する際の目的の一つとなったが、それを目的とする団体は現実にはあまり多くない。

助葬団体も葬祭扶助を中心に事業を行うことが多く、現在、葬祭扶助以外の救済が積極

的に行われるとは言いがたい。

　以上のように、近親者のいない人が、どのように葬送されるのか、現在大きな課題となっ

ており、行政や民間団体など、現在さまざまな模索が始まっている。これについて、ひ

きつづき社会全体で検討していく必要があると思われる。

１．単身化社会・無縁化社会の進行と葬送墓制の3つの方向

イエ亡き時代の個人化する死の葬送墓制の方向（図）

　・従来の葬送墓制の方法（イエが単位）　減少

　・自ら準備する葬送墓制　　拡大

　・行政の関与する葬送墓制　拡大

２．従来の葬送墓制の方向

　永代供養墓、個人・家族墓からへ共同墓、樹木葬墓地へ

　樹木葬墓地は、樹木をシンボルとした一種の合葬墓・共同墓

３．自ら準備する葬送墓制の方向

　1975 ～ 1990年代に出現した「都市型共同墓所」

「都市型共同墓所」を成立させている共通の要因は、①個人単位である、②共同祭祀があ

る、③死後の平等性　　新たなコミュニティの形成へ

・女の碑の会・志縁廟（京都市・常寂光寺）

・東長寺・縁の会墓園（東京都新宿区）

・もやいの会「もやいの碑」（東京都豊島区・功徳院）

　特定非営利活動法人・任意後見生前受託機関と生前契約決済機構の設立へ

・妙光寺「安穏廟」（新潟市）

・祥雲寺（現在知勝院）「樹木葬墓地」（岩手県一関市）

　会員制の墓、会員同士と寺による祭祀　縁のない人々が集まって縁を創り共同祭祀をする

・一心寺「骨仏」（大阪市天王寺区）無形の墓・墓地　

４．行政が関与する葬送墓制

*行政の対応1－当初から遺骨の引き取られない人々（一つの共同性）

（１）大阪市の無縁者（仏）の葬儀・火葬・埋葬について

　①無縁仏の「行旅」「民生」「一般」の推移（表）

　　平成9年～平成29年まで

　②葬儀・埋葬の手続きと具体例

　③無縁仏の慰霊祭と無縁堂への納骨

　　各火葬場から遺骨が引き取られない事例　当初から“無縁”と思われる人々

　　「無縁堂」から、満杯状態のため2017年に新設、名称は「慰霊堂」へ

　　無縁者という１つの共同性（死者のコミュニティ）を行政が一つの「“無縁”堂」に

　　　埋葬、現在「“慰霊”堂」に

　引き取られない遺骨は1年間火葬場に保管後、最初の9月1日以降大阪市設南霊園に引

き継がれ、毎年秋に埋蔵と慰霊祭。挨拶と献花

　生活保護の関係から市の健康福祉局、斎場霊園の関係から市の環境局の関係者、あい

りん地区代表者、遺族の一部が参加。「大阪市斎場保管遺骨取扱い要綱」

（２）行政の対応２－京都市の深草墓園の納骨堂（共同墓）

　①京都市深草墓園の春季と秋季の慰霊祭

　　京都市主催式典と遺族有志代表式典の2部制

　　市長、市会議員、墓地関係では保健医療・介護担当局、保健衛生担当関係者

　　遺族代表者と宗教連盟から」各宗教宗派代表者

　　秋季は仏教、春季は神道、キリスト教など多様な宗教による

　②慰霊祭の進行状況－参加者の数、献花

　③墓は今後どうなっていくか－無縁仏もともに合祀される納骨堂

京都市深草墓園の納骨件数の推移と、無縁仏の納骨の推移（行旅死亡人と生活保護受給者）

*行政の役割が増加する

（３）行政の対応③－横須賀市のエンディングサポート事業

　・身元判明者なのに引き取られない遺骨が増加

　・経済的困難にある一人暮らしの高齢者の死後の準備

　・一人暮らし高齢者、市役所、葬儀社、地域住民の取り決めと新たな展開

５．共同性を担っていた人々の変化による共同性の変容と共同性の消滅

誰が、死者と生者の共同性（間）を取り持つか

・家族（イエ）の墓→無縁墓→合祀墓

　無縁の可能性→当初から共同墓へ→行政の対応、または共同墓で会員同士と寺で祭祀

・会員制の共同墓→会員がいなくなる→無縁の合祀墓→寺による祭祀→

（地域により寺の可能性）

　[会員＋寺院]→会員の死亡や高齢化でその時形成された会員よる共同性はなくなる

→[寺]→地域に存在するが地域とは無縁→[消滅]

・行政による無縁墓・共同墓→当初から無縁者への慰霊や献花は自治体が無くならない

限り持続

死者と生者の共同性を担っていた人々の変化により共同性の変容が起こり、消滅の可能性

では、死者と生者の共同性はいつまで必要とするのか？　時間軸をどこまで考えるのか？

１．「埋葬」と祭祀

　人が死ぬと必ず「埋葬」の問題が発生するが、その死後の在り方を生者との関係でど

のように位置づけるかは文化とそれぞれの時代により異なってくる。我が国では、この

二つの問題を明確には区別せず、祖先祭祀という範疇のなかで、死者(祖先)と生者(祭

祀承継者)という関係性のなかで秩序づけようとした。伝統的な祖先祭祀の観念が国民

道徳として機能していた時代には、両者を関連付けることも可能であったが、現代のよ

うに〈家〉の承継が困難になると、「埋葬」と祭祀承継は異なった事象として、区分す

る必要性が生まれてくる。

　この祭祀承継について、法律学（民法）の多数説は、昭和28年9月の東京高裁決定の

趣旨に従い、祭祀承継は義務でないと論じる。ただ、祭祀承継を義務でないと位置づけ

ても、「埋葬」を義務ではないと主張できるだろうか。民法第897条は祭祀承継について

規定しているが、祭祀から「埋葬」を概念上区分して、これを論じる議論はまだ法律学

でも多数説にはなっていない。

２．「埋葬」と改葬

　「埋葬」とは、人を葬る行為であり、通常は人の死に際して近親の親族や国（地方公

共団体を含む）がそれぞれの「義務」を担うことになる。これに対して、改葬は死者が「埋

葬」されている環境で、生者の側の事情により死者の遺体ないし遺骨（以下「遺骨等」

という）を移動させる行為である。日本では「改葬」は二つに区分され、一般の改葬は

遺骨等の承継者(墓地の使用者)の意思に基づいて行うものであり、承継者がいない遺

骨等の改葬は、「無縁墳墓」として墓地の経営者や工事関係者などの利害関係人の申請

人によって行われる。つまり、改葬という行為は、埋葬終了後におこった生者の側（た

とえば近親の家族や社会）の事情によって行われるものであり、法律はこの改葬を公法

上の許可が必要な行為として規定している（墓地埋葬法第5条）。

３．改葬の歴史的展開―「改葬」の制度的展開

　明治政府は、一度埋葬した遺体を掘り起こして改葬することは「人情忍び難き」とし

てこれに難色を示した。しかし、明治維新の近代化政策のなかでは都市の大改造（市区

計画=都市計画）が不可欠であり、特に東京の中心部（朱引き内）において明治末期に

かけて埋葬を禁止し、墓地の郊外への移転政策を展開する。この時期、(1)東京の中心

部から土葬用墓地がなくなり、(2)火葬が普及し、（3)納骨堂の新設が許可され、(4)墓

地の郊外への移転が進められていく。また、墓地移転に伴う大規模な改葬事業のなかで

無縁改葬制度も制度化されることになる。

４．無縁墳墓改葬制度の展開

　無縁改葬が制度化されるのは1932（昭和7）年のことである。〈家〉の存在を前提とし、

承継者がいない祖先達の収骨された墳墓を「無縁」として改葬し、〈家〉の永続性の例外

として制度化された。国家等による公共工事などの事由による改葬も公益優先の原則を貫

き、改葬には充分な保障を行いながら、改葬を許容した。無縁墳墓改葬については、全国

紙への新聞公告が求められ、昭和7年・昭和23年においても改葬を実施するためには高い

ハードルを用意したが、平成11年の改正からは多額の費用を必要とする新聞公告から官

報公告に変更され、無縁改葬手続きが簡素化されるようになった。

　昭和7年に無縁改葬は、資本主義の発展に伴う〈家〉の動揺のなかで無縁改葬制度が機

能していったが、平成11年の無縁改葬制度は少子化時代のなかでの承継者不在の墳墓が

大量に発生することに対応したものであった。

５．無縁改葬制度の現状について

　平成11年5月から平成30年3月までの官報による無縁改葬公告の数は、4,842件､そのう

ち「墓地整備等」3,566件、「公共工事等」1,368件「不詳」8件となっている。この新制度当初は、

「公共工事等」の占める割合が5割程度占めていたが、次第にその割合が減少し、「墓地整

備等」の占める割合が8割程度まで増加してきている。ただ、全体数としては年間で250

件から300件の推移している。また、無縁改葬の有り様は地域によって大きく異なり、また、

墓地や寺院の廃止が行われるようになる。また、この時期の特徴としては、市営墓地でも

墓地使用権を経営者に返却する事例が顕著に増加し、また無縁改葬だけではなく、一般改

葬の数も増加している。全体の傾向としては、(1)「墓地の永続性」という原則が崩れか

かかっていること、(2)「墓地使用の永代」という観念も失われつつあり、(3)墓地は死者

の「終の棲家」であるという観念もなくなりつつあるということである。

６．墓地埋葬秩序の再構築について

　墓地埋葬秩序は、「埋葬」過程とそれ以降の死者の保護の過程に区分できる。現行の墓

地埋葬法は、〈家〉の存在を前提に、公衆衛生と宗教感情の二つの原理によって秩序づけ

ようとしたが、現代においては綻びが見えてきた。これまでは死者の保護を子孫に委ねて

いたが、個人化の浸透とともに子孫がむしろ祖先(死者)の安全を脅かすようになってき

た。しかし、現行の墓地埋葬法には「死者の保護」を保障する規定はない。私は、死者の

尊厳性を保障するためには、誰もが「埋葬」される権利を保障され、墓地を「終の棲家」

として保障するシステム(「これを〈埋葬義務〉という」）を構築しなければならない、

と考えている。

・拙著『墓と葬送のゆくえ』(吉川弘文館・2014)

・同『墓地経営者アンケート(市町村編)』平成28-30年度科研費報告書（公開予定）

・同『無縁墳墓改葬制度の現状について』報告書（公開予定）
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　近年、日本の葬儀と寺院をめぐる状況は大きく変化をしてきているといわれる。従来、

亡くなる人全体の九割以上は仏教式葬儀で葬られてきたが、首都圏を中心に、葬式をせず

ただ遺体を火葬するのみの「直葬」や家族のみで葬式をおこなう「家族葬」といった葬儀

簡素化の動きが進んでいる。一方、地方では、ふるさとの墓を整理する「墓じまい」など「墓」

や「先祖」の継承を途絶する動きが見られるようになった。

　従来、葬儀や墓は「家」と先祖祭祀の中で考えられてきた。高度経済成長期以前の一般

的な葬式は、地域や会社関係の中での「家」々の結びつきの中で行われてきたが、職住分

離や核家族化、少子高齢化の影響によって「個人化」した結果、故人の最後の自己表現（一

人称の死）や遺族のグリーフケア（二人称の死）の側面が強調されるようになってきている。

今日、葬儀や墓は「私」的性格を強くし、「公」的な性格を弱めていると考えられる。プ

ライベートな個人を中心とする生死観によって、「終活」や「断捨離」など「他者に迷惑

をかけない」ための死に支度のブームが生み出されているように思われる。

　また、死が公的な性格を弱めたことにより、それまでの葬儀慣習を支えていた仏教寺院

も公的な性格を薄めることになった。地方から都市への人口流出によって市町村の存続が

危ぶまれる社会状況の中で、地方では「家じまい」による檀信徒の減少によって地域寺院

の存立基盤が揺らいでいる（寺じまい）。

　こうした状況を象徴的に表すものとして「送骨」がある。「送骨」とは、遺骨をゆうパッ

クで送り届け、合同供養墓におさめるシステムである。「送骨」を行う寺院もしくは霊園

が増加しているとされ、多くのテレビ、新聞等のメディアで取り上げられている。インター

ネット上には「送骨.com」を含め複数のサイトが「送骨」が行える寺院、霊園の情報を

載せている。富山県の高岡大法寺から始まったとされる「送骨」は、元々は孤独死した遺

骨を廉価で永代供養するシステムであった。その後、マスコミなどで取り上げられる中で、

継承者を持たない人、継承者を期待しない人の終活の手段となった。

　一方、寺院を取り巻く状況も近年、大きく変化している。平成26年5月に、民間の研究

機関である日本創成会議（座長・増田寛也）によって「消滅可能性自治体896」が公表され、

その内容は中公新書『地方消滅』として出版された。自治体数896は当時の全市町村数の

49.8％にあたる。日本創成会議報告書と前後して、伝統仏教各宗派は、過疎地寺院につい

ての調査報告書や対策のためのガイドブック（事例集）を続々発刊している。たとえば臨

済宗妙心寺派は平成26年に「被兼務寺院 調査報告」を、浄土宗は平成29年に「過疎地域

における寺院に関する研究」などの調査報告書を刊行しており、地域の過疎化への対応事

例集としては、浄土真宗本願寺派が「お寺は変わる」(2007)、「ひろがるお寺」（2013）を、

日蓮宗が「元気なお寺づくり読本」（2010）を刊行するなど、地方の過疎化に対する危機

感の高さがうかがわれる。

　妙心寺派「被兼務寺院調査報告」では、今日問題となっている点として、都市部への人

口流出によって次世代の檀信徒となるべき人々が過疎地域の寺院の近在に居住しなくな

り、加えて、戦後の高度成長期に地方から都市部へ移動した人々が老齢期を迎えたことで

少子化とともに都市部でも高齢化が進んだことによって、都市においては既存の伝統的宗

教意識が低くなっていることを指摘している。多死少子化社会への対応としては、①地方

において人口減少が続くと予想される中、合併などの効率化を行うとともに、僧侶、檀信

徒の両方で後継者を育てること、②都市において宗教伝統を引き継ぐ檀信徒、都市的な布

教を行える僧侶を育成することの両方が必要であると報告されている。こうした妙心寺派

が置かれている状況は、その他の伝統仏教宗派にも共通したものであると考えられる。

　地方においては過疎化と大都市における葬儀の私化により、「境内墓地に家墓を持つも

の＝檀家」という前提が崩れつつある。葬送墓制における都市への人口集中、地方の過

疎化がもっとも明確に現れているのは「墓じまい」であると考えられる。そうした中で、「送

骨」は、檀信徒に変わる地域寺院の経済的支持者を獲得するための方策という意味も持

ちつつある。

　「送骨」は、①後継者のいない人々が死後の年忌供養を寺院などに委託し永代供養墓に

入るシステムから、年忌供養をのぞき、②死後の焼骨の埋葬を第三者が郵送によって行う

ものである。子どもが都市部に転出し、地元に残った親が亡くなる、もしくは呼び寄せ

られるのと、故郷の墓が「墓じまい」によって都市部に移される場合、故郷から持ち出

された骨は、集合墓に合葬されることが多い。地方の寺院や霊園が「送骨」を受け入れ

ることは、新潟県の角田山妙光寺の安穏廟や岩手県の長倉山知勝院の樹木葬墓地のよう

に、地方で試みられる新しい墓地が、地元よりむしろ都市部の利用者をターゲットとし

てきたことと通じる。

　孤独死した本人が、先立った配偶者などの遺骨を保持している場合もある。行き場の

ない遺骨を引き取る寺院、墓地はますます必要となると考えられる。遺骨をゆうパック

で郵送することが、公序良俗や宗教感情に照らして許されるかという点については、議

論の余地はあるが、親族がなく葬儀費用も乏しいため血縁でない第3者によって納骨す

ることを余儀なくされる人々があることを考えれば、一概に禁止することは難しいので

はないだろうか。

　「送骨」で葬られた死者と、寺院などが年忌供養を行う契約をした永代供養墓と大きく

異なるのは、個別の死者に対する年忌供養が行われるかどうかである。「家」を中心とし

た伝統的な葬儀慣習において年忌供養は、死後の通過儀礼であるとともに、故人の関係者

が定期的に死者を偲び、その死を受け入れるという機能を持っていた。「送骨」は、親族

や地域社会の関わりが減少している中で、これまでの伝統的な葬儀慣習の重要な一部で

あった年忌供養が、現代社会、特に都市社会においてどのような意味を持ち続けることが

できるかを問いかけていると考えられる。

送骨と寺院

村上　興匡（大正大学）

１．単身化社会・無縁化社会の進行と葬送墓制の3つの方向

イエ亡き時代の個人化する死の葬送墓制の方向（図）

　・従来の葬送墓制の方法（イエが単位）　減少

　・自ら準備する葬送墓制　　拡大

　・行政の関与する葬送墓制　拡大

２．従来の葬送墓制の方向

　永代供養墓、個人・家族墓からへ共同墓、樹木葬墓地へ

　樹木葬墓地は、樹木をシンボルとした一種の合葬墓・共同墓

３．自ら準備する葬送墓制の方向

　1975 ～ 1990年代に出現した「都市型共同墓所」

「都市型共同墓所」を成立させている共通の要因は、①個人単位である、②共同祭祀があ

る、③死後の平等性　　新たなコミュニティの形成へ

・女の碑の会・志縁廟（京都市・常寂光寺）

・東長寺・縁の会墓園（東京都新宿区）

・もやいの会「もやいの碑」（東京都豊島区・功徳院）

　特定非営利活動法人・任意後見生前受託機関と生前契約決済機構の設立へ

・妙光寺「安穏廟」（新潟市）

・祥雲寺（現在知勝院）「樹木葬墓地」（岩手県一関市）

　会員制の墓、会員同士と寺による祭祀　縁のない人々が集まって縁を創り共同祭祀をする

・一心寺「骨仏」（大阪市天王寺区）無形の墓・墓地　

４．行政が関与する葬送墓制

*行政の対応1－当初から遺骨の引き取られない人々（一つの共同性）

（１）大阪市の無縁者（仏）の葬儀・火葬・埋葬について

　①無縁仏の「行旅」「民生」「一般」の推移（表）

　　平成9年～平成29年まで

　②葬儀・埋葬の手続きと具体例

　③無縁仏の慰霊祭と無縁堂への納骨

　　各火葬場から遺骨が引き取られない事例　当初から“無縁”と思われる人々

　　「無縁堂」から、満杯状態のため2017年に新設、名称は「慰霊堂」へ

　　無縁者という１つの共同性（死者のコミュニティ）を行政が一つの「“無縁”堂」に

　　　埋葬、現在「“慰霊”堂」に

　引き取られない遺骨は1年間火葬場に保管後、最初の9月1日以降大阪市設南霊園に引

き継がれ、毎年秋に埋蔵と慰霊祭。挨拶と献花

　生活保護の関係から市の健康福祉局、斎場霊園の関係から市の環境局の関係者、あい

りん地区代表者、遺族の一部が参加。「大阪市斎場保管遺骨取扱い要綱」

（２）行政の対応２－京都市の深草墓園の納骨堂（共同墓）

　①京都市深草墓園の春季と秋季の慰霊祭

　　京都市主催式典と遺族有志代表式典の2部制

　　市長、市会議員、墓地関係では保健医療・介護担当局、保健衛生担当関係者

　　遺族代表者と宗教連盟から」各宗教宗派代表者

　　秋季は仏教、春季は神道、キリスト教など多様な宗教による

　②慰霊祭の進行状況－参加者の数、献花

　③墓は今後どうなっていくか－無縁仏もともに合祀される納骨堂

京都市深草墓園の納骨件数の推移と、無縁仏の納骨の推移（行旅死亡人と生活保護受給者）

*行政の役割が増加する

（３）行政の対応③－横須賀市のエンディングサポート事業

　・身元判明者なのに引き取られない遺骨が増加

　・経済的困難にある一人暮らしの高齢者の死後の準備

　・一人暮らし高齢者、市役所、葬儀社、地域住民の取り決めと新たな展開

５．共同性を担っていた人々の変化による共同性の変容と共同性の消滅

誰が、死者と生者の共同性（間）を取り持つか

・家族（イエ）の墓→無縁墓→合祀墓

　無縁の可能性→当初から共同墓へ→行政の対応、または共同墓で会員同士と寺で祭祀

・会員制の共同墓→会員がいなくなる→無縁の合祀墓→寺による祭祀→

（地域により寺の可能性）

　[会員＋寺院]→会員の死亡や高齢化でその時形成された会員よる共同性はなくなる

→[寺]→地域に存在するが地域とは無縁→[消滅]

・行政による無縁墓・共同墓→当初から無縁者への慰霊や献花は自治体が無くならない

限り持続

死者と生者の共同性を担っていた人々の変化により共同性の変容が起こり、消滅の可能性

では、死者と生者の共同性はいつまで必要とするのか？　時間軸をどこまで考えるのか？

１．「埋葬」と祭祀

　人が死ぬと必ず「埋葬」の問題が発生するが、その死後の在り方を生者との関係でど

のように位置づけるかは文化とそれぞれの時代により異なってくる。我が国では、この

二つの問題を明確には区別せず、祖先祭祀という範疇のなかで、死者(祖先)と生者(祭

祀承継者)という関係性のなかで秩序づけようとした。伝統的な祖先祭祀の観念が国民

道徳として機能していた時代には、両者を関連付けることも可能であったが、現代のよ

うに〈家〉の承継が困難になると、「埋葬」と祭祀承継は異なった事象として、区分す

る必要性が生まれてくる。

　この祭祀承継について、法律学（民法）の多数説は、昭和28年9月の東京高裁決定の

趣旨に従い、祭祀承継は義務でないと論じる。ただ、祭祀承継を義務でないと位置づけ

ても、「埋葬」を義務ではないと主張できるだろうか。民法第897条は祭祀承継について

規定しているが、祭祀から「埋葬」を概念上区分して、これを論じる議論はまだ法律学

でも多数説にはなっていない。

２．「埋葬」と改葬

　「埋葬」とは、人を葬る行為であり、通常は人の死に際して近親の親族や国（地方公

共団体を含む）がそれぞれの「義務」を担うことになる。これに対して、改葬は死者が「埋

葬」されている環境で、生者の側の事情により死者の遺体ないし遺骨（以下「遺骨等」

という）を移動させる行為である。日本では「改葬」は二つに区分され、一般の改葬は

遺骨等の承継者(墓地の使用者)の意思に基づいて行うものであり、承継者がいない遺

骨等の改葬は、「無縁墳墓」として墓地の経営者や工事関係者などの利害関係人の申請

人によって行われる。つまり、改葬という行為は、埋葬終了後におこった生者の側（た

とえば近親の家族や社会）の事情によって行われるものであり、法律はこの改葬を公法

上の許可が必要な行為として規定している（墓地埋葬法第5条）。

３．改葬の歴史的展開―「改葬」の制度的展開

　明治政府は、一度埋葬した遺体を掘り起こして改葬することは「人情忍び難き」とし

てこれに難色を示した。しかし、明治維新の近代化政策のなかでは都市の大改造（市区

計画=都市計画）が不可欠であり、特に東京の中心部（朱引き内）において明治末期に

かけて埋葬を禁止し、墓地の郊外への移転政策を展開する。この時期、(1)東京の中心

部から土葬用墓地がなくなり、(2)火葬が普及し、（3)納骨堂の新設が許可され、(4)墓

地の郊外への移転が進められていく。また、墓地移転に伴う大規模な改葬事業のなかで

無縁改葬制度も制度化されることになる。

４．無縁墳墓改葬制度の展開

　無縁改葬が制度化されるのは1932（昭和7）年のことである。〈家〉の存在を前提とし、

承継者がいない祖先達の収骨された墳墓を「無縁」として改葬し、〈家〉の永続性の例外

として制度化された。国家等による公共工事などの事由による改葬も公益優先の原則を貫

き、改葬には充分な保障を行いながら、改葬を許容した。無縁墳墓改葬については、全国

紙への新聞公告が求められ、昭和7年・昭和23年においても改葬を実施するためには高い

ハードルを用意したが、平成11年の改正からは多額の費用を必要とする新聞公告から官

報公告に変更され、無縁改葬手続きが簡素化されるようになった。

　昭和7年に無縁改葬は、資本主義の発展に伴う〈家〉の動揺のなかで無縁改葬制度が機

能していったが、平成11年の無縁改葬制度は少子化時代のなかでの承継者不在の墳墓が

大量に発生することに対応したものであった。

５．無縁改葬制度の現状について

　平成11年5月から平成30年3月までの官報による無縁改葬公告の数は、4,842件､そのう

ち「墓地整備等」3,566件、「公共工事等」1,368件「不詳」8件となっている。この新制度当初は、

「公共工事等」の占める割合が5割程度占めていたが、次第にその割合が減少し、「墓地整

備等」の占める割合が8割程度まで増加してきている。ただ、全体数としては年間で250

件から300件の推移している。また、無縁改葬の有り様は地域によって大きく異なり、また、

墓地や寺院の廃止が行われるようになる。また、この時期の特徴としては、市営墓地でも

墓地使用権を経営者に返却する事例が顕著に増加し、また無縁改葬だけではなく、一般改

葬の数も増加している。全体の傾向としては、(1)「墓地の永続性」という原則が崩れか

かかっていること、(2)「墓地使用の永代」という観念も失われつつあり、(3)墓地は死者

の「終の棲家」であるという観念もなくなりつつあるということである。

６．墓地埋葬秩序の再構築について

　墓地埋葬秩序は、「埋葬」過程とそれ以降の死者の保護の過程に区分できる。現行の墓

地埋葬法は、〈家〉の存在を前提に、公衆衛生と宗教感情の二つの原理によって秩序づけ

ようとしたが、現代においては綻びが見えてきた。これまでは死者の保護を子孫に委ねて

いたが、個人化の浸透とともに子孫がむしろ祖先(死者)の安全を脅かすようになってき

た。しかし、現行の墓地埋葬法には「死者の保護」を保障する規定はない。私は、死者の

尊厳性を保障するためには、誰もが「埋葬」される権利を保障され、墓地を「終の棲家」

として保障するシステム(「これを〈埋葬義務〉という」）を構築しなければならない、

と考えている。

・拙著『墓と葬送のゆくえ』(吉川弘文館・2014)

・同『墓地経営者アンケート(市町村編)』平成28-30年度科研費報告書（公開予定）

・同『無縁墳墓改葬制度の現状について』報告書（公開予定）
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　近年、日本の葬儀と寺院をめぐる状況は大きく変化をしてきているといわれる。従来、

亡くなる人全体の九割以上は仏教式葬儀で葬られてきたが、首都圏を中心に、葬式をせず

ただ遺体を火葬するのみの「直葬」や家族のみで葬式をおこなう「家族葬」といった葬儀

簡素化の動きが進んでいる。一方、地方では、ふるさとの墓を整理する「墓じまい」など「墓」

や「先祖」の継承を途絶する動きが見られるようになった。

　従来、葬儀や墓は「家」と先祖祭祀の中で考えられてきた。高度経済成長期以前の一般

的な葬式は、地域や会社関係の中での「家」々の結びつきの中で行われてきたが、職住分

離や核家族化、少子高齢化の影響によって「個人化」した結果、故人の最後の自己表現（一

人称の死）や遺族のグリーフケア（二人称の死）の側面が強調されるようになってきている。

今日、葬儀や墓は「私」的性格を強くし、「公」的な性格を弱めていると考えられる。プ

ライベートな個人を中心とする生死観によって、「終活」や「断捨離」など「他者に迷惑

をかけない」ための死に支度のブームが生み出されているように思われる。

　また、死が公的な性格を弱めたことにより、それまでの葬儀慣習を支えていた仏教寺院

も公的な性格を薄めることになった。地方から都市への人口流出によって市町村の存続が

危ぶまれる社会状況の中で、地方では「家じまい」による檀信徒の減少によって地域寺院

の存立基盤が揺らいでいる（寺じまい）。

　こうした状況を象徴的に表すものとして「送骨」がある。「送骨」とは、遺骨をゆうパッ

クで送り届け、合同供養墓におさめるシステムである。「送骨」を行う寺院もしくは霊園

が増加しているとされ、多くのテレビ、新聞等のメディアで取り上げられている。インター

ネット上には「送骨.com」を含め複数のサイトが「送骨」が行える寺院、霊園の情報を

載せている。富山県の高岡大法寺から始まったとされる「送骨」は、元々は孤独死した遺

骨を廉価で永代供養するシステムであった。その後、マスコミなどで取り上げられる中で、

継承者を持たない人、継承者を期待しない人の終活の手段となった。

　一方、寺院を取り巻く状況も近年、大きく変化している。平成26年5月に、民間の研究

機関である日本創成会議（座長・増田寛也）によって「消滅可能性自治体896」が公表され、

その内容は中公新書『地方消滅』として出版された。自治体数896は当時の全市町村数の

49.8％にあたる。日本創成会議報告書と前後して、伝統仏教各宗派は、過疎地寺院につい

ての調査報告書や対策のためのガイドブック（事例集）を続々発刊している。たとえば臨

済宗妙心寺派は平成26年に「被兼務寺院 調査報告」を、浄土宗は平成29年に「過疎地域

における寺院に関する研究」などの調査報告書を刊行しており、地域の過疎化への対応事

例集としては、浄土真宗本願寺派が「お寺は変わる」(2007)、「ひろがるお寺」（2013）を、

日蓮宗が「元気なお寺づくり読本」（2010）を刊行するなど、地方の過疎化に対する危機

感の高さがうかがわれる。

　妙心寺派「被兼務寺院調査報告」では、今日問題となっている点として、都市部への人

口流出によって次世代の檀信徒となるべき人々が過疎地域の寺院の近在に居住しなくな

り、加えて、戦後の高度成長期に地方から都市部へ移動した人々が老齢期を迎えたことで

少子化とともに都市部でも高齢化が進んだことによって、都市においては既存の伝統的宗

教意識が低くなっていることを指摘している。多死少子化社会への対応としては、①地方

において人口減少が続くと予想される中、合併などの効率化を行うとともに、僧侶、檀信

徒の両方で後継者を育てること、②都市において宗教伝統を引き継ぐ檀信徒、都市的な布

教を行える僧侶を育成することの両方が必要であると報告されている。こうした妙心寺派

が置かれている状況は、その他の伝統仏教宗派にも共通したものであると考えられる。

　地方においては過疎化と大都市における葬儀の私化により、「境内墓地に家墓を持つも

の＝檀家」という前提が崩れつつある。葬送墓制における都市への人口集中、地方の過

疎化がもっとも明確に現れているのは「墓じまい」であると考えられる。そうした中で、「送

骨」は、檀信徒に変わる地域寺院の経済的支持者を獲得するための方策という意味も持

ちつつある。

　「送骨」は、①後継者のいない人々が死後の年忌供養を寺院などに委託し永代供養墓に

入るシステムから、年忌供養をのぞき、②死後の焼骨の埋葬を第三者が郵送によって行う

ものである。子どもが都市部に転出し、地元に残った親が亡くなる、もしくは呼び寄せ

られるのと、故郷の墓が「墓じまい」によって都市部に移される場合、故郷から持ち出

された骨は、集合墓に合葬されることが多い。地方の寺院や霊園が「送骨」を受け入れ

ることは、新潟県の角田山妙光寺の安穏廟や岩手県の長倉山知勝院の樹木葬墓地のよう

に、地方で試みられる新しい墓地が、地元よりむしろ都市部の利用者をターゲットとし

てきたことと通じる。

　孤独死した本人が、先立った配偶者などの遺骨を保持している場合もある。行き場の

ない遺骨を引き取る寺院、墓地はますます必要となると考えられる。遺骨をゆうパック

で郵送することが、公序良俗や宗教感情に照らして許されるかという点については、議

論の余地はあるが、親族がなく葬儀費用も乏しいため血縁でない第3者によって納骨す

ることを余儀なくされる人々があることを考えれば、一概に禁止することは難しいので

はないだろうか。

　「送骨」で葬られた死者と、寺院などが年忌供養を行う契約をした永代供養墓と大きく

異なるのは、個別の死者に対する年忌供養が行われるかどうかである。「家」を中心とし

た伝統的な葬儀慣習において年忌供養は、死後の通過儀礼であるとともに、故人の関係者

が定期的に死者を偲び、その死を受け入れるという機能を持っていた。「送骨」は、親族

や地域社会の関わりが減少している中で、これまでの伝統的な葬儀慣習の重要な一部で

あった年忌供養が、現代社会、特に都市社会においてどのような意味を持ち続けることが

できるかを問いかけていると考えられる。

１．単身化社会・無縁化社会の進行と葬送墓制の3つの方向

イエ亡き時代の個人化する死の葬送墓制の方向（図）

　・従来の葬送墓制の方法（イエが単位）　減少

　・自ら準備する葬送墓制　　拡大

　・行政の関与する葬送墓制　拡大

２．従来の葬送墓制の方向

　永代供養墓、個人・家族墓からへ共同墓、樹木葬墓地へ

　樹木葬墓地は、樹木をシンボルとした一種の合葬墓・共同墓

３．自ら準備する葬送墓制の方向

　1975 ～ 1990年代に出現した「都市型共同墓所」

「都市型共同墓所」を成立させている共通の要因は、①個人単位である、②共同祭祀があ

る、③死後の平等性　　新たなコミュニティの形成へ

・女の碑の会・志縁廟（京都市・常寂光寺）

・東長寺・縁の会墓園（東京都新宿区）

・もやいの会「もやいの碑」（東京都豊島区・功徳院）

　特定非営利活動法人・任意後見生前受託機関と生前契約決済機構の設立へ

・妙光寺「安穏廟」（新潟市）

・祥雲寺（現在知勝院）「樹木葬墓地」（岩手県一関市）

　会員制の墓、会員同士と寺による祭祀　縁のない人々が集まって縁を創り共同祭祀をする

・一心寺「骨仏」（大阪市天王寺区）無形の墓・墓地　

４．行政が関与する葬送墓制

*行政の対応1－当初から遺骨の引き取られない人々（一つの共同性）

（１）大阪市の無縁者（仏）の葬儀・火葬・埋葬について

　①無縁仏の「行旅」「民生」「一般」の推移（表）

　　平成9年～平成29年まで

　②葬儀・埋葬の手続きと具体例

　③無縁仏の慰霊祭と無縁堂への納骨

　　各火葬場から遺骨が引き取られない事例　当初から“無縁”と思われる人々

　　「無縁堂」から、満杯状態のため2017年に新設、名称は「慰霊堂」へ

　　無縁者という１つの共同性（死者のコミュニティ）を行政が一つの「“無縁”堂」に

　　　埋葬、現在「“慰霊”堂」に

　引き取られない遺骨は1年間火葬場に保管後、最初の9月1日以降大阪市設南霊園に引

き継がれ、毎年秋に埋蔵と慰霊祭。挨拶と献花

　生活保護の関係から市の健康福祉局、斎場霊園の関係から市の環境局の関係者、あい

りん地区代表者、遺族の一部が参加。「大阪市斎場保管遺骨取扱い要綱」

（２）行政の対応２－京都市の深草墓園の納骨堂（共同墓）

　①京都市深草墓園の春季と秋季の慰霊祭

　　京都市主催式典と遺族有志代表式典の2部制

　　市長、市会議員、墓地関係では保健医療・介護担当局、保健衛生担当関係者

　　遺族代表者と宗教連盟から」各宗教宗派代表者

　　秋季は仏教、春季は神道、キリスト教など多様な宗教による

　②慰霊祭の進行状況－参加者の数、献花

　③墓は今後どうなっていくか－無縁仏もともに合祀される納骨堂

京都市深草墓園の納骨件数の推移と、無縁仏の納骨の推移（行旅死亡人と生活保護受給者）

*行政の役割が増加する

（３）行政の対応③－横須賀市のエンディングサポート事業

　・身元判明者なのに引き取られない遺骨が増加

　・経済的困難にある一人暮らしの高齢者の死後の準備

　・一人暮らし高齢者、市役所、葬儀社、地域住民の取り決めと新たな展開

５．共同性を担っていた人々の変化による共同性の変容と共同性の消滅

誰が、死者と生者の共同性（間）を取り持つか

・家族（イエ）の墓→無縁墓→合祀墓

　無縁の可能性→当初から共同墓へ→行政の対応、または共同墓で会員同士と寺で祭祀

・会員制の共同墓→会員がいなくなる→無縁の合祀墓→寺による祭祀→

（地域により寺の可能性）

　[会員＋寺院]→会員の死亡や高齢化でその時形成された会員よる共同性はなくなる

→[寺]→地域に存在するが地域とは無縁→[消滅]

・行政による無縁墓・共同墓→当初から無縁者への慰霊や献花は自治体が無くならない

限り持続

死者と生者の共同性を担っていた人々の変化により共同性の変容が起こり、消滅の可能性

では、死者と生者の共同性はいつまで必要とするのか？　時間軸をどこまで考えるのか？

１．「埋葬」と祭祀

　人が死ぬと必ず「埋葬」の問題が発生するが、その死後の在り方を生者との関係でど

のように位置づけるかは文化とそれぞれの時代により異なってくる。我が国では、この

二つの問題を明確には区別せず、祖先祭祀という範疇のなかで、死者(祖先)と生者(祭

祀承継者)という関係性のなかで秩序づけようとした。伝統的な祖先祭祀の観念が国民

道徳として機能していた時代には、両者を関連付けることも可能であったが、現代のよ

うに〈家〉の承継が困難になると、「埋葬」と祭祀承継は異なった事象として、区分す

る必要性が生まれてくる。

　この祭祀承継について、法律学（民法）の多数説は、昭和28年9月の東京高裁決定の

趣旨に従い、祭祀承継は義務でないと論じる。ただ、祭祀承継を義務でないと位置づけ

ても、「埋葬」を義務ではないと主張できるだろうか。民法第897条は祭祀承継について

規定しているが、祭祀から「埋葬」を概念上区分して、これを論じる議論はまだ法律学

でも多数説にはなっていない。

２．「埋葬」と改葬

　「埋葬」とは、人を葬る行為であり、通常は人の死に際して近親の親族や国（地方公

共団体を含む）がそれぞれの「義務」を担うことになる。これに対して、改葬は死者が「埋

葬」されている環境で、生者の側の事情により死者の遺体ないし遺骨（以下「遺骨等」

という）を移動させる行為である。日本では「改葬」は二つに区分され、一般の改葬は

遺骨等の承継者(墓地の使用者)の意思に基づいて行うものであり、承継者がいない遺

骨等の改葬は、「無縁墳墓」として墓地の経営者や工事関係者などの利害関係人の申請

人によって行われる。つまり、改葬という行為は、埋葬終了後におこった生者の側（た

とえば近親の家族や社会）の事情によって行われるものであり、法律はこの改葬を公法

上の許可が必要な行為として規定している（墓地埋葬法第5条）。

３．改葬の歴史的展開―「改葬」の制度的展開

　明治政府は、一度埋葬した遺体を掘り起こして改葬することは「人情忍び難き」とし

てこれに難色を示した。しかし、明治維新の近代化政策のなかでは都市の大改造（市区

計画=都市計画）が不可欠であり、特に東京の中心部（朱引き内）において明治末期に

かけて埋葬を禁止し、墓地の郊外への移転政策を展開する。この時期、(1)東京の中心

部から土葬用墓地がなくなり、(2)火葬が普及し、（3)納骨堂の新設が許可され、(4)墓

地の郊外への移転が進められていく。また、墓地移転に伴う大規模な改葬事業のなかで

無縁改葬制度も制度化されることになる。

４．無縁墳墓改葬制度の展開

　無縁改葬が制度化されるのは1932（昭和7）年のことである。〈家〉の存在を前提とし、

承継者がいない祖先達の収骨された墳墓を「無縁」として改葬し、〈家〉の永続性の例外

として制度化された。国家等による公共工事などの事由による改葬も公益優先の原則を貫

き、改葬には充分な保障を行いながら、改葬を許容した。無縁墳墓改葬については、全国

紙への新聞公告が求められ、昭和7年・昭和23年においても改葬を実施するためには高い

ハードルを用意したが、平成11年の改正からは多額の費用を必要とする新聞公告から官

報公告に変更され、無縁改葬手続きが簡素化されるようになった。

　昭和7年に無縁改葬は、資本主義の発展に伴う〈家〉の動揺のなかで無縁改葬制度が機

能していったが、平成11年の無縁改葬制度は少子化時代のなかでの承継者不在の墳墓が

大量に発生することに対応したものであった。

５．無縁改葬制度の現状について

　平成11年5月から平成30年3月までの官報による無縁改葬公告の数は、4,842件､そのう

ち「墓地整備等」3,566件、「公共工事等」1,368件「不詳」8件となっている。この新制度当初は、

「公共工事等」の占める割合が5割程度占めていたが、次第にその割合が減少し、「墓地整

備等」の占める割合が8割程度まで増加してきている。ただ、全体数としては年間で250

件から300件の推移している。また、無縁改葬の有り様は地域によって大きく異なり、また、

墓地や寺院の廃止が行われるようになる。また、この時期の特徴としては、市営墓地でも

墓地使用権を経営者に返却する事例が顕著に増加し、また無縁改葬だけではなく、一般改

葬の数も増加している。全体の傾向としては、(1)「墓地の永続性」という原則が崩れか

かかっていること、(2)「墓地使用の永代」という観念も失われつつあり、(3)墓地は死者

の「終の棲家」であるという観念もなくなりつつあるということである。

６．墓地埋葬秩序の再構築について

　墓地埋葬秩序は、「埋葬」過程とそれ以降の死者の保護の過程に区分できる。現行の墓

地埋葬法は、〈家〉の存在を前提に、公衆衛生と宗教感情の二つの原理によって秩序づけ

ようとしたが、現代においては綻びが見えてきた。これまでは死者の保護を子孫に委ねて

いたが、個人化の浸透とともに子孫がむしろ祖先(死者)の安全を脅かすようになってき

た。しかし、現行の墓地埋葬法には「死者の保護」を保障する規定はない。私は、死者の

尊厳性を保障するためには、誰もが「埋葬」される権利を保障され、墓地を「終の棲家」

として保障するシステム(「これを〈埋葬義務〉という」）を構築しなければならない、

と考えている。

・拙著『墓と葬送のゆくえ』(吉川弘文館・2014)

・同『墓地経営者アンケート(市町村編)』平成28-30年度科研費報告書（公開予定）

・同『無縁墳墓改葬制度の現状について』報告書（公開予定）
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　　家といふ群がもし本とうに崩れてしまふものならば、其代りとなって再び出現す　　

　るものは、どんな群であらうか。

　　　　　　　　　 (柳田國男「社会科教育と民間伝承」『民間伝承』12-7、1948年) 

　従来までの民俗学の流れの中では、終戦の翌年に刊行された『先祖の話』において＜イ

エの永続＞を声高に叫んでいた柳田國男の姿がしばしば指摘され、これこそが柳田の「先

祖祭祀論」の終着点であるという理解がもっぱらであった。しかし戦後を迎えた柳田が、

その主張を百八十度反転させ、＜イエの寿命＞を主張しつつイエに代わって死者の面倒を

見る群を模索していた、という事実は現在もなお意外に知られていない。時代を見るに長

けた柳田は、戦後の民法の中からイエの規定が消えてしまうことを苦々しく思いつつも、

それが定着した後の日本における「死者」の扱いを考え、“死者の記憶”が忘れられない

ためのイエに代わるソリダリティ（連帯社会）を模索し続けていたのである。その際には「ド

シ」「友だち」などと呼ぶ同齢感覚集団を候補として挙げていたが、最終結論を待たずして、

柳田は自身が祀られる対象となった［鈴木:1994］。

　＜制度としてのイエ＞が消滅した戦後民法の発布以降、その後もなお継続していた＜意

識としてのイエ＞も、戦後73年経った現在では希薄化の一途を辿っている。その結果、

現在われわれが直面しているのは、イエ亡き時代、イエに代わって誰が「死者」の面倒を

見るのか？という、まさに、かつての柳田が、戦後間もなくから探究しつつも未完に終わっ

た課題である。

　「死者」とは、死んだ人、生者に対して今は亡き故人を指す用語である。とはいえ、「死者」

と対峙する現場を考えてみるなら、われわれは「死者」全てに同じ感覚を抱いて接しては

いない。大別するなら、「私」自身がもつ「死者」に対する“想い”の有無の点から「死者」

を二種に分けて対峙しているのである。第一の「死者」は家族や親族・知人など、「私」にとっ

て特別な“想い”のある具体的故人である。かかる「死者」は、「私」にとり「意味ある死者」

（significant dead）である。これに対し第二の「死者」は、ニュース報道に出る事故の

死者や、道端に見える墓地に葬られている「死者」で、「私」がなんら“想い”も寄せる

ことのない抽象的故人であることから、これは「一般的死者」（generalized dead）と呼

ぶことができる。こうした二分法で「死者」を考えた場合、残された生者が“死者の記憶”

を紡ぐのは、当然“想い”を寄せる「意味ある死者」に限られることになる。

　とは言え、同じく「意味ある死者」と言っても、わが国の“弔い文化”における「死者」は、

死後の経過時間に応じてその質に変化がみられる。近年までのわが国では、葬儀・埋葬後

の「死者」は、それぞれの死亡時を起点とする個別の時間軸の中、一定の間隔を置きつつ

法事が繰り返されることとなる。そして三十三回忌もしくは五十回忌などを境に、以後は

個別の対応がなされなくなる。この最終年忌になされるのが、トムライアゲ慣行である。

これを境に、この「死者」に対する個別の法事は終了し、以後その死者の霊はそのイエの

他の「死者」の霊と融合した「先祖」として祀られるのである。換言するなら、トムライ

アゲを契機に「死者」はそれまでの個性を捨て去り、固有名詞の使用は影を潜めて、「先祖」

という集合名詞で呼ばれることになるのである。

　こうした「意味ある死者」に対する感覚の違いを、「死者」に対する人称の変化に準え

てみるなら、次のようになろう。まず「死者」が生じた場合、その「死者」をに対し“想い”

をもって固有名詞で呼ぶ＜二人称の死者＞の時期がある。これがトムライアゲを終えると、

その「死者」は集合名詞としての「先祖」と名を変え、「死者」の個性は問われなくなる。

さらにその「死者」との対面経験を持つ人がいなくなると、「先祖」の名は残るものの、

個性をもった「死者」そのものの記憶はこの世の中から消滅して行くのである。例えば、

生物学的に父親の曾祖父は必ず存在したはずであるが、その人と対面経験を持つ人は、ま

ず、いまい。その人は自分のイエの紛れもない「先祖」であるため、＜三人称の死者＞と

冷たく切り捨てることはできないが、かといって＜二人称の死者＞と言うほどの親しさも

無いであろう。つまり「意味ある死者」の中には、＜二人称の死者＞と呼ぶことが出来る“想

い”があり対面経験もある「死者」に加え、こうした＜二人称の死者＞以下だが＜三人称

の死者＞以上となる微妙な立ち位置で対処される「死者」も確認されるのである。これを

＜二・五人称の死者＞と呼ぶなら、一般に“死者の記憶”は時間経過と共に、＜二人称の

死者＞から＜二・五人称の死者＞を経、それがさらに＜三人称の死者＞となって、最終的

に忘却される道を辿るものと考えられる。

　以上のような“死者の記憶”のメカニズムを踏まえると、“死者の記憶”がある期間継

続されていくためには、＜二・五人称の死者＞として継承される時期をもつことが重要で

ある。本発表では、柳田のやり残したこの課題を、近年、わが国の墓制においてしばしば

登場する、「永代供養墓」を手掛かりとして考察したい。
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　特定非営利活動法人・任意後見生前受託機関と生前契約決済機構の設立へ

・妙光寺「安穏廟」（新潟市）

・祥雲寺（現在知勝院）「樹木葬墓地」（岩手県一関市）

　会員制の墓、会員同士と寺による祭祀　縁のない人々が集まって縁を創り共同祭祀をする

・一心寺「骨仏」（大阪市天王寺区）無形の墓・墓地　

４．行政が関与する葬送墓制

*行政の対応1－当初から遺骨の引き取られない人々（一つの共同性）

（１）大阪市の無縁者（仏）の葬儀・火葬・埋葬について

　①無縁仏の「行旅」「民生」「一般」の推移（表）

　　平成9年～平成29年まで

　②葬儀・埋葬の手続きと具体例

　③無縁仏の慰霊祭と無縁堂への納骨

　　各火葬場から遺骨が引き取られない事例　当初から“無縁”と思われる人々

　　「無縁堂」から、満杯状態のため2017年に新設、名称は「慰霊堂」へ

　　無縁者という１つの共同性（死者のコミュニティ）を行政が一つの「“無縁”堂」に

　　　埋葬、現在「“慰霊”堂」に

　引き取られない遺骨は1年間火葬場に保管後、最初の9月1日以降大阪市設南霊園に引

き継がれ、毎年秋に埋蔵と慰霊祭。挨拶と献花

　生活保護の関係から市の健康福祉局、斎場霊園の関係から市の環境局の関係者、あい

りん地区代表者、遺族の一部が参加。「大阪市斎場保管遺骨取扱い要綱」

（２）行政の対応２－京都市の深草墓園の納骨堂（共同墓）

　①京都市深草墓園の春季と秋季の慰霊祭

　　京都市主催式典と遺族有志代表式典の2部制

　　市長、市会議員、墓地関係では保健医療・介護担当局、保健衛生担当関係者

　　遺族代表者と宗教連盟から」各宗教宗派代表者

　　秋季は仏教、春季は神道、キリスト教など多様な宗教による

　②慰霊祭の進行状況－参加者の数、献花

　③墓は今後どうなっていくか－無縁仏もともに合祀される納骨堂

京都市深草墓園の納骨件数の推移と、無縁仏の納骨の推移（行旅死亡人と生活保護受給者）

*行政の役割が増加する

（３）行政の対応③－横須賀市のエンディングサポート事業

　・身元判明者なのに引き取られない遺骨が増加

　・経済的困難にある一人暮らしの高齢者の死後の準備

　・一人暮らし高齢者、市役所、葬儀社、地域住民の取り決めと新たな展開

５．共同性を担っていた人々の変化による共同性の変容と共同性の消滅

誰が、死者と生者の共同性（間）を取り持つか

・家族（イエ）の墓→無縁墓→合祀墓

　無縁の可能性→当初から共同墓へ→行政の対応、または共同墓で会員同士と寺で祭祀

・会員制の共同墓→会員がいなくなる→無縁の合祀墓→寺による祭祀→

（地域により寺の可能性）

　[会員＋寺院]→会員の死亡や高齢化でその時形成された会員よる共同性はなくなる

→[寺]→地域に存在するが地域とは無縁→[消滅]

・行政による無縁墓・共同墓→当初から無縁者への慰霊や献花は自治体が無くならない

限り持続

死者と生者の共同性を担っていた人々の変化により共同性の変容が起こり、消滅の可能性

では、死者と生者の共同性はいつまで必要とするのか？　時間軸をどこまで考えるのか？

１．「埋葬」と祭祀

　人が死ぬと必ず「埋葬」の問題が発生するが、その死後の在り方を生者との関係でど

のように位置づけるかは文化とそれぞれの時代により異なってくる。我が国では、この

二つの問題を明確には区別せず、祖先祭祀という範疇のなかで、死者(祖先)と生者(祭

祀承継者)という関係性のなかで秩序づけようとした。伝統的な祖先祭祀の観念が国民

道徳として機能していた時代には、両者を関連付けることも可能であったが、現代のよ

うに〈家〉の承継が困難になると、「埋葬」と祭祀承継は異なった事象として、区分す

る必要性が生まれてくる。

　この祭祀承継について、法律学（民法）の多数説は、昭和28年9月の東京高裁決定の

趣旨に従い、祭祀承継は義務でないと論じる。ただ、祭祀承継を義務でないと位置づけ

ても、「埋葬」を義務ではないと主張できるだろうか。民法第897条は祭祀承継について

規定しているが、祭祀から「埋葬」を概念上区分して、これを論じる議論はまだ法律学

でも多数説にはなっていない。

２．「埋葬」と改葬

　「埋葬」とは、人を葬る行為であり、通常は人の死に際して近親の親族や国（地方公

共団体を含む）がそれぞれの「義務」を担うことになる。これに対して、改葬は死者が「埋

葬」されている環境で、生者の側の事情により死者の遺体ないし遺骨（以下「遺骨等」

という）を移動させる行為である。日本では「改葬」は二つに区分され、一般の改葬は

遺骨等の承継者(墓地の使用者)の意思に基づいて行うものであり、承継者がいない遺

骨等の改葬は、「無縁墳墓」として墓地の経営者や工事関係者などの利害関係人の申請

人によって行われる。つまり、改葬という行為は、埋葬終了後におこった生者の側（た

とえば近親の家族や社会）の事情によって行われるものであり、法律はこの改葬を公法

上の許可が必要な行為として規定している（墓地埋葬法第5条）。

３．改葬の歴史的展開―「改葬」の制度的展開

　明治政府は、一度埋葬した遺体を掘り起こして改葬することは「人情忍び難き」とし

てこれに難色を示した。しかし、明治維新の近代化政策のなかでは都市の大改造（市区

計画=都市計画）が不可欠であり、特に東京の中心部（朱引き内）において明治末期に

かけて埋葬を禁止し、墓地の郊外への移転政策を展開する。この時期、(1)東京の中心

部から土葬用墓地がなくなり、(2)火葬が普及し、（3)納骨堂の新設が許可され、(4)墓

地の郊外への移転が進められていく。また、墓地移転に伴う大規模な改葬事業のなかで

無縁改葬制度も制度化されることになる。

４．無縁墳墓改葬制度の展開

　無縁改葬が制度化されるのは1932（昭和7）年のことである。〈家〉の存在を前提とし、

承継者がいない祖先達の収骨された墳墓を「無縁」として改葬し、〈家〉の永続性の例外

として制度化された。国家等による公共工事などの事由による改葬も公益優先の原則を貫

き、改葬には充分な保障を行いながら、改葬を許容した。無縁墳墓改葬については、全国

紙への新聞公告が求められ、昭和7年・昭和23年においても改葬を実施するためには高い

ハードルを用意したが、平成11年の改正からは多額の費用を必要とする新聞公告から官

報公告に変更され、無縁改葬手続きが簡素化されるようになった。

　昭和7年に無縁改葬は、資本主義の発展に伴う〈家〉の動揺のなかで無縁改葬制度が機

能していったが、平成11年の無縁改葬制度は少子化時代のなかでの承継者不在の墳墓が

大量に発生することに対応したものであった。

５．無縁改葬制度の現状について

　平成11年5月から平成30年3月までの官報による無縁改葬公告の数は、4,842件､そのう

ち「墓地整備等」3,566件、「公共工事等」1,368件「不詳」8件となっている。この新制度当初は、

「公共工事等」の占める割合が5割程度占めていたが、次第にその割合が減少し、「墓地整

備等」の占める割合が8割程度まで増加してきている。ただ、全体数としては年間で250

件から300件の推移している。また、無縁改葬の有り様は地域によって大きく異なり、また、

墓地や寺院の廃止が行われるようになる。また、この時期の特徴としては、市営墓地でも

墓地使用権を経営者に返却する事例が顕著に増加し、また無縁改葬だけではなく、一般改

葬の数も増加している。全体の傾向としては、(1)「墓地の永続性」という原則が崩れか

かかっていること、(2)「墓地使用の永代」という観念も失われつつあり、(3)墓地は死者

の「終の棲家」であるという観念もなくなりつつあるということである。

６．墓地埋葬秩序の再構築について

　墓地埋葬秩序は、「埋葬」過程とそれ以降の死者の保護の過程に区分できる。現行の墓

地埋葬法は、〈家〉の存在を前提に、公衆衛生と宗教感情の二つの原理によって秩序づけ

ようとしたが、現代においては綻びが見えてきた。これまでは死者の保護を子孫に委ねて

いたが、個人化の浸透とともに子孫がむしろ祖先(死者)の安全を脅かすようになってき

た。しかし、現行の墓地埋葬法には「死者の保護」を保障する規定はない。私は、死者の

尊厳性を保障するためには、誰もが「埋葬」される権利を保障され、墓地を「終の棲家」

として保障するシステム(「これを〈埋葬義務〉という」）を構築しなければならない、

と考えている。

・拙著『墓と葬送のゆくえ』(吉川弘文館・2014)

・同『墓地経営者アンケート(市町村編)』平成28-30年度科研費報告書（公開予定）

・同『無縁墳墓改葬制度の現状について』報告書（公開予定）
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　　家といふ群がもし本とうに崩れてしまふものならば、其代りとなって再び出現す　　

　るものは、どんな群であらうか。

　　　　　　　　　 (柳田國男「社会科教育と民間伝承」『民間伝承』12-7、1948年) 

　従来までの民俗学の流れの中では、終戦の翌年に刊行された『先祖の話』において＜イ

エの永続＞を声高に叫んでいた柳田國男の姿がしばしば指摘され、これこそが柳田の「先

祖祭祀論」の終着点であるという理解がもっぱらであった。しかし戦後を迎えた柳田が、

その主張を百八十度反転させ、＜イエの寿命＞を主張しつつイエに代わって死者の面倒を

見る群を模索していた、という事実は現在もなお意外に知られていない。時代を見るに長

けた柳田は、戦後の民法の中からイエの規定が消えてしまうことを苦々しく思いつつも、

それが定着した後の日本における「死者」の扱いを考え、“死者の記憶”が忘れられない

ためのイエに代わるソリダリティ（連帯社会）を模索し続けていたのである。その際には「ド

シ」「友だち」などと呼ぶ同齢感覚集団を候補として挙げていたが、最終結論を待たずして、

柳田は自身が祀られる対象となった［鈴木:1994］。

　＜制度としてのイエ＞が消滅した戦後民法の発布以降、その後もなお継続していた＜意

識としてのイエ＞も、戦後73年経った現在では希薄化の一途を辿っている。その結果、

現在われわれが直面しているのは、イエ亡き時代、イエに代わって誰が「死者」の面倒を

見るのか？という、まさに、かつての柳田が、戦後間もなくから探究しつつも未完に終わっ

た課題である。

　「死者」とは、死んだ人、生者に対して今は亡き故人を指す用語である。とはいえ、「死者」

と対峙する現場を考えてみるなら、われわれは「死者」全てに同じ感覚を抱いて接しては

いない。大別するなら、「私」自身がもつ「死者」に対する“想い”の有無の点から「死者」

を二種に分けて対峙しているのである。第一の「死者」は家族や親族・知人など、「私」にとっ

て特別な“想い”のある具体的故人である。かかる「死者」は、「私」にとり「意味ある死者」

（significant dead）である。これに対し第二の「死者」は、ニュース報道に出る事故の

死者や、道端に見える墓地に葬られている「死者」で、「私」がなんら“想い”も寄せる

ことのない抽象的故人であることから、これは「一般的死者」（generalized dead）と呼

ぶことができる。こうした二分法で「死者」を考えた場合、残された生者が“死者の記憶”

を紡ぐのは、当然“想い”を寄せる「意味ある死者」に限られることになる。

　とは言え、同じく「意味ある死者」と言っても、わが国の“弔い文化”における「死者」は、

死後の経過時間に応じてその質に変化がみられる。近年までのわが国では、葬儀・埋葬後

の「死者」は、それぞれの死亡時を起点とする個別の時間軸の中、一定の間隔を置きつつ

法事が繰り返されることとなる。そして三十三回忌もしくは五十回忌などを境に、以後は

個別の対応がなされなくなる。この最終年忌になされるのが、トムライアゲ慣行である。

これを境に、この「死者」に対する個別の法事は終了し、以後その死者の霊はそのイエの

他の「死者」の霊と融合した「先祖」として祀られるのである。換言するなら、トムライ

アゲを契機に「死者」はそれまでの個性を捨て去り、固有名詞の使用は影を潜めて、「先祖」

という集合名詞で呼ばれることになるのである。

　こうした「意味ある死者」に対する感覚の違いを、「死者」に対する人称の変化に準え

てみるなら、次のようになろう。まず「死者」が生じた場合、その「死者」をに対し“想い”

をもって固有名詞で呼ぶ＜二人称の死者＞の時期がある。これがトムライアゲを終えると、

その「死者」は集合名詞としての「先祖」と名を変え、「死者」の個性は問われなくなる。

さらにその「死者」との対面経験を持つ人がいなくなると、「先祖」の名は残るものの、

個性をもった「死者」そのものの記憶はこの世の中から消滅して行くのである。例えば、

生物学的に父親の曾祖父は必ず存在したはずであるが、その人と対面経験を持つ人は、ま

ず、いまい。その人は自分のイエの紛れもない「先祖」であるため、＜三人称の死者＞と

冷たく切り捨てることはできないが、かといって＜二人称の死者＞と言うほどの親しさも

無いであろう。つまり「意味ある死者」の中には、＜二人称の死者＞と呼ぶことが出来る“想

い”があり対面経験もある「死者」に加え、こうした＜二人称の死者＞以下だが＜三人称

の死者＞以上となる微妙な立ち位置で対処される「死者」も確認されるのである。これを

＜二・五人称の死者＞と呼ぶなら、一般に“死者の記憶”は時間経過と共に、＜二人称の

死者＞から＜二・五人称の死者＞を経、それがさらに＜三人称の死者＞となって、最終的

に忘却される道を辿るものと考えられる。

　以上のような“死者の記憶”のメカニズムを踏まえると、“死者の記憶”がある期間継

続されていくためには、＜二・五人称の死者＞として継承される時期をもつことが重要で

ある。本発表では、柳田のやり残したこの課題を、近年、わが国の墓制においてしばしば

登場する、「永代供養墓」を手掛かりとして考察したい。
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１．単身化社会・無縁化社会の進行と葬送墓制の3つの方向

イエ亡き時代の個人化する死の葬送墓制の方向（図）

　・従来の葬送墓制の方法（イエが単位）　減少

　・自ら準備する葬送墓制　　拡大

　・行政の関与する葬送墓制　拡大

２．従来の葬送墓制の方向

　永代供養墓、個人・家族墓からへ共同墓、樹木葬墓地へ

　樹木葬墓地は、樹木をシンボルとした一種の合葬墓・共同墓

３．自ら準備する葬送墓制の方向

　1975 ～ 1990年代に出現した「都市型共同墓所」

「都市型共同墓所」を成立させている共通の要因は、①個人単位である、②共同祭祀があ

る、③死後の平等性　　新たなコミュニティの形成へ

・女の碑の会・志縁廟（京都市・常寂光寺）

・東長寺・縁の会墓園（東京都新宿区）

・もやいの会「もやいの碑」（東京都豊島区・功徳院）

　特定非営利活動法人・任意後見生前受託機関と生前契約決済機構の設立へ

・妙光寺「安穏廟」（新潟市）

・祥雲寺（現在知勝院）「樹木葬墓地」（岩手県一関市）

　会員制の墓、会員同士と寺による祭祀　縁のない人々が集まって縁を創り共同祭祀をする

・一心寺「骨仏」（大阪市天王寺区）無形の墓・墓地　

４．行政が関与する葬送墓制

*行政の対応1－当初から遺骨の引き取られない人々（一つの共同性）

（１）大阪市の無縁者（仏）の葬儀・火葬・埋葬について

　①無縁仏の「行旅」「民生」「一般」の推移（表）

　　平成9年～平成29年まで

　②葬儀・埋葬の手続きと具体例

　③無縁仏の慰霊祭と無縁堂への納骨

　　各火葬場から遺骨が引き取られない事例　当初から“無縁”と思われる人々

　　「無縁堂」から、満杯状態のため2017年に新設、名称は「慰霊堂」へ

　　無縁者という１つの共同性（死者のコミュニティ）を行政が一つの「“無縁”堂」に

　　　埋葬、現在「“慰霊”堂」に

　引き取られない遺骨は1年間火葬場に保管後、最初の9月1日以降大阪市設南霊園に引

き継がれ、毎年秋に埋蔵と慰霊祭。挨拶と献花

　生活保護の関係から市の健康福祉局、斎場霊園の関係から市の環境局の関係者、あい

りん地区代表者、遺族の一部が参加。「大阪市斎場保管遺骨取扱い要綱」

（２）行政の対応２－京都市の深草墓園の納骨堂（共同墓）

　①京都市深草墓園の春季と秋季の慰霊祭

　　京都市主催式典と遺族有志代表式典の2部制

　　市長、市会議員、墓地関係では保健医療・介護担当局、保健衛生担当関係者

　　遺族代表者と宗教連盟から」各宗教宗派代表者

　　秋季は仏教、春季は神道、キリスト教など多様な宗教による

　②慰霊祭の進行状況－参加者の数、献花

　③墓は今後どうなっていくか－無縁仏もともに合祀される納骨堂

京都市深草墓園の納骨件数の推移と、無縁仏の納骨の推移（行旅死亡人と生活保護受給者）

*行政の役割が増加する

（３）行政の対応③－横須賀市のエンディングサポート事業

　・身元判明者なのに引き取られない遺骨が増加

　・経済的困難にある一人暮らしの高齢者の死後の準備

　・一人暮らし高齢者、市役所、葬儀社、地域住民の取り決めと新たな展開

５．共同性を担っていた人々の変化による共同性の変容と共同性の消滅

誰が、死者と生者の共同性（間）を取り持つか

・家族（イエ）の墓→無縁墓→合祀墓

　無縁の可能性→当初から共同墓へ→行政の対応、または共同墓で会員同士と寺で祭祀

・会員制の共同墓→会員がいなくなる→無縁の合祀墓→寺による祭祀→

（地域により寺の可能性）

　[会員＋寺院]→会員の死亡や高齢化でその時形成された会員よる共同性はなくなる

→[寺]→地域に存在するが地域とは無縁→[消滅]

・行政による無縁墓・共同墓→当初から無縁者への慰霊や献花は自治体が無くならない

限り持続

死者と生者の共同性を担っていた人々の変化により共同性の変容が起こり、消滅の可能性

では、死者と生者の共同性はいつまで必要とするのか？　時間軸をどこまで考えるのか？

１．「埋葬」と祭祀

　人が死ぬと必ず「埋葬」の問題が発生するが、その死後の在り方を生者との関係でど

のように位置づけるかは文化とそれぞれの時代により異なってくる。我が国では、この

二つの問題を明確には区別せず、祖先祭祀という範疇のなかで、死者(祖先)と生者(祭

祀承継者)という関係性のなかで秩序づけようとした。伝統的な祖先祭祀の観念が国民

道徳として機能していた時代には、両者を関連付けることも可能であったが、現代のよ

うに〈家〉の承継が困難になると、「埋葬」と祭祀承継は異なった事象として、区分す

る必要性が生まれてくる。

　この祭祀承継について、法律学（民法）の多数説は、昭和28年9月の東京高裁決定の

趣旨に従い、祭祀承継は義務でないと論じる。ただ、祭祀承継を義務でないと位置づけ

ても、「埋葬」を義務ではないと主張できるだろうか。民法第897条は祭祀承継について

規定しているが、祭祀から「埋葬」を概念上区分して、これを論じる議論はまだ法律学

でも多数説にはなっていない。

２．「埋葬」と改葬

　「埋葬」とは、人を葬る行為であり、通常は人の死に際して近親の親族や国（地方公

共団体を含む）がそれぞれの「義務」を担うことになる。これに対して、改葬は死者が「埋

葬」されている環境で、生者の側の事情により死者の遺体ないし遺骨（以下「遺骨等」

という）を移動させる行為である。日本では「改葬」は二つに区分され、一般の改葬は

遺骨等の承継者(墓地の使用者)の意思に基づいて行うものであり、承継者がいない遺

骨等の改葬は、「無縁墳墓」として墓地の経営者や工事関係者などの利害関係人の申請

人によって行われる。つまり、改葬という行為は、埋葬終了後におこった生者の側（た

とえば近親の家族や社会）の事情によって行われるものであり、法律はこの改葬を公法

上の許可が必要な行為として規定している（墓地埋葬法第5条）。

３．改葬の歴史的展開―「改葬」の制度的展開

　明治政府は、一度埋葬した遺体を掘り起こして改葬することは「人情忍び難き」とし

てこれに難色を示した。しかし、明治維新の近代化政策のなかでは都市の大改造（市区

計画=都市計画）が不可欠であり、特に東京の中心部（朱引き内）において明治末期に

かけて埋葬を禁止し、墓地の郊外への移転政策を展開する。この時期、(1)東京の中心

部から土葬用墓地がなくなり、(2)火葬が普及し、（3)納骨堂の新設が許可され、(4)墓

地の郊外への移転が進められていく。また、墓地移転に伴う大規模な改葬事業のなかで

無縁改葬制度も制度化されることになる。

４．無縁墳墓改葬制度の展開

　無縁改葬が制度化されるのは1932（昭和7）年のことである。〈家〉の存在を前提とし、

承継者がいない祖先達の収骨された墳墓を「無縁」として改葬し、〈家〉の永続性の例外

として制度化された。国家等による公共工事などの事由による改葬も公益優先の原則を貫

き、改葬には充分な保障を行いながら、改葬を許容した。無縁墳墓改葬については、全国

紙への新聞公告が求められ、昭和7年・昭和23年においても改葬を実施するためには高い

ハードルを用意したが、平成11年の改正からは多額の費用を必要とする新聞公告から官

報公告に変更され、無縁改葬手続きが簡素化されるようになった。

　昭和7年に無縁改葬は、資本主義の発展に伴う〈家〉の動揺のなかで無縁改葬制度が機

能していったが、平成11年の無縁改葬制度は少子化時代のなかでの承継者不在の墳墓が

大量に発生することに対応したものであった。

５．無縁改葬制度の現状について

　平成11年5月から平成30年3月までの官報による無縁改葬公告の数は、4,842件､そのう

ち「墓地整備等」3,566件、「公共工事等」1,368件「不詳」8件となっている。この新制度当初は、

「公共工事等」の占める割合が5割程度占めていたが、次第にその割合が減少し、「墓地整

備等」の占める割合が8割程度まで増加してきている。ただ、全体数としては年間で250

件から300件の推移している。また、無縁改葬の有り様は地域によって大きく異なり、また、

墓地や寺院の廃止が行われるようになる。また、この時期の特徴としては、市営墓地でも

墓地使用権を経営者に返却する事例が顕著に増加し、また無縁改葬だけではなく、一般改

葬の数も増加している。全体の傾向としては、(1)「墓地の永続性」という原則が崩れか

かかっていること、(2)「墓地使用の永代」という観念も失われつつあり、(3)墓地は死者

の「終の棲家」であるという観念もなくなりつつあるということである。

６．墓地埋葬秩序の再構築について

　墓地埋葬秩序は、「埋葬」過程とそれ以降の死者の保護の過程に区分できる。現行の墓

地埋葬法は、〈家〉の存在を前提に、公衆衛生と宗教感情の二つの原理によって秩序づけ

ようとしたが、現代においては綻びが見えてきた。これまでは死者の保護を子孫に委ねて

いたが、個人化の浸透とともに子孫がむしろ祖先(死者)の安全を脅かすようになってき

た。しかし、現行の墓地埋葬法には「死者の保護」を保障する規定はない。私は、死者の

尊厳性を保障するためには、誰もが「埋葬」される権利を保障され、墓地を「終の棲家」

として保障するシステム(「これを〈埋葬義務〉という」）を構築しなければならない、

と考えている。

・拙著『墓と葬送のゆくえ』(吉川弘文館・2014)

・同『墓地経営者アンケート(市町村編)』平成28-30年度科研費報告書（公開予定）

・同『無縁墳墓改葬制度の現状について』報告書（公開予定）
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１．高齢多死社会の現状

(1)死亡年齢の高齢化

　2016年に亡くなった人のうち、80歳以上の人の割合は男性で51.7％、女性で73.8％だっ

た。ようやく男性も半数が80歳を超えて亡くなる社会になったが、2000年に亡くなった

男性で80歳を超えていた人の割合はわずか33.4％にとどまる。ちなみに2016年には、亡

くなった女性の37.8％が90歳を超えていた。この20年間で男女ともに長生きする人が急

増している。

(2)65歳以上高齢者の住まい方

　どんな人も自立できなくなったら、誰かの手を借りなければならないが、これまでは、

人生終末期から死後までの手続きや作業は家族や子孫が担うべきとされてきた。しかし家

族のかたちや住まい方が多様化し、家族や子孫だけでは担えない状況が生まれている。

　厚生労働省の「国民生活基礎調査」によれば、65歳以上がいる世帯のうち三世代世帯

が占める割合は1980年には50.1％あったが、2015年には12.2％にまで減少している。国

立社会保障・人口問題研究所の2014年推計によると、2035年には東京では、世帯主が65

歳以上の世帯のうち、44.0％がひとり暮らしとなるとされる。

(3)生涯未婚の男性高齢化が増加

　ひとり暮らし高齢者が増加する背景の一つには、離死別や未婚など配偶者がいない人の

増加がある。50歳時点で一度も結婚経験がない人の割合を示す生涯未婚率は、2015年に

は男性は23.37％、女性は14.06％だったが、1990年以降、男性の生涯未婚率が急増して

いる。その結果、数年前から、未婚男性が続々と後期高齢者の仲間入りを始めている。　

(4) ひとり暮らし高齢者の孤立化

　2017年に社会保障・人口問題研究所が実施した「生活と支え合いに関する調査」では、

65歳以上のひとり暮らし男性で、家族を含む人と毎日会話をする人は49.0％しかおらず、

15.0％と６、７人に１人は、２週間で１度も会話をしていないことが明らかになっている。

内閣府が2011年に実施した「高齢者の経済生活に関する意識調査」では、病気のときや、

電球の交換や庭の手入れなどの作業がひとりでできない場合、60歳以上でひとり暮らし

をしている男性の５人に1人は「頼れる人がいない」と回答している。

２.誰が老・病・死を支えるのか

　以上で示したことからもわかるように、これまで老・病・死を支える家族がいることを

前提とした社会のスキームが昨今、綻びをみせている。これからの社会においては、自立

できなくなった後の、たとえば、老・病・死を誰がどう支えていくのかが問われている。

　本発表では、そのうち、死後の安心感を誰が保証するのかという観点で、死の共同性構

築に向けての新たな取り組みを紹介したい。

(1)横須賀市の終活登録

　全国の自治体で、身元がわかり、親族もいるのに引き取り手のない遺骨が急増している。

大阪市では、年間死亡者の約１割がこうした無縁遺骨であるという。また無縁墳墓も増加

し、子々孫々での継承を前提とした墓のあり方が時代にそぐわなくなっている。横須賀市

では今年５月、終活登録事業を開始し、市民であれば誰でも、延命措置の可否、臓器提供

意思、エンディングノートの保管場所などのほか、葬儀の生前契約先や寺の連絡先、墓の

所在地などを市に登録できる仕組みを作った。

(2)CCRCの取り組み

　居住福祉の観点から、元気なうちに自分の意志で「終のすみか」に移り住み、自分らし

い暮らしを提案する住まいでは、入居後にライフプランを作成させ、将来、意志を表明で

きなくなったときのサポート体制を整えている。そして最後まで在宅で過ごせるよう、医

師、看護師、介護士、家族、ボランティアなどが連携して支えようとする仕組みが整備さ

れている。本発表では、この施設の共同墓について、死の共同性の観点から紹介する。

新たな死の共同性

小谷みどり（第一生命経済研究所）

１．単身化社会・無縁化社会の進行と葬送墓制の3つの方向

イエ亡き時代の個人化する死の葬送墓制の方向（図）

　・従来の葬送墓制の方法（イエが単位）　減少

　・自ら準備する葬送墓制　　拡大

　・行政の関与する葬送墓制　拡大

２．従来の葬送墓制の方向

　永代供養墓、個人・家族墓からへ共同墓、樹木葬墓地へ

　樹木葬墓地は、樹木をシンボルとした一種の合葬墓・共同墓

３．自ら準備する葬送墓制の方向

　1975 ～ 1990年代に出現した「都市型共同墓所」

「都市型共同墓所」を成立させている共通の要因は、①個人単位である、②共同祭祀があ

る、③死後の平等性　　新たなコミュニティの形成へ

・女の碑の会・志縁廟（京都市・常寂光寺）

・東長寺・縁の会墓園（東京都新宿区）

・もやいの会「もやいの碑」（東京都豊島区・功徳院）

　特定非営利活動法人・任意後見生前受託機関と生前契約決済機構の設立へ

・妙光寺「安穏廟」（新潟市）

・祥雲寺（現在知勝院）「樹木葬墓地」（岩手県一関市）

　会員制の墓、会員同士と寺による祭祀　縁のない人々が集まって縁を創り共同祭祀をする

・一心寺「骨仏」（大阪市天王寺区）無形の墓・墓地　

４．行政が関与する葬送墓制

*行政の対応1－当初から遺骨の引き取られない人々（一つの共同性）

（１）大阪市の無縁者（仏）の葬儀・火葬・埋葬について

　①無縁仏の「行旅」「民生」「一般」の推移（表）

　　平成9年～平成29年まで

　②葬儀・埋葬の手続きと具体例

　③無縁仏の慰霊祭と無縁堂への納骨

　　各火葬場から遺骨が引き取られない事例　当初から“無縁”と思われる人々

　　「無縁堂」から、満杯状態のため2017年に新設、名称は「慰霊堂」へ

　　無縁者という１つの共同性（死者のコミュニティ）を行政が一つの「“無縁”堂」に

　　　埋葬、現在「“慰霊”堂」に

　引き取られない遺骨は1年間火葬場に保管後、最初の9月1日以降大阪市設南霊園に引

き継がれ、毎年秋に埋蔵と慰霊祭。挨拶と献花

　生活保護の関係から市の健康福祉局、斎場霊園の関係から市の環境局の関係者、あい

りん地区代表者、遺族の一部が参加。「大阪市斎場保管遺骨取扱い要綱」

（２）行政の対応２－京都市の深草墓園の納骨堂（共同墓）

　①京都市深草墓園の春季と秋季の慰霊祭

　　京都市主催式典と遺族有志代表式典の2部制

　　市長、市会議員、墓地関係では保健医療・介護担当局、保健衛生担当関係者

　　遺族代表者と宗教連盟から」各宗教宗派代表者

　　秋季は仏教、春季は神道、キリスト教など多様な宗教による

　②慰霊祭の進行状況－参加者の数、献花

　③墓は今後どうなっていくか－無縁仏もともに合祀される納骨堂

京都市深草墓園の納骨件数の推移と、無縁仏の納骨の推移（行旅死亡人と生活保護受給者）

*行政の役割が増加する

（３）行政の対応③－横須賀市のエンディングサポート事業

　・身元判明者なのに引き取られない遺骨が増加

　・経済的困難にある一人暮らしの高齢者の死後の準備

　・一人暮らし高齢者、市役所、葬儀社、地域住民の取り決めと新たな展開

５．共同性を担っていた人々の変化による共同性の変容と共同性の消滅

誰が、死者と生者の共同性（間）を取り持つか

・家族（イエ）の墓→無縁墓→合祀墓

　無縁の可能性→当初から共同墓へ→行政の対応、または共同墓で会員同士と寺で祭祀

・会員制の共同墓→会員がいなくなる→無縁の合祀墓→寺による祭祀→

（地域により寺の可能性）

　[会員＋寺院]→会員の死亡や高齢化でその時形成された会員よる共同性はなくなる

→[寺]→地域に存在するが地域とは無縁→[消滅]

・行政による無縁墓・共同墓→当初から無縁者への慰霊や献花は自治体が無くならない

限り持続

死者と生者の共同性を担っていた人々の変化により共同性の変容が起こり、消滅の可能性

では、死者と生者の共同性はいつまで必要とするのか？　時間軸をどこまで考えるのか？

１．「埋葬」と祭祀

　人が死ぬと必ず「埋葬」の問題が発生するが、その死後の在り方を生者との関係でど

のように位置づけるかは文化とそれぞれの時代により異なってくる。我が国では、この

二つの問題を明確には区別せず、祖先祭祀という範疇のなかで、死者(祖先)と生者(祭

祀承継者)という関係性のなかで秩序づけようとした。伝統的な祖先祭祀の観念が国民

道徳として機能していた時代には、両者を関連付けることも可能であったが、現代のよ

うに〈家〉の承継が困難になると、「埋葬」と祭祀承継は異なった事象として、区分す

る必要性が生まれてくる。

　この祭祀承継について、法律学（民法）の多数説は、昭和28年9月の東京高裁決定の

趣旨に従い、祭祀承継は義務でないと論じる。ただ、祭祀承継を義務でないと位置づけ

ても、「埋葬」を義務ではないと主張できるだろうか。民法第897条は祭祀承継について

規定しているが、祭祀から「埋葬」を概念上区分して、これを論じる議論はまだ法律学

でも多数説にはなっていない。

２．「埋葬」と改葬

　「埋葬」とは、人を葬る行為であり、通常は人の死に際して近親の親族や国（地方公

共団体を含む）がそれぞれの「義務」を担うことになる。これに対して、改葬は死者が「埋

葬」されている環境で、生者の側の事情により死者の遺体ないし遺骨（以下「遺骨等」

という）を移動させる行為である。日本では「改葬」は二つに区分され、一般の改葬は

遺骨等の承継者(墓地の使用者)の意思に基づいて行うものであり、承継者がいない遺

骨等の改葬は、「無縁墳墓」として墓地の経営者や工事関係者などの利害関係人の申請

人によって行われる。つまり、改葬という行為は、埋葬終了後におこった生者の側（た

とえば近親の家族や社会）の事情によって行われるものであり、法律はこの改葬を公法

上の許可が必要な行為として規定している（墓地埋葬法第5条）。

３．改葬の歴史的展開―「改葬」の制度的展開

　明治政府は、一度埋葬した遺体を掘り起こして改葬することは「人情忍び難き」とし

てこれに難色を示した。しかし、明治維新の近代化政策のなかでは都市の大改造（市区

計画=都市計画）が不可欠であり、特に東京の中心部（朱引き内）において明治末期に

かけて埋葬を禁止し、墓地の郊外への移転政策を展開する。この時期、(1)東京の中心

部から土葬用墓地がなくなり、(2)火葬が普及し、（3)納骨堂の新設が許可され、(4)墓

地の郊外への移転が進められていく。また、墓地移転に伴う大規模な改葬事業のなかで

無縁改葬制度も制度化されることになる。

４．無縁墳墓改葬制度の展開

　無縁改葬が制度化されるのは1932（昭和7）年のことである。〈家〉の存在を前提とし、

承継者がいない祖先達の収骨された墳墓を「無縁」として改葬し、〈家〉の永続性の例外

として制度化された。国家等による公共工事などの事由による改葬も公益優先の原則を貫

き、改葬には充分な保障を行いながら、改葬を許容した。無縁墳墓改葬については、全国

紙への新聞公告が求められ、昭和7年・昭和23年においても改葬を実施するためには高い

ハードルを用意したが、平成11年の改正からは多額の費用を必要とする新聞公告から官

報公告に変更され、無縁改葬手続きが簡素化されるようになった。

　昭和7年に無縁改葬は、資本主義の発展に伴う〈家〉の動揺のなかで無縁改葬制度が機

能していったが、平成11年の無縁改葬制度は少子化時代のなかでの承継者不在の墳墓が

大量に発生することに対応したものであった。

５．無縁改葬制度の現状について

　平成11年5月から平成30年3月までの官報による無縁改葬公告の数は、4,842件､そのう

ち「墓地整備等」3,566件、「公共工事等」1,368件「不詳」8件となっている。この新制度当初は、

「公共工事等」の占める割合が5割程度占めていたが、次第にその割合が減少し、「墓地整

備等」の占める割合が8割程度まで増加してきている。ただ、全体数としては年間で250

件から300件の推移している。また、無縁改葬の有り様は地域によって大きく異なり、また、

墓地や寺院の廃止が行われるようになる。また、この時期の特徴としては、市営墓地でも

墓地使用権を経営者に返却する事例が顕著に増加し、また無縁改葬だけではなく、一般改

葬の数も増加している。全体の傾向としては、(1)「墓地の永続性」という原則が崩れか

かかっていること、(2)「墓地使用の永代」という観念も失われつつあり、(3)墓地は死者

の「終の棲家」であるという観念もなくなりつつあるということである。

６．墓地埋葬秩序の再構築について

　墓地埋葬秩序は、「埋葬」過程とそれ以降の死者の保護の過程に区分できる。現行の墓

地埋葬法は、〈家〉の存在を前提に、公衆衛生と宗教感情の二つの原理によって秩序づけ

ようとしたが、現代においては綻びが見えてきた。これまでは死者の保護を子孫に委ねて

いたが、個人化の浸透とともに子孫がむしろ祖先(死者)の安全を脅かすようになってき

た。しかし、現行の墓地埋葬法には「死者の保護」を保障する規定はない。私は、死者の

尊厳性を保障するためには、誰もが「埋葬」される権利を保障され、墓地を「終の棲家」

として保障するシステム(「これを〈埋葬義務〉という」）を構築しなければならない、

と考えている。

・拙著『墓と葬送のゆくえ』(吉川弘文館・2014)

・同『墓地経営者アンケート(市町村編)』平成28-30年度科研費報告書（公開予定）

・同『無縁墳墓改葬制度の現状について』報告書（公開予定）
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１．高齢多死社会の現状

(1)死亡年齢の高齢化

　2016年に亡くなった人のうち、80歳以上の人の割合は男性で51.7％、女性で73.8％だっ

た。ようやく男性も半数が80歳を超えて亡くなる社会になったが、2000年に亡くなった

男性で80歳を超えていた人の割合はわずか33.4％にとどまる。ちなみに2016年には、亡

くなった女性の37.8％が90歳を超えていた。この20年間で男女ともに長生きする人が急

増している。

(2)65歳以上高齢者の住まい方

　どんな人も自立できなくなったら、誰かの手を借りなければならないが、これまでは、

人生終末期から死後までの手続きや作業は家族や子孫が担うべきとされてきた。しかし家

族のかたちや住まい方が多様化し、家族や子孫だけでは担えない状況が生まれている。

　厚生労働省の「国民生活基礎調査」によれば、65歳以上がいる世帯のうち三世代世帯

が占める割合は1980年には50.1％あったが、2015年には12.2％にまで減少している。国

立社会保障・人口問題研究所の2014年推計によると、2035年には東京では、世帯主が65

歳以上の世帯のうち、44.0％がひとり暮らしとなるとされる。

(3)生涯未婚の男性高齢化が増加

　ひとり暮らし高齢者が増加する背景の一つには、離死別や未婚など配偶者がいない人の

増加がある。50歳時点で一度も結婚経験がない人の割合を示す生涯未婚率は、2015年に

は男性は23.37％、女性は14.06％だったが、1990年以降、男性の生涯未婚率が急増して

いる。その結果、数年前から、未婚男性が続々と後期高齢者の仲間入りを始めている。　

(4) ひとり暮らし高齢者の孤立化

　2017年に社会保障・人口問題研究所が実施した「生活と支え合いに関する調査」では、

65歳以上のひとり暮らし男性で、家族を含む人と毎日会話をする人は49.0％しかおらず、

15.0％と６、７人に１人は、２週間で１度も会話をしていないことが明らかになっている。

内閣府が2011年に実施した「高齢者の経済生活に関する意識調査」では、病気のときや、

電球の交換や庭の手入れなどの作業がひとりでできない場合、60歳以上でひとり暮らし

をしている男性の５人に1人は「頼れる人がいない」と回答している。

２.誰が老・病・死を支えるのか

　以上で示したことからもわかるように、これまで老・病・死を支える家族がいることを

前提とした社会のスキームが昨今、綻びをみせている。これからの社会においては、自立

できなくなった後の、たとえば、老・病・死を誰がどう支えていくのかが問われている。

　本発表では、そのうち、死後の安心感を誰が保証するのかという観点で、死の共同性構

築に向けての新たな取り組みを紹介したい。

(1)横須賀市の終活登録

　全国の自治体で、身元がわかり、親族もいるのに引き取り手のない遺骨が急増している。

大阪市では、年間死亡者の約１割がこうした無縁遺骨であるという。また無縁墳墓も増加

し、子々孫々での継承を前提とした墓のあり方が時代にそぐわなくなっている。横須賀市

では今年５月、終活登録事業を開始し、市民であれば誰でも、延命措置の可否、臓器提供

意思、エンディングノートの保管場所などのほか、葬儀の生前契約先や寺の連絡先、墓の

所在地などを市に登録できる仕組みを作った。

(2)CCRCの取り組み

　居住福祉の観点から、元気なうちに自分の意志で「終のすみか」に移り住み、自分らし

い暮らしを提案する住まいでは、入居後にライフプランを作成させ、将来、意志を表明で

きなくなったときのサポート体制を整えている。そして最後まで在宅で過ごせるよう、医

師、看護師、介護士、家族、ボランティアなどが連携して支えようとする仕組みが整備さ

れている。本発表では、この施設の共同墓について、死の共同性の観点から紹介する。

１．単身化社会・無縁化社会の進行と葬送墓制の3つの方向

イエ亡き時代の個人化する死の葬送墓制の方向（図）

　・従来の葬送墓制の方法（イエが単位）　減少

　・自ら準備する葬送墓制　　拡大

　・行政の関与する葬送墓制　拡大

２．従来の葬送墓制の方向

　永代供養墓、個人・家族墓からへ共同墓、樹木葬墓地へ

　樹木葬墓地は、樹木をシンボルとした一種の合葬墓・共同墓

３．自ら準備する葬送墓制の方向

　1975 ～ 1990年代に出現した「都市型共同墓所」

「都市型共同墓所」を成立させている共通の要因は、①個人単位である、②共同祭祀があ

る、③死後の平等性　　新たなコミュニティの形成へ

・女の碑の会・志縁廟（京都市・常寂光寺）

・東長寺・縁の会墓園（東京都新宿区）

・もやいの会「もやいの碑」（東京都豊島区・功徳院）

　特定非営利活動法人・任意後見生前受託機関と生前契約決済機構の設立へ

・妙光寺「安穏廟」（新潟市）

・祥雲寺（現在知勝院）「樹木葬墓地」（岩手県一関市）

　会員制の墓、会員同士と寺による祭祀　縁のない人々が集まって縁を創り共同祭祀をする

・一心寺「骨仏」（大阪市天王寺区）無形の墓・墓地　

４．行政が関与する葬送墓制

*行政の対応1－当初から遺骨の引き取られない人々（一つの共同性）

（１）大阪市の無縁者（仏）の葬儀・火葬・埋葬について

　①無縁仏の「行旅」「民生」「一般」の推移（表）

　　平成9年～平成29年まで

　②葬儀・埋葬の手続きと具体例

　③無縁仏の慰霊祭と無縁堂への納骨

　　各火葬場から遺骨が引き取られない事例　当初から“無縁”と思われる人々

　　「無縁堂」から、満杯状態のため2017年に新設、名称は「慰霊堂」へ

　　無縁者という１つの共同性（死者のコミュニティ）を行政が一つの「“無縁”堂」に

　　　埋葬、現在「“慰霊”堂」に

　引き取られない遺骨は1年間火葬場に保管後、最初の9月1日以降大阪市設南霊園に引

き継がれ、毎年秋に埋蔵と慰霊祭。挨拶と献花

　生活保護の関係から市の健康福祉局、斎場霊園の関係から市の環境局の関係者、あい

りん地区代表者、遺族の一部が参加。「大阪市斎場保管遺骨取扱い要綱」

（２）行政の対応２－京都市の深草墓園の納骨堂（共同墓）

　①京都市深草墓園の春季と秋季の慰霊祭

　　京都市主催式典と遺族有志代表式典の2部制

　　市長、市会議員、墓地関係では保健医療・介護担当局、保健衛生担当関係者

　　遺族代表者と宗教連盟から」各宗教宗派代表者

　　秋季は仏教、春季は神道、キリスト教など多様な宗教による

　②慰霊祭の進行状況－参加者の数、献花

　③墓は今後どうなっていくか－無縁仏もともに合祀される納骨堂

京都市深草墓園の納骨件数の推移と、無縁仏の納骨の推移（行旅死亡人と生活保護受給者）

*行政の役割が増加する

（３）行政の対応③－横須賀市のエンディングサポート事業

　・身元判明者なのに引き取られない遺骨が増加

　・経済的困難にある一人暮らしの高齢者の死後の準備

　・一人暮らし高齢者、市役所、葬儀社、地域住民の取り決めと新たな展開

５．共同性を担っていた人々の変化による共同性の変容と共同性の消滅

誰が、死者と生者の共同性（間）を取り持つか

・家族（イエ）の墓→無縁墓→合祀墓

　無縁の可能性→当初から共同墓へ→行政の対応、または共同墓で会員同士と寺で祭祀

・会員制の共同墓→会員がいなくなる→無縁の合祀墓→寺による祭祀→

（地域により寺の可能性）

　[会員＋寺院]→会員の死亡や高齢化でその時形成された会員よる共同性はなくなる

→[寺]→地域に存在するが地域とは無縁→[消滅]

・行政による無縁墓・共同墓→当初から無縁者への慰霊や献花は自治体が無くならない

限り持続

死者と生者の共同性を担っていた人々の変化により共同性の変容が起こり、消滅の可能性

では、死者と生者の共同性はいつまで必要とするのか？　時間軸をどこまで考えるのか？

１．「埋葬」と祭祀

　人が死ぬと必ず「埋葬」の問題が発生するが、その死後の在り方を生者との関係でど

のように位置づけるかは文化とそれぞれの時代により異なってくる。我が国では、この

二つの問題を明確には区別せず、祖先祭祀という範疇のなかで、死者(祖先)と生者(祭

祀承継者)という関係性のなかで秩序づけようとした。伝統的な祖先祭祀の観念が国民

道徳として機能していた時代には、両者を関連付けることも可能であったが、現代のよ

うに〈家〉の承継が困難になると、「埋葬」と祭祀承継は異なった事象として、区分す

る必要性が生まれてくる。

　この祭祀承継について、法律学（民法）の多数説は、昭和28年9月の東京高裁決定の

趣旨に従い、祭祀承継は義務でないと論じる。ただ、祭祀承継を義務でないと位置づけ

ても、「埋葬」を義務ではないと主張できるだろうか。民法第897条は祭祀承継について

規定しているが、祭祀から「埋葬」を概念上区分して、これを論じる議論はまだ法律学

でも多数説にはなっていない。

２．「埋葬」と改葬

　「埋葬」とは、人を葬る行為であり、通常は人の死に際して近親の親族や国（地方公

共団体を含む）がそれぞれの「義務」を担うことになる。これに対して、改葬は死者が「埋

葬」されている環境で、生者の側の事情により死者の遺体ないし遺骨（以下「遺骨等」

という）を移動させる行為である。日本では「改葬」は二つに区分され、一般の改葬は

遺骨等の承継者(墓地の使用者)の意思に基づいて行うものであり、承継者がいない遺

骨等の改葬は、「無縁墳墓」として墓地の経営者や工事関係者などの利害関係人の申請

人によって行われる。つまり、改葬という行為は、埋葬終了後におこった生者の側（た

とえば近親の家族や社会）の事情によって行われるものであり、法律はこの改葬を公法

上の許可が必要な行為として規定している（墓地埋葬法第5条）。

３．改葬の歴史的展開―「改葬」の制度的展開

　明治政府は、一度埋葬した遺体を掘り起こして改葬することは「人情忍び難き」とし

てこれに難色を示した。しかし、明治維新の近代化政策のなかでは都市の大改造（市区

計画=都市計画）が不可欠であり、特に東京の中心部（朱引き内）において明治末期に

かけて埋葬を禁止し、墓地の郊外への移転政策を展開する。この時期、(1)東京の中心

部から土葬用墓地がなくなり、(2)火葬が普及し、（3)納骨堂の新設が許可され、(4)墓

地の郊外への移転が進められていく。また、墓地移転に伴う大規模な改葬事業のなかで

無縁改葬制度も制度化されることになる。

４．無縁墳墓改葬制度の展開

　無縁改葬が制度化されるのは1932（昭和7）年のことである。〈家〉の存在を前提とし、

承継者がいない祖先達の収骨された墳墓を「無縁」として改葬し、〈家〉の永続性の例外

として制度化された。国家等による公共工事などの事由による改葬も公益優先の原則を貫

き、改葬には充分な保障を行いながら、改葬を許容した。無縁墳墓改葬については、全国

紙への新聞公告が求められ、昭和7年・昭和23年においても改葬を実施するためには高い

ハードルを用意したが、平成11年の改正からは多額の費用を必要とする新聞公告から官

報公告に変更され、無縁改葬手続きが簡素化されるようになった。

　昭和7年に無縁改葬は、資本主義の発展に伴う〈家〉の動揺のなかで無縁改葬制度が機

能していったが、平成11年の無縁改葬制度は少子化時代のなかでの承継者不在の墳墓が

大量に発生することに対応したものであった。

５．無縁改葬制度の現状について

　平成11年5月から平成30年3月までの官報による無縁改葬公告の数は、4,842件､そのう

ち「墓地整備等」3,566件、「公共工事等」1,368件「不詳」8件となっている。この新制度当初は、

「公共工事等」の占める割合が5割程度占めていたが、次第にその割合が減少し、「墓地整

備等」の占める割合が8割程度まで増加してきている。ただ、全体数としては年間で250

件から300件の推移している。また、無縁改葬の有り様は地域によって大きく異なり、また、

墓地や寺院の廃止が行われるようになる。また、この時期の特徴としては、市営墓地でも

墓地使用権を経営者に返却する事例が顕著に増加し、また無縁改葬だけではなく、一般改

葬の数も増加している。全体の傾向としては、(1)「墓地の永続性」という原則が崩れか

かかっていること、(2)「墓地使用の永代」という観念も失われつつあり、(3)墓地は死者

の「終の棲家」であるという観念もなくなりつつあるということである。

６．墓地埋葬秩序の再構築について

　墓地埋葬秩序は、「埋葬」過程とそれ以降の死者の保護の過程に区分できる。現行の墓

地埋葬法は、〈家〉の存在を前提に、公衆衛生と宗教感情の二つの原理によって秩序づけ

ようとしたが、現代においては綻びが見えてきた。これまでは死者の保護を子孫に委ねて

いたが、個人化の浸透とともに子孫がむしろ祖先(死者)の安全を脅かすようになってき

た。しかし、現行の墓地埋葬法には「死者の保護」を保障する規定はない。私は、死者の

尊厳性を保障するためには、誰もが「埋葬」される権利を保障され、墓地を「終の棲家」

として保障するシステム(「これを〈埋葬義務〉という」）を構築しなければならない、

と考えている。

・拙著『墓と葬送のゆくえ』(吉川弘文館・2014)

・同『墓地経営者アンケート(市町村編)』平成28-30年度科研費報告書（公開予定）

・同『無縁墳墓改葬制度の現状について』報告書（公開予定）
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１．単身化社会・無縁化社会の進行と葬送墓制の3つの方向

イエ亡き時代の個人化する死の葬送墓制の方向（図）

　・従来の葬送墓制の方法（イエが単位）　減少

　・自ら準備する葬送墓制　　拡大

　・行政の関与する葬送墓制　拡大

２．従来の葬送墓制の方向

　永代供養墓、個人・家族墓からへ共同墓、樹木葬墓地へ

　樹木葬墓地は、樹木をシンボルとした一種の合葬墓・共同墓

３．自ら準備する葬送墓制の方向

　1975 ～ 1990年代に出現した「都市型共同墓所」

「都市型共同墓所」を成立させている共通の要因は、①個人単位である、②共同祭祀があ

る、③死後の平等性　　新たなコミュニティの形成へ

・女の碑の会・志縁廟（京都市・常寂光寺）

・東長寺・縁の会墓園（東京都新宿区）

・もやいの会「もやいの碑」（東京都豊島区・功徳院）

　特定非営利活動法人・任意後見生前受託機関と生前契約決済機構の設立へ

・妙光寺「安穏廟」（新潟市）

・祥雲寺（現在知勝院）「樹木葬墓地」（岩手県一関市）

　会員制の墓、会員同士と寺による祭祀　縁のない人々が集まって縁を創り共同祭祀をする

・一心寺「骨仏」（大阪市天王寺区）無形の墓・墓地　

４．行政が関与する葬送墓制

*行政の対応1－当初から遺骨の引き取られない人々（一つの共同性）

（１）大阪市の無縁者（仏）の葬儀・火葬・埋葬について

　①無縁仏の「行旅」「民生」「一般」の推移（表）

　　平成9年～平成29年まで

　②葬儀・埋葬の手続きと具体例

　③無縁仏の慰霊祭と無縁堂への納骨

　　各火葬場から遺骨が引き取られない事例　当初から“無縁”と思われる人々

　　「無縁堂」から、満杯状態のため2017年に新設、名称は「慰霊堂」へ

　　無縁者という１つの共同性（死者のコミュニティ）を行政が一つの「“無縁”堂」に

　　　埋葬、現在「“慰霊”堂」に

　引き取られない遺骨は1年間火葬場に保管後、最初の9月1日以降大阪市設南霊園に引

き継がれ、毎年秋に埋蔵と慰霊祭。挨拶と献花

　生活保護の関係から市の健康福祉局、斎場霊園の関係から市の環境局の関係者、あい

りん地区代表者、遺族の一部が参加。「大阪市斎場保管遺骨取扱い要綱」

（２）行政の対応２－京都市の深草墓園の納骨堂（共同墓）

　①京都市深草墓園の春季と秋季の慰霊祭

　　京都市主催式典と遺族有志代表式典の2部制

　　市長、市会議員、墓地関係では保健医療・介護担当局、保健衛生担当関係者

　　遺族代表者と宗教連盟から」各宗教宗派代表者

　　秋季は仏教、春季は神道、キリスト教など多様な宗教による

　②慰霊祭の進行状況－参加者の数、献花

　③墓は今後どうなっていくか－無縁仏もともに合祀される納骨堂

京都市深草墓園の納骨件数の推移と、無縁仏の納骨の推移（行旅死亡人と生活保護受給者）

*行政の役割が増加する

（３）行政の対応③－横須賀市のエンディングサポート事業

　・身元判明者なのに引き取られない遺骨が増加

　・経済的困難にある一人暮らしの高齢者の死後の準備

　・一人暮らし高齢者、市役所、葬儀社、地域住民の取り決めと新たな展開

５．共同性を担っていた人々の変化による共同性の変容と共同性の消滅

誰が、死者と生者の共同性（間）を取り持つか

・家族（イエ）の墓→無縁墓→合祀墓

　無縁の可能性→当初から共同墓へ→行政の対応、または共同墓で会員同士と寺で祭祀

・会員制の共同墓→会員がいなくなる→無縁の合祀墓→寺による祭祀→

（地域により寺の可能性）

　[会員＋寺院]→会員の死亡や高齢化でその時形成された会員よる共同性はなくなる

→[寺]→地域に存在するが地域とは無縁→[消滅]

・行政による無縁墓・共同墓→当初から無縁者への慰霊や献花は自治体が無くならない

限り持続

死者と生者の共同性を担っていた人々の変化により共同性の変容が起こり、消滅の可能性

では、死者と生者の共同性はいつまで必要とするのか？　時間軸をどこまで考えるのか？

１．「埋葬」と祭祀

　人が死ぬと必ず「埋葬」の問題が発生するが、その死後の在り方を生者との関係でど

のように位置づけるかは文化とそれぞれの時代により異なってくる。我が国では、この

二つの問題を明確には区別せず、祖先祭祀という範疇のなかで、死者(祖先)と生者(祭

祀承継者)という関係性のなかで秩序づけようとした。伝統的な祖先祭祀の観念が国民

道徳として機能していた時代には、両者を関連付けることも可能であったが、現代のよ

うに〈家〉の承継が困難になると、「埋葬」と祭祀承継は異なった事象として、区分す

る必要性が生まれてくる。

　この祭祀承継について、法律学（民法）の多数説は、昭和28年9月の東京高裁決定の

趣旨に従い、祭祀承継は義務でないと論じる。ただ、祭祀承継を義務でないと位置づけ

ても、「埋葬」を義務ではないと主張できるだろうか。民法第897条は祭祀承継について

規定しているが、祭祀から「埋葬」を概念上区分して、これを論じる議論はまだ法律学

でも多数説にはなっていない。

２．「埋葬」と改葬

　「埋葬」とは、人を葬る行為であり、通常は人の死に際して近親の親族や国（地方公

共団体を含む）がそれぞれの「義務」を担うことになる。これに対して、改葬は死者が「埋

葬」されている環境で、生者の側の事情により死者の遺体ないし遺骨（以下「遺骨等」

という）を移動させる行為である。日本では「改葬」は二つに区分され、一般の改葬は

遺骨等の承継者(墓地の使用者)の意思に基づいて行うものであり、承継者がいない遺

骨等の改葬は、「無縁墳墓」として墓地の経営者や工事関係者などの利害関係人の申請

人によって行われる。つまり、改葬という行為は、埋葬終了後におこった生者の側（た

とえば近親の家族や社会）の事情によって行われるものであり、法律はこの改葬を公法

上の許可が必要な行為として規定している（墓地埋葬法第5条）。

３．改葬の歴史的展開―「改葬」の制度的展開

　明治政府は、一度埋葬した遺体を掘り起こして改葬することは「人情忍び難き」とし

てこれに難色を示した。しかし、明治維新の近代化政策のなかでは都市の大改造（市区

計画=都市計画）が不可欠であり、特に東京の中心部（朱引き内）において明治末期に

かけて埋葬を禁止し、墓地の郊外への移転政策を展開する。この時期、(1)東京の中心

部から土葬用墓地がなくなり、(2)火葬が普及し、（3)納骨堂の新設が許可され、(4)墓

地の郊外への移転が進められていく。また、墓地移転に伴う大規模な改葬事業のなかで

無縁改葬制度も制度化されることになる。

４．無縁墳墓改葬制度の展開

　無縁改葬が制度化されるのは1932（昭和7）年のことである。〈家〉の存在を前提とし、

承継者がいない祖先達の収骨された墳墓を「無縁」として改葬し、〈家〉の永続性の例外

として制度化された。国家等による公共工事などの事由による改葬も公益優先の原則を貫

き、改葬には充分な保障を行いながら、改葬を許容した。無縁墳墓改葬については、全国

紙への新聞公告が求められ、昭和7年・昭和23年においても改葬を実施するためには高い

ハードルを用意したが、平成11年の改正からは多額の費用を必要とする新聞公告から官

報公告に変更され、無縁改葬手続きが簡素化されるようになった。

　昭和7年に無縁改葬は、資本主義の発展に伴う〈家〉の動揺のなかで無縁改葬制度が機

能していったが、平成11年の無縁改葬制度は少子化時代のなかでの承継者不在の墳墓が

大量に発生することに対応したものであった。

５．無縁改葬制度の現状について

　平成11年5月から平成30年3月までの官報による無縁改葬公告の数は、4,842件､そのう

ち「墓地整備等」3,566件、「公共工事等」1,368件「不詳」8件となっている。この新制度当初は、

「公共工事等」の占める割合が5割程度占めていたが、次第にその割合が減少し、「墓地整

備等」の占める割合が8割程度まで増加してきている。ただ、全体数としては年間で250

件から300件の推移している。また、無縁改葬の有り様は地域によって大きく異なり、また、

墓地や寺院の廃止が行われるようになる。また、この時期の特徴としては、市営墓地でも

墓地使用権を経営者に返却する事例が顕著に増加し、また無縁改葬だけではなく、一般改

葬の数も増加している。全体の傾向としては、(1)「墓地の永続性」という原則が崩れか

かかっていること、(2)「墓地使用の永代」という観念も失われつつあり、(3)墓地は死者

の「終の棲家」であるという観念もなくなりつつあるということである。

６．墓地埋葬秩序の再構築について

　墓地埋葬秩序は、「埋葬」過程とそれ以降の死者の保護の過程に区分できる。現行の墓

地埋葬法は、〈家〉の存在を前提に、公衆衛生と宗教感情の二つの原理によって秩序づけ

ようとしたが、現代においては綻びが見えてきた。これまでは死者の保護を子孫に委ねて

いたが、個人化の浸透とともに子孫がむしろ祖先(死者)の安全を脅かすようになってき

た。しかし、現行の墓地埋葬法には「死者の保護」を保障する規定はない。私は、死者の

尊厳性を保障するためには、誰もが「埋葬」される権利を保障され、墓地を「終の棲家」

として保障するシステム(「これを〈埋葬義務〉という」）を構築しなければならない、

と考えている。

・拙著『墓と葬送のゆくえ』(吉川弘文館・2014)

・同『墓地経営者アンケート(市町村編)』平成28-30年度科研費報告書（公開予定）

・同『無縁墳墓改葬制度の現状について』報告書（公開予定）

無縁墳墓改葬制度と墓地埋葬秩序の再構築

森　謙二（茨城キリスト教大学）
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１．「埋葬」と祭祀

　人が死ぬと必ず「埋葬」の問題が発生するが、その死後の在り方を生者との関係でど

のように位置づけるかは文化とそれぞれの時代により異なってくる。我が国では、この

二つの問題を明確には区別せず、祖先祭祀という範疇のなかで、死者(祖先)と生者(祭

祀承継者)という関係性のなかで秩序づけようとした。伝統的な祖先祭祀の観念が国民

道徳として機能していた時代には、両者を関連付けることも可能であったが、現代のよ

うに〈家〉の承継が困難になると、「埋葬」と祭祀承継は異なった事象として、区分す

る必要性が生まれてくる。

　この祭祀承継について、法律学（民法）の多数説は、昭和28年9月の東京高裁決定の

趣旨に従い、祭祀承継は義務でないと論じる。ただ、祭祀承継を義務でないと位置づけ

ても、「埋葬」を義務ではないと主張できるだろうか。民法第897条は祭祀承継について

規定しているが、祭祀から「埋葬」を概念上区分して、これを論じる議論はまだ法律学

でも多数説にはなっていない。

２．「埋葬」と改葬

　「埋葬」とは、人を葬る行為であり、通常は人の死に際して近親の親族や国（地方公

共団体を含む）がそれぞれの「義務」を担うことになる。これに対して、改葬は死者が「埋

葬」されている環境で、生者の側の事情により死者の遺体ないし遺骨（以下「遺骨等」

という）を移動させる行為である。日本では「改葬」は二つに区分され、一般の改葬は

遺骨等の承継者(墓地の使用者)の意思に基づいて行うものであり、承継者がいない遺

骨等の改葬は、「無縁墳墓」として墓地の経営者や工事関係者などの利害関係人の申請

人によって行われる。つまり、改葬という行為は、埋葬終了後におこった生者の側（た

とえば近親の家族や社会）の事情によって行われるものであり、法律はこの改葬を公法

上の許可が必要な行為として規定している（墓地埋葬法第5条）。

３．改葬の歴史的展開―「改葬」の制度的展開

　明治政府は、一度埋葬した遺体を掘り起こして改葬することは「人情忍び難き」とし

てこれに難色を示した。しかし、明治維新の近代化政策のなかでは都市の大改造（市区

計画=都市計画）が不可欠であり、特に東京の中心部（朱引き内）において明治末期に

かけて埋葬を禁止し、墓地の郊外への移転政策を展開する。この時期、(1)東京の中心

部から土葬用墓地がなくなり、(2)火葬が普及し、（3)納骨堂の新設が許可され、(4)墓

地の郊外への移転が進められていく。また、墓地移転に伴う大規模な改葬事業のなかで

無縁改葬制度も制度化されることになる。

４．無縁墳墓改葬制度の展開

　無縁改葬が制度化されるのは1932（昭和7）年のことである。〈家〉の存在を前提とし、

承継者がいない祖先達の収骨された墳墓を「無縁」として改葬し、〈家〉の永続性の例外

として制度化された。国家等による公共工事などの事由による改葬も公益優先の原則を貫

き、改葬には充分な保障を行いながら、改葬を許容した。無縁墳墓改葬については、全国

紙への新聞公告が求められ、昭和7年・昭和23年においても改葬を実施するためには高い

ハードルを用意したが、平成11年の改正からは多額の費用を必要とする新聞公告から官

報公告に変更され、無縁改葬手続きが簡素化されるようになった。

　昭和7年に無縁改葬は、資本主義の発展に伴う〈家〉の動揺のなかで無縁改葬制度が機

能していったが、平成11年の無縁改葬制度は少子化時代のなかでの承継者不在の墳墓が

大量に発生することに対応したものであった。

５．無縁改葬制度の現状について

　平成11年5月から平成30年3月までの官報による無縁改葬公告の数は、4,842件､そのう

ち「墓地整備等」3,566件、「公共工事等」1,368件「不詳」8件となっている。この新制度当初は、

「公共工事等」の占める割合が5割程度占めていたが、次第にその割合が減少し、「墓地整

備等」の占める割合が8割程度まで増加してきている。ただ、全体数としては年間で250

件から300件の推移している。また、無縁改葬の有り様は地域によって大きく異なり、また、

墓地や寺院の廃止が行われるようになる。また、この時期の特徴としては、市営墓地でも

墓地使用権を経営者に返却する事例が顕著に増加し、また無縁改葬だけではなく、一般改

葬の数も増加している。全体の傾向としては、(1)「墓地の永続性」という原則が崩れか

かかっていること、(2)「墓地使用の永代」という観念も失われつつあり、(3)墓地は死者

の「終の棲家」であるという観念もなくなりつつあるということである。

６．墓地埋葬秩序の再構築について

　墓地埋葬秩序は、「埋葬」過程とそれ以降の死者の保護の過程に区分できる。現行の墓

地埋葬法は、〈家〉の存在を前提に、公衆衛生と宗教感情の二つの原理によって秩序づけ

ようとしたが、現代においては綻びが見えてきた。これまでは死者の保護を子孫に委ねて

いたが、個人化の浸透とともに子孫がむしろ祖先(死者)の安全を脅かすようになってき

た。しかし、現行の墓地埋葬法には「死者の保護」を保障する規定はない。私は、死者の

尊厳性を保障するためには、誰もが「埋葬」される権利を保障され、墓地を「終の棲家」

として保障するシステム(「これを〈埋葬義務〉という」）を構築しなければならない、

と考えている。

・拙著『墓と葬送のゆくえ』(吉川弘文館・2014)

・同『墓地経営者アンケート(市町村編)』平成28-30年度科研費報告書（公開予定）

・同『無縁墳墓改葬制度の現状について』報告書（公開予定）



１．「埋葬」と祭祀

　人が死ぬと必ず「埋葬」の問題が発生するが、その死後の在り方を生者との関係でど
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祀承継者)という関係性のなかで秩序づけようとした。伝統的な祖先祭祀の観念が国民

道徳として機能していた時代には、両者を関連付けることも可能であったが、現代のよ

うに〈家〉の承継が困難になると、「埋葬」と祭祀承継は異なった事象として、区分す
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規定しているが、祭祀から「埋葬」を概念上区分して、これを論じる議論はまだ法律学
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　「埋葬」とは、人を葬る行為であり、通常は人の死に際して近親の親族や国（地方公
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人によって行われる。つまり、改葬という行為は、埋葬終了後におこった生者の側（た

とえば近親の家族や社会）の事情によって行われるものであり、法律はこの改葬を公法

上の許可が必要な行為として規定している（墓地埋葬法第5条）。

３．改葬の歴史的展開―「改葬」の制度的展開

　明治政府は、一度埋葬した遺体を掘り起こして改葬することは「人情忍び難き」とし

てこれに難色を示した。しかし、明治維新の近代化政策のなかでは都市の大改造（市区

計画=都市計画）が不可欠であり、特に東京の中心部（朱引き内）において明治末期に

かけて埋葬を禁止し、墓地の郊外への移転政策を展開する。この時期、(1)東京の中心
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墓地や寺院の廃止が行われるようになる。また、この時期の特徴としては、市営墓地でも

墓地使用権を経営者に返却する事例が顕著に増加し、また無縁改葬だけではなく、一般改

葬の数も増加している。全体の傾向としては、(1)「墓地の永続性」という原則が崩れか

かかっていること、(2)「墓地使用の永代」という観念も失われつつあり、(3)墓地は死者
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12月15日（土）用

質 問 用 紙

ご質問のある講演者の氏名をご記入ください。

質問内容

※12月15日（土）の休憩（16:10）までに、受付にご提出ください。
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　明治政府は、一度埋葬した遺体を掘り起こして改葬することは「人情忍び難き」とし

てこれに難色を示した。しかし、明治維新の近代化政策のなかでは都市の大改造（市区

計画=都市計画）が不可欠であり、特に東京の中心部（朱引き内）において明治末期に

かけて埋葬を禁止し、墓地の郊外への移転政策を展開する。この時期、(1)東京の中心

部から土葬用墓地がなくなり、(2)火葬が普及し、（3)納骨堂の新設が許可され、(4)墓

地の郊外への移転が進められていく。また、墓地移転に伴う大規模な改葬事業のなかで

無縁改葬制度も制度化されることになる。

４．無縁墳墓改葬制度の展開

　無縁改葬が制度化されるのは1932（昭和7）年のことである。〈家〉の存在を前提とし、

承継者がいない祖先達の収骨された墳墓を「無縁」として改葬し、〈家〉の永続性の例外

として制度化された。国家等による公共工事などの事由による改葬も公益優先の原則を貫

き、改葬には充分な保障を行いながら、改葬を許容した。無縁墳墓改葬については、全国

紙への新聞公告が求められ、昭和7年・昭和23年においても改葬を実施するためには高い

ハードルを用意したが、平成11年の改正からは多額の費用を必要とする新聞公告から官

報公告に変更され、無縁改葬手続きが簡素化されるようになった。

　昭和7年に無縁改葬は、資本主義の発展に伴う〈家〉の動揺のなかで無縁改葬制度が機

能していったが、平成11年の無縁改葬制度は少子化時代のなかでの承継者不在の墳墓が

大量に発生することに対応したものであった。

５．無縁改葬制度の現状について

　平成11年5月から平成30年3月までの官報による無縁改葬公告の数は、4,842件､そのう

ち「墓地整備等」3,566件、「公共工事等」1,368件「不詳」8件となっている。この新制度当初は、

「公共工事等」の占める割合が5割程度占めていたが、次第にその割合が減少し、「墓地整

備等」の占める割合が8割程度まで増加してきている。ただ、全体数としては年間で250

件から300件の推移している。また、無縁改葬の有り様は地域によって大きく異なり、また、

墓地や寺院の廃止が行われるようになる。また、この時期の特徴としては、市営墓地でも

墓地使用権を経営者に返却する事例が顕著に増加し、また無縁改葬だけではなく、一般改

葬の数も増加している。全体の傾向としては、(1)「墓地の永続性」という原則が崩れか

かかっていること、(2)「墓地使用の永代」という観念も失われつつあり、(3)墓地は死者

の「終の棲家」であるという観念もなくなりつつあるということである。

６．墓地埋葬秩序の再構築について

　墓地埋葬秩序は、「埋葬」過程とそれ以降の死者の保護の過程に区分できる。現行の墓

地埋葬法は、〈家〉の存在を前提に、公衆衛生と宗教感情の二つの原理によって秩序づけ

ようとしたが、現代においては綻びが見えてきた。これまでは死者の保護を子孫に委ねて

いたが、個人化の浸透とともに子孫がむしろ祖先(死者)の安全を脅かすようになってき

た。しかし、現行の墓地埋葬法には「死者の保護」を保障する規定はない。私は、死者の

尊厳性を保障するためには、誰もが「埋葬」される権利を保障され、墓地を「終の棲家」

として保障するシステム(「これを〈埋葬義務〉という」）を構築しなければならない、

と考えている。

・拙著『墓と葬送のゆくえ』(吉川弘文館・2014)

・同『墓地経営者アンケート(市町村編)』平成28-30年度科研費報告書（公開予定）

・同『無縁墳墓改葬制度の現状について』報告書（公開予定）
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二つの問題を明確には区別せず、祖先祭祀という範疇のなかで、死者(祖先)と生者(祭

祀承継者)という関係性のなかで秩序づけようとした。伝統的な祖先祭祀の観念が国民

道徳として機能していた時代には、両者を関連付けることも可能であったが、現代のよ
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２．「埋葬」と改葬

　「埋葬」とは、人を葬る行為であり、通常は人の死に際して近親の親族や国（地方公
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葬」されている環境で、生者の側の事情により死者の遺体ないし遺骨（以下「遺骨等」

という）を移動させる行為である。日本では「改葬」は二つに区分され、一般の改葬は

遺骨等の承継者(墓地の使用者)の意思に基づいて行うものであり、承継者がいない遺
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人によって行われる。つまり、改葬という行為は、埋葬終了後におこった生者の側（た

とえば近親の家族や社会）の事情によって行われるものであり、法律はこの改葬を公法

上の許可が必要な行為として規定している（墓地埋葬法第5条）。

３．改葬の歴史的展開―「改葬」の制度的展開

　明治政府は、一度埋葬した遺体を掘り起こして改葬することは「人情忍び難き」とし

てこれに難色を示した。しかし、明治維新の近代化政策のなかでは都市の大改造（市区

計画=都市計画）が不可欠であり、特に東京の中心部（朱引き内）において明治末期に

かけて埋葬を禁止し、墓地の郊外への移転政策を展開する。この時期、(1)東京の中心

部から土葬用墓地がなくなり、(2)火葬が普及し、（3)納骨堂の新設が許可され、(4)墓

地の郊外への移転が進められていく。また、墓地移転に伴う大規模な改葬事業のなかで

無縁改葬制度も制度化されることになる。

４．無縁墳墓改葬制度の展開

　無縁改葬が制度化されるのは1932（昭和7）年のことである。〈家〉の存在を前提とし、

承継者がいない祖先達の収骨された墳墓を「無縁」として改葬し、〈家〉の永続性の例外

として制度化された。国家等による公共工事などの事由による改葬も公益優先の原則を貫

き、改葬には充分な保障を行いながら、改葬を許容した。無縁墳墓改葬については、全国

紙への新聞公告が求められ、昭和7年・昭和23年においても改葬を実施するためには高い

ハードルを用意したが、平成11年の改正からは多額の費用を必要とする新聞公告から官

報公告に変更され、無縁改葬手続きが簡素化されるようになった。

　昭和7年に無縁改葬は、資本主義の発展に伴う〈家〉の動揺のなかで無縁改葬制度が機

能していったが、平成11年の無縁改葬制度は少子化時代のなかでの承継者不在の墳墓が

大量に発生することに対応したものであった。

５．無縁改葬制度の現状について

　平成11年5月から平成30年3月までの官報による無縁改葬公告の数は、4,842件､そのう

ち「墓地整備等」3,566件、「公共工事等」1,368件「不詳」8件となっている。この新制度当初は、

「公共工事等」の占める割合が5割程度占めていたが、次第にその割合が減少し、「墓地整

備等」の占める割合が8割程度まで増加してきている。ただ、全体数としては年間で250

件から300件の推移している。また、無縁改葬の有り様は地域によって大きく異なり、また、
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墓地使用権を経営者に返却する事例が顕著に増加し、また無縁改葬だけではなく、一般改

葬の数も増加している。全体の傾向としては、(1)「墓地の永続性」という原則が崩れか
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質 問 用 紙

ご質問のある講演者の氏名をご記入ください。

質問内容

※12月16日（日）の休憩（15:40）までに、受付にご提出ください。
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葬」されている環境で、生者の側の事情により死者の遺体ないし遺骨（以下「遺骨等」

という）を移動させる行為である。日本では「改葬」は二つに区分され、一般の改葬は

遺骨等の承継者(墓地の使用者)の意思に基づいて行うものであり、承継者がいない遺

骨等の改葬は、「無縁墳墓」として墓地の経営者や工事関係者などの利害関係人の申請

人によって行われる。つまり、改葬という行為は、埋葬終了後におこった生者の側（た

とえば近親の家族や社会）の事情によって行われるものであり、法律はこの改葬を公法

上の許可が必要な行為として規定している（墓地埋葬法第5条）。

３．改葬の歴史的展開―「改葬」の制度的展開

　明治政府は、一度埋葬した遺体を掘り起こして改葬することは「人情忍び難き」とし

てこれに難色を示した。しかし、明治維新の近代化政策のなかでは都市の大改造（市区

計画=都市計画）が不可欠であり、特に東京の中心部（朱引き内）において明治末期に

かけて埋葬を禁止し、墓地の郊外への移転政策を展開する。この時期、(1)東京の中心

部から土葬用墓地がなくなり、(2)火葬が普及し、（3)納骨堂の新設が許可され、(4)墓

地の郊外への移転が進められていく。また、墓地移転に伴う大規模な改葬事業のなかで

無縁改葬制度も制度化されることになる。

４．無縁墳墓改葬制度の展開

　無縁改葬が制度化されるのは1932（昭和7）年のことである。〈家〉の存在を前提とし、

承継者がいない祖先達の収骨された墳墓を「無縁」として改葬し、〈家〉の永続性の例外

として制度化された。国家等による公共工事などの事由による改葬も公益優先の原則を貫

き、改葬には充分な保障を行いながら、改葬を許容した。無縁墳墓改葬については、全国

紙への新聞公告が求められ、昭和7年・昭和23年においても改葬を実施するためには高い

ハードルを用意したが、平成11年の改正からは多額の費用を必要とする新聞公告から官

報公告に変更され、無縁改葬手続きが簡素化されるようになった。

　昭和7年に無縁改葬は、資本主義の発展に伴う〈家〉の動揺のなかで無縁改葬制度が機

能していったが、平成11年の無縁改葬制度は少子化時代のなかでの承継者不在の墳墓が

大量に発生することに対応したものであった。

５．無縁改葬制度の現状について

　平成11年5月から平成30年3月までの官報による無縁改葬公告の数は、4,842件､そのう

ち「墓地整備等」3,566件、「公共工事等」1,368件「不詳」8件となっている。この新制度当初は、

「公共工事等」の占める割合が5割程度占めていたが、次第にその割合が減少し、「墓地整

備等」の占める割合が8割程度まで増加してきている。ただ、全体数としては年間で250

件から300件の推移している。また、無縁改葬の有り様は地域によって大きく異なり、また、

墓地や寺院の廃止が行われるようになる。また、この時期の特徴としては、市営墓地でも

墓地使用権を経営者に返却する事例が顕著に増加し、また無縁改葬だけではなく、一般改

葬の数も増加している。全体の傾向としては、(1)「墓地の永続性」という原則が崩れか

かかっていること、(2)「墓地使用の永代」という観念も失われつつあり、(3)墓地は死者

の「終の棲家」であるという観念もなくなりつつあるということである。

６．墓地埋葬秩序の再構築について

　墓地埋葬秩序は、「埋葬」過程とそれ以降の死者の保護の過程に区分できる。現行の墓

地埋葬法は、〈家〉の存在を前提に、公衆衛生と宗教感情の二つの原理によって秩序づけ

ようとしたが、現代においては綻びが見えてきた。これまでは死者の保護を子孫に委ねて

いたが、個人化の浸透とともに子孫がむしろ祖先(死者)の安全を脅かすようになってき

た。しかし、現行の墓地埋葬法には「死者の保護」を保障する規定はない。私は、死者の

尊厳性を保障するためには、誰もが「埋葬」される権利を保障され、墓地を「終の棲家」

として保障するシステム(「これを〈埋葬義務〉という」）を構築しなければならない、

と考えている。

・拙著『墓と葬送のゆくえ』(吉川弘文館・2014)

・同『墓地経営者アンケート(市町村編)』平成28-30年度科研費報告書（公開予定）

・同『無縁墳墓改葬制度の現状について』報告書（公開予定）

第109回歴博フォーラム 　12/15（土）
「死者と生者の共同性－葬送墓制の再構築をめざして－」  アンケート

　本日は歴博フォーラムにお越しいただき、ありがとうございました。今後さらにフォーラム
を充実したものとするため、以下のアンケートにご協力をお願いいたします。
なお、アンケートは閉会後に受付にて回収させていただきます。
（以下の設問の答えに該当する記号を、○で囲んでください。また、〔　〕内はご自由にご記入
ください。）

１．あなたの年齢は？

ア．20歳未満　 イ．20代 　ウ．30代 　エ．40代 　オ．50代 　カ．60代 　キ．70歳以上

２．あなたの住所は？

ア．千葉県〔　　　　　　　市・町・村〕　イ．東京都〔　　　　　　　区・市・町・村〕
ウ．神奈川県　エ．埼玉県　オ．茨城県　カ．その他〔　　　　　　　　〕

３．このフォーラムの開催を何で知りましたか？

ア．新聞〔　　　　　〕イ．友の会ニュース　 ウ．ポスター　　エ．チラシ　　オ．人に聞いて
カ．ホームページ　　 キ．メールマガジン　　ク．ツイッター　ケ．その他〔　　　　　　　　　〕

４. ３で「ウ.ポスター」「エ.チラシ」を選択された方にお聞きします。どこでご覧になりましたか？

ア．歴博　　イ．公民館　　ウ．図書館　　エ．博物館・美術館・資料館　　オ．大学
カ．市区町村役所　　キ．駅　　ク．その他〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

５．今回のフォーラムの全体的な感想はいかがでしたか？

ア．よかった　　　　イ．どちらかというとよかった　　　　ウ．ふつう
エ．どちらかというとよくなかった　　　　オ．よくなかった

６．歴博に今まで何回くらい入館したことがありますか？ 

ア．０回　　　イ．１回　　　ウ．２～４回　　　エ．５回以上

７．歴博のフォーラムに今まで何回参加したことがありますか？

ア．０回　　　イ．１回　　　ウ．２～４回　　　エ．５回以上

今回のフォーラムの内容（良かった点・良くなかった点等）について、ご意見・ご要望等が
ございましたら、ご自由にご記入ください。

アンケートへご協力いただき、ありがとうございました。



１．「埋葬」と祭祀

　人が死ぬと必ず「埋葬」の問題が発生するが、その死後の在り方を生者との関係でど

のように位置づけるかは文化とそれぞれの時代により異なってくる。我が国では、この

二つの問題を明確には区別せず、祖先祭祀という範疇のなかで、死者(祖先)と生者(祭

祀承継者)という関係性のなかで秩序づけようとした。伝統的な祖先祭祀の観念が国民

道徳として機能していた時代には、両者を関連付けることも可能であったが、現代のよ

うに〈家〉の承継が困難になると、「埋葬」と祭祀承継は異なった事象として、区分す

る必要性が生まれてくる。

　この祭祀承継について、法律学（民法）の多数説は、昭和28年9月の東京高裁決定の

趣旨に従い、祭祀承継は義務でないと論じる。ただ、祭祀承継を義務でないと位置づけ

ても、「埋葬」を義務ではないと主張できるだろうか。民法第897条は祭祀承継について

規定しているが、祭祀から「埋葬」を概念上区分して、これを論じる議論はまだ法律学

でも多数説にはなっていない。

２．「埋葬」と改葬

　「埋葬」とは、人を葬る行為であり、通常は人の死に際して近親の親族や国（地方公

共団体を含む）がそれぞれの「義務」を担うことになる。これに対して、改葬は死者が「埋

葬」されている環境で、生者の側の事情により死者の遺体ないし遺骨（以下「遺骨等」

という）を移動させる行為である。日本では「改葬」は二つに区分され、一般の改葬は

遺骨等の承継者(墓地の使用者)の意思に基づいて行うものであり、承継者がいない遺

骨等の改葬は、「無縁墳墓」として墓地の経営者や工事関係者などの利害関係人の申請

人によって行われる。つまり、改葬という行為は、埋葬終了後におこった生者の側（た

とえば近親の家族や社会）の事情によって行われるものであり、法律はこの改葬を公法

上の許可が必要な行為として規定している（墓地埋葬法第5条）。

３．改葬の歴史的展開―「改葬」の制度的展開

　明治政府は、一度埋葬した遺体を掘り起こして改葬することは「人情忍び難き」とし

てこれに難色を示した。しかし、明治維新の近代化政策のなかでは都市の大改造（市区

計画=都市計画）が不可欠であり、特に東京の中心部（朱引き内）において明治末期に

かけて埋葬を禁止し、墓地の郊外への移転政策を展開する。この時期、(1)東京の中心

部から土葬用墓地がなくなり、(2)火葬が普及し、（3)納骨堂の新設が許可され、(4)墓

地の郊外への移転が進められていく。また、墓地移転に伴う大規模な改葬事業のなかで

無縁改葬制度も制度化されることになる。

４．無縁墳墓改葬制度の展開

　無縁改葬が制度化されるのは1932（昭和7）年のことである。〈家〉の存在を前提とし、

承継者がいない祖先達の収骨された墳墓を「無縁」として改葬し、〈家〉の永続性の例外

として制度化された。国家等による公共工事などの事由による改葬も公益優先の原則を貫

き、改葬には充分な保障を行いながら、改葬を許容した。無縁墳墓改葬については、全国

紙への新聞公告が求められ、昭和7年・昭和23年においても改葬を実施するためには高い

ハードルを用意したが、平成11年の改正からは多額の費用を必要とする新聞公告から官

報公告に変更され、無縁改葬手続きが簡素化されるようになった。

　昭和7年に無縁改葬は、資本主義の発展に伴う〈家〉の動揺のなかで無縁改葬制度が機

能していったが、平成11年の無縁改葬制度は少子化時代のなかでの承継者不在の墳墓が

大量に発生することに対応したものであった。

５．無縁改葬制度の現状について

　平成11年5月から平成30年3月までの官報による無縁改葬公告の数は、4,842件､そのう

ち「墓地整備等」3,566件、「公共工事等」1,368件「不詳」8件となっている。この新制度当初は、

「公共工事等」の占める割合が5割程度占めていたが、次第にその割合が減少し、「墓地整

備等」の占める割合が8割程度まで増加してきている。ただ、全体数としては年間で250

件から300件の推移している。また、無縁改葬の有り様は地域によって大きく異なり、また、

墓地や寺院の廃止が行われるようになる。また、この時期の特徴としては、市営墓地でも

墓地使用権を経営者に返却する事例が顕著に増加し、また無縁改葬だけではなく、一般改

葬の数も増加している。全体の傾向としては、(1)「墓地の永続性」という原則が崩れか

かかっていること、(2)「墓地使用の永代」という観念も失われつつあり、(3)墓地は死者

の「終の棲家」であるという観念もなくなりつつあるということである。

６．墓地埋葬秩序の再構築について

　墓地埋葬秩序は、「埋葬」過程とそれ以降の死者の保護の過程に区分できる。現行の墓

地埋葬法は、〈家〉の存在を前提に、公衆衛生と宗教感情の二つの原理によって秩序づけ

ようとしたが、現代においては綻びが見えてきた。これまでは死者の保護を子孫に委ねて

いたが、個人化の浸透とともに子孫がむしろ祖先(死者)の安全を脅かすようになってき

た。しかし、現行の墓地埋葬法には「死者の保護」を保障する規定はない。私は、死者の

尊厳性を保障するためには、誰もが「埋葬」される権利を保障され、墓地を「終の棲家」

として保障するシステム(「これを〈埋葬義務〉という」）を構築しなければならない、

と考えている。

・拙著『墓と葬送のゆくえ』(吉川弘文館・2014)

・同『墓地経営者アンケート(市町村編)』平成28-30年度科研費報告書（公開予定）

・同『無縁墳墓改葬制度の現状について』報告書（公開予定）
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　人が死ぬと必ず「埋葬」の問題が発生するが、その死後の在り方を生者との関係でど

のように位置づけるかは文化とそれぞれの時代により異なってくる。我が国では、この

二つの問題を明確には区別せず、祖先祭祀という範疇のなかで、死者(祖先)と生者(祭

祀承継者)という関係性のなかで秩序づけようとした。伝統的な祖先祭祀の観念が国民

道徳として機能していた時代には、両者を関連付けることも可能であったが、現代のよ

うに〈家〉の承継が困難になると、「埋葬」と祭祀承継は異なった事象として、区分す

る必要性が生まれてくる。

　この祭祀承継について、法律学（民法）の多数説は、昭和28年9月の東京高裁決定の

趣旨に従い、祭祀承継は義務でないと論じる。ただ、祭祀承継を義務でないと位置づけ
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かけて埋葬を禁止し、墓地の郊外への移転政策を展開する。この時期、(1)東京の中心

部から土葬用墓地がなくなり、(2)火葬が普及し、（3)納骨堂の新設が許可され、(4)墓

地の郊外への移転が進められていく。また、墓地移転に伴う大規模な改葬事業のなかで

無縁改葬制度も制度化されることになる。

４．無縁墳墓改葬制度の展開

　無縁改葬が制度化されるのは1932（昭和7）年のことである。〈家〉の存在を前提とし、

承継者がいない祖先達の収骨された墳墓を「無縁」として改葬し、〈家〉の永続性の例外
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き、改葬には充分な保障を行いながら、改葬を許容した。無縁墳墓改葬については、全国

紙への新聞公告が求められ、昭和7年・昭和23年においても改葬を実施するためには高い

ハードルを用意したが、平成11年の改正からは多額の費用を必要とする新聞公告から官
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葬の数も増加している。全体の傾向としては、(1)「墓地の永続性」という原則が崩れか

かかっていること、(2)「墓地使用の永代」という観念も失われつつあり、(3)墓地は死者

の「終の棲家」であるという観念もなくなりつつあるということである。

６．墓地埋葬秩序の再構築について

　墓地埋葬秩序は、「埋葬」過程とそれ以降の死者の保護の過程に区分できる。現行の墓

地埋葬法は、〈家〉の存在を前提に、公衆衛生と宗教感情の二つの原理によって秩序づけ

ようとしたが、現代においては綻びが見えてきた。これまでは死者の保護を子孫に委ねて

いたが、個人化の浸透とともに子孫がむしろ祖先(死者)の安全を脅かすようになってき

た。しかし、現行の墓地埋葬法には「死者の保護」を保障する規定はない。私は、死者の

尊厳性を保障するためには、誰もが「埋葬」される権利を保障され、墓地を「終の棲家」

として保障するシステム(「これを〈埋葬義務〉という」）を構築しなければならない、

と考えている。

・拙著『墓と葬送のゆくえ』(吉川弘文館・2014)

・同『墓地経営者アンケート(市町村編)』平成28-30年度科研費報告書（公開予定）

・同『無縁墳墓改葬制度の現状について』報告書（公開予定）

第109回歴博フォーラム 　12/16（日）
「死者と生者の共同性－葬送墓制の再構築をめざして－」  アンケート

　本日は歴博フォーラムにお越しいただき、ありがとうございました。今後さらにフォーラム
を充実したものとするため、以下のアンケートにご協力をお願いいたします。
なお、アンケートは閉会後に受付にて回収させていただきます。
（以下の設問の答えに該当する記号を、○で囲んでください。また、〔　〕内はご自由にご記入
ください。）

１．あなたの年齢は？

ア．20歳未満　 イ．20代 　ウ．30代 　エ．40代 　オ．50代 　カ．60代 　キ．70歳以上

２．あなたの住所は？

ア．千葉県〔　　　　　　　市・町・村〕　イ．東京都〔　　　　　　　区・市・町・村〕
ウ．神奈川県　エ．埼玉県　オ．茨城県　カ．その他〔　　　　　　　　〕

３．このフォーラムの開催を何で知りましたか？

ア．新聞〔　　　　　〕イ．友の会ニュース　 ウ．ポスター　　エ．チラシ　　オ．人に聞いて
カ．ホームページ　　 キ．メールマガジン　　ク．ツイッター　ケ．その他〔　　　　　　　　　〕

４. ３で「ウ.ポスター」「エ.チラシ」を選択された方にお聞きします。どこでご覧になりましたか？

ア．歴博　　イ．公民館　　ウ．図書館　　エ．博物館・美術館・資料館　　オ．大学
カ．市区町村役所　　キ．駅　　ク．その他〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

５．今回のフォーラムの全体的な感想はいかがでしたか？

ア．よかった　　　　イ．どちらかというとよかった　　　　ウ．ふつう
エ．どちらかというとよくなかった　　　　オ．よくなかった

６．歴博に今まで何回くらい入館したことがありますか？ 

ア．０回　　　イ．１回　　　ウ．２～４回　　　エ．５回以上

７．歴博のフォーラムに今まで何回参加したことがありますか？

ア．０回　　　イ．１回　　　ウ．２～４回　　　エ．５回以上

今回のフォーラムの内容（良かった点・良くなかった点等）について、ご意見・ご要望等が
ございましたら、ご自由にご記入ください。

アンケートへご協力いただき、ありがとうございました。



１．「埋葬」と祭祀

　人が死ぬと必ず「埋葬」の問題が発生するが、その死後の在り方を生者との関係でど

のように位置づけるかは文化とそれぞれの時代により異なってくる。我が国では、この

二つの問題を明確には区別せず、祖先祭祀という範疇のなかで、死者(祖先)と生者(祭

祀承継者)という関係性のなかで秩序づけようとした。伝統的な祖先祭祀の観念が国民

道徳として機能していた時代には、両者を関連付けることも可能であったが、現代のよ

うに〈家〉の承継が困難になると、「埋葬」と祭祀承継は異なった事象として、区分す

る必要性が生まれてくる。
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人によって行われる。つまり、改葬という行為は、埋葬終了後におこった生者の側（た

とえば近親の家族や社会）の事情によって行われるものであり、法律はこの改葬を公法
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無縁改葬制度も制度化されることになる。
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承継者がいない祖先達の収骨された墳墓を「無縁」として改葬し、〈家〉の永続性の例外

として制度化された。国家等による公共工事などの事由による改葬も公益優先の原則を貫

き、改葬には充分な保障を行いながら、改葬を許容した。無縁墳墓改葬については、全国

紙への新聞公告が求められ、昭和7年・昭和23年においても改葬を実施するためには高い

ハードルを用意したが、平成11年の改正からは多額の費用を必要とする新聞公告から官

報公告に変更され、無縁改葬手続きが簡素化されるようになった。

　昭和7年に無縁改葬は、資本主義の発展に伴う〈家〉の動揺のなかで無縁改葬制度が機

能していったが、平成11年の無縁改葬制度は少子化時代のなかでの承継者不在の墳墓が

大量に発生することに対応したものであった。

５．無縁改葬制度の現状について

　平成11年5月から平成30年3月までの官報による無縁改葬公告の数は、4,842件､そのう

ち「墓地整備等」3,566件、「公共工事等」1,368件「不詳」8件となっている。この新制度当初は、

「公共工事等」の占める割合が5割程度占めていたが、次第にその割合が減少し、「墓地整

備等」の占める割合が8割程度まで増加してきている。ただ、全体数としては年間で250

件から300件の推移している。また、無縁改葬の有り様は地域によって大きく異なり、また、

墓地や寺院の廃止が行われるようになる。また、この時期の特徴としては、市営墓地でも

墓地使用権を経営者に返却する事例が顕著に増加し、また無縁改葬だけではなく、一般改

葬の数も増加している。全体の傾向としては、(1)「墓地の永続性」という原則が崩れか

かかっていること、(2)「墓地使用の永代」という観念も失われつつあり、(3)墓地は死者

の「終の棲家」であるという観念もなくなりつつあるということである。

６．墓地埋葬秩序の再構築について

　墓地埋葬秩序は、「埋葬」過程とそれ以降の死者の保護の過程に区分できる。現行の墓

地埋葬法は、〈家〉の存在を前提に、公衆衛生と宗教感情の二つの原理によって秩序づけ

ようとしたが、現代においては綻びが見えてきた。これまでは死者の保護を子孫に委ねて

いたが、個人化の浸透とともに子孫がむしろ祖先(死者)の安全を脅かすようになってき

た。しかし、現行の墓地埋葬法には「死者の保護」を保障する規定はない。私は、死者の

尊厳性を保障するためには、誰もが「埋葬」される権利を保障され、墓地を「終の棲家」

として保障するシステム(「これを〈埋葬義務〉という」）を構築しなければならない、

と考えている。

・拙著『墓と葬送のゆくえ』(吉川弘文館・2014)

・同『墓地経営者アンケート(市町村編)』平成28-30年度科研費報告書（公開予定）

・同『無縁墳墓改葬制度の現状について』報告書（公開予定）
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受 付 票
１日目〔12/15（土）〕と２日目〔12/16（日）〕の両日ともご出席される
場合は、２日目〔12/16（日）〕の受付の際に本受付票を切り取り、お名
前をご記入のうえご住所の欄に「◯」をつけ、受付にご提出ください。

レジュメは、１人に１冊のみ配付します。２日間参加される方は
１日目に配付したレジュメを必ずご持参ください。

２日目〔12/16（日）〕のみ、ご出席される方は、ご提出不要です。

1

2

3

お名前：

ご住所： ア．千葉県　イ．東京都　ウ．神奈川県　エ．埼玉県

オ．茨城県　カ．その他〔　　　　　　　　〕　　　　

1日目〔12/15（土）〕出席者、2日目〔12/16（日）〕提出用





ご　案　内

【展示のご案内】
○第3展示室特集展示「吉祥のかたち」

　会　　期　　2019年1月5日（土）～ 2019年2月11日（月祝）

○第4展示室特集展示「変わりゆく結婚式と近代化」

　会　　期　　開催中～ 2019年5月12日（日）

※第1展示室「先史・古代」リニューアルオープン　2019年3月19日（火）

【歴博の情報発信】
国立歴史民俗博物館の企画展示・フォーラム・講演会等の情報は、ホームページ・ツイッ

ター・ニューズレター（メルマガ）でもご案内しています。

○ホームページ　　　http://www.rekihaku.ac.jp/

○ツイッター　　　　@rekihaku

○ニューズレター　　http://www.rekihaku.ac.jp/others/mailmagazine.html
※ホームページのトップ画面に「れきはくニューズレター」のアイコンがあり、そこから登録画面に進めます。
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